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はじめに 
 
 平成 23 年 12 月に国土交通省鉄道局から鉄道事業者へ，新しい『鉄道構造物等設計標準（基礎構造

物）』が通達され，この設計標準へ解説が加えられた『鉄道構造物等設計標準・同解説 基礎構造物』

（以下，基礎標準）が平成 24 年 1 月に，『鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計』（以下，耐震

標準）が平成 24 年 9 月に刊行されました。この改訂に伴い，鋼管矢板基礎の設計についても大幅な改

訂がなされました。主な改訂点を下記に示します。 
 
・設計応答値の算定：地震時・地震時以外の鋼管矢板基礎の応答値算定のための構造解析モデルの見

直し 
・地盤反力係数と地盤ばね定数：地盤の変形係数の定義の変更を考慮し，杭基礎の鉛直地盤反力係数

に準じ，鋼管矢板基礎の鉛直地盤反力係数を見直し。また，ケーソン基礎の水平地盤反力係数に準

じ，鋼管矢板基礎の水平地盤反力係数を見直し 
・地盤抵抗モデルの非線形特性：杭基礎の鉛直地盤抵抗，せん断地盤抵抗，ケーソン基礎の水平地盤

抵抗に準じて，鋼管矢板基礎について見直し 
・性能照査の基本：鋼管矢板基礎の性能項目に応じた照査指標（設計限界値）を設定 
 
 特にこれまでの鉄道橋における設計モデルが「弾性床上の有限長梁モデル」であったのに対して，

「群杭基礎モデル（継手の拘束効果を仮想梁とせん断ばねで表現した群杭基礎モデル）」を用いるこ

ととなっています。ただし，鋼管矢板基礎の寸法・形状が一般的で（根入れ長さ ℓ が，基礎側面の抵

抗幅 B の 1.5 倍以上），鋼管矢板基礎天端の水平変位が小さい（根入れ長さ ℓ の 0.4％以下）場合には，

弾性床上の有限長梁モデルでモデル化することが可能です。 
 本書では，新しく追加された群杭基礎モデルを使用した鋼管矢板基礎の設計計算例をまとめました。

なお，設計計算例は，『基礎標準』，『耐震標準』に加え，より実務的な内容を記載した『鉄道構造

物等設計標準・同解説 基礎構造物（平成 24 年版） 杭体設計の手引き』（平成 27 年 10 月，公益財

団法人鉄道総合技術研究所）も参考にして作成しました。 
 
  なお，本資料において円形及び小判形の 2 つの鋼管矢板基礎の設計計算例を示しましたが，設計

の基本的な流れと要点を示すことを目的としたものであり，実際の設計作業を網羅したものとはなっ

ていないことに注意いただければと思います。また，設計作業，構造計算作業を一貫して実施してい

ないところもあり，記載したデータや数値に不整合が見られる部分があるかもしれませんが，こうし

た点はご容赦いただければと思います。 
 
 末尾ながら，公益財団法人鉄道総合技術研究所をはじめ，本設計計算例を作成するにあたってご尽

力いただきました関係各位に対し，この場をお借りして心より御礼申し上げます。 
 

平成 28 年 3 月 
  （一般社団法人）鋼管杭・鋼矢板技術協会 
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１． 鋼管矢板基礎の設計 
１．１ 設計の基本 
 本書では，『鉄道構造物等設計標準・同解説 基礎構造物 平成24年1月』（以下，基礎標準），『鉄

道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成24年9月』（以下，耐震標準），及び『鉄道構造物等設

計標準・同解説 基礎構造物（平成24年版） 杭体設計の手引き』（平成27年10月，公益財団法人鉄

道総合技術研究所）に準拠した鋼管矢板基礎の設計計算について記述します。 
 
 鋼管矢板基礎の設計は，設計耐用期間を通して構造物の要求性能に適合するよう，鋼管矢板基礎の

性能項目ごとに適切な照査指標を用いて，性能照査を行います。一般に次の条件を満足するように設

計する必要があります。 
 
① 鋼管矢板基礎の安定の喪失による走行安全性の低下，構造物の倒壊などの安全性の低下を避ける

よう適切な鋼管矢板基礎の支持力，部材耐力を有すること（鋼管矢板基礎の安定） 
 
② 鋼管矢板基礎の沈下や傾斜（水平変位）の発生による構造物の使用性の低下を避けるよう適切な

鋼管矢板基礎の支持性能を有すること（鋼管矢板基礎の支持性能） 
 
③ 鋼管矢板基礎の部材の損傷，周辺地盤の鉛直方向，水平方向の降伏による構造物の復旧性の低下

を避けるよう適切な鋼管矢板基礎の残留変位抑制能力を有すること（鋼管矢板基礎の残留変位） 
 
④ 建設地点の環境条件に応じ，鋼管矢板基礎の部材等の材料劣化を設計耐用期間中一定レベル以内

に抑制すること（鋼管矢板基礎の耐久性） 
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１．２ 設計手順 
図1-1に鋼管矢板基礎の一般的な設計手順を示します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊1 基礎構造物の場合，使用性の照査を実施することで，基本的な寸法形状の決定が可能なことから，実

務設計上の照査の容易性を勘案し，使用性の照査，安全性の照査，復旧性の検討の順としている 
＊2 重要度の高い構造物で実施する 
 

図1-1 鋼管矢板基礎の一般的な設計手順 
 
 
１．３ 鋼管矢板基礎の設計応答値の算定 
１．３．１ 解析モデルと地盤抵抗のモデル化 
新鉄道標準では，鋼管矢板基礎の設計において，図1-2に示すような継手の拘束効果を仮想梁とせん

断ばねで評価する群杭基礎モデルを使用します。ただし，鋼管矢板基礎の寸法・形状が一般的で（根

入れ長さℓが，基礎側面の抵抗幅Bの1.5倍以上），鋼管矢板基礎天端の水平変位が小さい（根入れ長さ

ℓの0.4％以下）場合には，弾性床上の有限長梁モデルでモデル化することが可能です。群杭基礎モデ

ルは，鋼管矢板基礎を二次元平面骨組にモデル化したものであり，頂版は剛な梁部材に，各鋼管矢板

は群杭とみなして鋼管矢板の曲げ剛性を有する梁部材に，それぞれモデル化するものです。表1-1に構

造物の要求性能，鋼管矢板基礎の性能項目と解析モデルの概要を，図1-3に地盤抵抗要素を示します。

鋼管矢板基礎の地盤のモデル化では，原則として鋼管矢板底面の鉛直地盤抵抗および水平せん断地盤

抵抗のほか，鋼管矢板前背面の外周面の水平地盤抵抗，鉛直せん断地盤抵抗，前背面の内周面の鉛直

構造形式，基礎形式，支持方式の決定， 
地盤の諸数値の決定， 

作用規模，変位量の制限値の設定 

鋼管矢板基礎の形状，寸法の仮定 

設計作用の計算 

耐久性の検討 

使用性の照査＊1 

安全性の照査＊1 

復旧性の検討＊2 

構造細目 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 
検討結果は適切か？ 
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せん断地盤抵抗，側面の外周面の水平せん断地盤抵抗，鉛直せん断地盤抵抗，側面の内周面の鉛直せ

ん断地盤抵抗の非線形性を考慮します（地震時以外の作用の組合せでは線形で扱ってよい）。 
 

 

図 1-2 群杭基礎モデルによる鋼管矢板基礎の構造解析モデルの例 
 
 
 

 
図 1-3 鋼管矢板基礎の地盤抵抗要素 
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表1-1 構造物の要求性能，鋼管矢板基礎の性能項目と構造解析モデルの概要 

構造物の 
要求性能 

鋼管矢板基礎の性能項目と構造解析モデル 

鋼管矢板基礎の性能項目 鋼管矢板の継手をせん断ばねで表現した群杭基礎モデル 

安全性 基礎の安定 

地震時 

（モデル①） 

地
盤
抵
抗
の
モ
デ
ル
化 

前
背
面 

外周面 
水平地盤抵抗 ：K ho 

非線形 
(ﾊﾞｲﾘﾆｱ) 

鉛直せん断地盤抵抗 ：K sLo 

内周面 

鉛直せん断地盤抵抗（地

震作用に伴う増加荷重

のみ受け持たせる） 

：K sLi 

側
面 

外周面 
水平せん断地盤抵抗 ：K sBo 

鉛直せん断地盤抵抗 ：K sBo 

内周面 

鉛直せん断地盤抵抗（地

震作用に伴う増加荷重

のみ受け持たせる） 

：K sBi 

底面 
鉛直地盤抵抗 ：K v 

水平せん断地盤抵抗 ：K s 線形 

鋼管矢板の 
モデル化 

鋼管矢板本管 非線形 
(ﾊﾞｲﾘﾆｱ) 継手部 

地震時以外* 

（モデル②） 

地
盤
抵
抗
の
モ
デ
ル
化 

前
背
面 

外周面 
水平地盤抵 ：K ho 

線形 

鉛直せん断地盤抵抗 ：K sLo 

内周面 なし 

側
面 

外周面 
水平せん断地盤抵抗 ：K sBo 

鉛直せん断地盤抵抗 ：K sBo 

内周面 なし 

底面 
鉛直地盤抵抗 ：K v 

水平せん断地盤抵抗 ：K s 

鋼管矢板の 
モデル化 

鋼管矢板本管 

継手部 

使用性 
基礎の 

支持性能 

長期支持性能* 
モデル② 

短期支持性能* 

復
旧
性 

性能ﾚﾍﾞﾙ 1 
基礎の残留変位 モデル① 

性能ﾚﾍﾞﾙ 2 

（耐久性の検討）* モデル② 

＊寸法・形状が一般的で水平変位が小さい場合には，鋼管矢板基礎全体を弾性床上の有限長梁モデルとし

て計算してもよい 
 
 
鋼管矢板基礎の地盤抵抗の非線形特性を図1-4に示します。降伏点を折れ点とするバイリニア型の地

盤ばねによりモデル化します。 
 
１） 前背面の外周面の水平地盤抵抗の非線形特性 
 前背面の外周面の水平地盤抵抗の非線形特性は，ケーソン基礎の前背面の水平地盤抵抗の非線形特

性に準じて算定します。ただし，前面の外周面に位置する鋼管矢板に等分に地盤ばね定数，地盤ばね

の上限値を配分し，同様に背面の外周面に位置する鋼管矢板に等分に地盤ばね定数，地盤ばねの上限

値を符号を変えて配分します。背面側は主として浅い位置で除荷特性を与えるもので、深い位置で場
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合によっては増加特性として地盤バネ定数を用いることとなります。 
 
２） 底面の鉛直地盤抵抗，水平せん断地盤抵抗の非線形特性 
 底面の鉛直地盤抵抗の非線形特性は，杭先端の鉛直地盤抵抗の非線形特性に準じて算定します。一

方，底面の水平せん断地盤抵抗は井筒内部土部分の地盤抵抗が大きいと考えられるため，線形として

扱います。 
 
３） 前背面・側面の鉛直せん断地盤抵抗の非線形特性 
 前背面・側面の鉛直せん断地盤抵抗の非線形特性は，杭周面の鉛直せん断地盤抵抗の非線形特性に

準じて算定します。 
 
４） 側面の外周面の水平地盤せん断地盤抵抗の非線形特性 
 外周面の水平地盤せん断地盤抵抗の非線形特性は，同一位置の側面の外周面の鉛直せん断地盤抵抗

の非線形特性と同一とします。 
 

 

図 1-4 鋼管矢板基礎の地盤抵抗の非線形特性 
 
 
鋼管矢板基礎前背面の内周面の水平地盤抵抗や鉛直せん断地盤抵抗，側面の内周面の水平せん断地

盤抵抗，鉛直せん断地盤抵抗は原則として考慮せず，地震作用のような偶発作用に対してのみ前背面

の内周面の水平地盤抵抗，側面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗を考慮することとなっています。基礎

内面の鉛直せん断地盤抵抗が有効な範囲は，図 1-5 に示すように先端から前背面の基礎内面距離(L0)
と側面の井筒内面距離(B0)のうち，短い方の高さまでとします。 
前背面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗や側面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗は永久作用や変動作用
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の持続成分に対する抵抗力としては期待できず，地震作用に伴う増加荷重のみを受け持たせることと

されています。一般的に鋼管矢板基礎の側面の外周面の水平せん断地盤抵抗や鉛直せん断地盤抵抗，

側面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗は，基礎の平面形状が小判形および矩形の場合には考慮しても構

いませんが，円形の場合には無視します。この場合，有効となる範囲は側面の直線部分のみとし，基

礎側面全幅を有効としてはいけません。表 1-2 に鋼管矢板基礎の地盤抵抗をまとめます。 
 
 

 
図 1-5 鋼管矢板基礎の井筒内周面の鉛直支持が有効な範囲 

 
 
 

表 1-2 鋼管矢板基礎の地盤抵抗 
部位 地盤抵抗要素 地震時 地震時以外 

前
背
面 

外周面 
水平地盤抵抗 ○ ○ ○ 

鉛直せん断地盤抵抗 ○ ○ × 

内周面 
水平地盤抵抗 ×原則，無視する × × 

鉛直せん断地盤抵抗 △ × × 

側
面 

外周面 
水平せん断地盤抵抗 

○ 
（×円形の場合） 

○ 
（×円形の場合） 

× 

鉛直せん断地盤抵抗 
○ 

（×円形の場合） 

○ 
（×円形の場合） 

× 

内周面 
水平せん断地盤抵抗 ×原則，無視する × × 

鉛直せん断地盤抵抗 
△ 

（×円形の場合） 
× × 

底面 
鉛直地盤抵抗 ○ ○ ○ 

水平せん断地盤抵抗 ○ ○ ○ 

備考    
弾性床上の有限長梁

モデルによる場合 

○：考慮する 
△：地震作用に伴う増加荷重のみ受け持たせる 
×：無視する 
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１．３．２ 基準支持力 
 鋼管矢板基礎の基準支持力は，表 1-3 に示すように，杭基礎の基準支持力の算定方法に準じるもの

とします。 
① 基準先端支持力度 
 鋼管矢板基礎の各鋼管矢板本管先端の基準先端支持力度は，杭基礎の杭先端における基準先端支持

力度に準じるものとします。 
 
② 基準周面支持力度 
 鋼管矢板基礎の前背面・側面の外周面・内周面の鉛直せん断地盤抵抗に関する基準周面支持力度は，

杭基礎の杭周面の基準周面支持力度に準じるものとします。 
 
③ 基準先端支持力，基準周面支持力 
 鋼管矢板基礎の各鋼管矢板本管の基準先端支持力，基準周面支持力は，杭基礎の基準先端支持力，

基準周面支持力に準じるものとします。ただし，基準周面支持力を算定する際，その周長は鋼管矢板

基礎の各鉛直せん断地盤抵抗に有効となる井筒部の外周包らく長さ，内周包らく長さとし，得られた

地層区間の外周面，内周面の基準周面支持力は，鋼管矢板基礎の全体の基準周面支持力であることか

ら，全外壁鋼管矢板本数で等分した値を各鋼管矢板本管の地層区間に配分します。なお，鋼管矢板基

礎の基準周面支持力を算定する際，内周面の鉛直せん断地盤抵抗の有効範囲を考慮するものとします。 
 
 

表 1-3 鋼管矢板基礎の基準支持力度 
部位 地盤抵抗要素 基準支持力度(kN/m2) 

前
背
面 

外周面 鉛直せん断地盤抵抗 
杭基礎の打込み杭工法，あるいは中掘り根固め杭工法

の基準周面支持力度による 

内周面 鉛直せん断地盤抵抗 
杭基礎の打込み杭工法，あるいは中掘り根固め杭工法

の基準周面支持力度による 

側
面 

外周面 鉛直せん断地盤抵抗 
杭基礎の打込み杭工法，あるいは中掘り根固め杭工法

の基準周面支持力度による 

内周面 鉛直せん断地盤抵抗 
杭基礎の打込み杭工法，あるいは中掘り根固め杭工法

の基準周面支持力度による 

底面 鉛直地盤抵抗 
杭基礎の打込み杭工法，あるいは中掘り根固め杭工法

の基準先端支持力度による 

 
 
１．３．３ 地盤反力係数 
鋼管矢板基礎の地盤反力係数を表 1-4 に示します。鋼管矢板基礎の施工には打込み杭工法，もしく

は中掘り根固め杭工法が適用されますが，本設計例は中掘り根固め杭工法での施工とします。図 1-6
に鋼管矢板基礎の前面の抵抗幅 L と側面の有効抵抗幅 Beの考え方を示します。 
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表 1-4 鋼管矢板基礎の地盤反力係数 

部位 地盤抵抗要素 
地盤反力係数(kN/m3) 

打込み杭工法 中掘り根固め杭工法 

前
背
面 

外
周
面 

水平地盤反力係数 ：kho kho＝5.1×ρg k ×Ed ×B h
－3/4 

鉛直せん断地盤反力係数 ：k sLo ksLo＝0.2×ρg k ×Ed  ksLo＝0.1×ρg k ×Ed  

内
周
面 

鉛直せん断地盤反力係数 ：k sLi ksLi＝0.2×ρg k ×Ed  ksLi＝0.1×ρg k ×Ed  

側
面 

外
周
面 

水平せん断地盤反力係数 ：k sBo ksBo＝0.2×ρg k ×Ed  ksBo＝0.1×ρg k ×Ed  

鉛直せん断地盤反力係数 ：k sBo ksBo＝0.2×ρg k ×Ed  ksBo＝0.1×ρg k ×Ed  

内
周
面 鉛直せん断地盤反力係数 ：k sBi ksBi＝0.2×ρg k ×Ed  ksBi＝0.1×ρg k ×Ed  

底面 
鉛直地盤反力係数 ：k v 

先端閉塞杭  

 k v＝7.0×ρg k ×Ed ×D－3/4 

先端開放鋼管杭  

 k v＝7.0×αV×ρg k ×Ed×D－3/4 

αV：杭先端の閉塞率 

（αV=0.2 ℓ／D≦1.0） 

k v＝8.0×ρg k ×Ed ×D－3/4 

水平せん断地盤反力係数 ：k s k s＝λ×k v，λ＝1/3 

 
ρg k  ：地盤反力係数に関する地盤修正係数（表 1-5） 
Ed  ：地盤の変形係数の設計用値(kN/m2) 
B h ：基礎前面の換算幅(m) 
D ：杭径(m) 
ℓ ：支持層への換算根入れ長さ(m) 

 
 
 

表 1-5 地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρg k  

作用の継続時間 考慮する作用 地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρg k  
短 期 変動作用，偶発作用 1.0 
長 期 永久作用* 0.5 

＊：地震時の応答値の算定では，永久作用に対しても ρg k=1.0 としてよい  
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図 1-6 鋼管矢板基礎の前面の抵抗幅 L と側面の有効抵抗幅 Be 
 
 
１．３．４ 地盤ばね定数 
地盤ばね定数の算定式を表 1-6 に示します。 

 
表 1-6 地盤ばね定数の算定式（打込み杭工法，中掘り根固め杭工法の場合） 

部位 地盤ばね定数(kN/m) 

前背面 

外周面 
水平地盤ばね定数 ：Kho Kho＝k ho×L×Δℓ 

鉛直せん断地盤ばね定数 ：K sLo K sLo＝ksLo×U×Δℓ 

内周面 鉛直せん断地盤ばね定数 ：K sLi K sLi＝ksLi×U×Δℓ 

側面 

外周面 
水平せん断地盤ばね定数 ：K sBo K sBo＝ksBo×U×Δℓ 

鉛直せん断地盤ばね定数 ：K sBo K sBo＝ksBo×U×Δℓ 

内周面 鉛直せん断地盤ばね定数 ：K sBi K sBi＝ksBi×U×Δℓ 

底面 
鉛直地盤ばね定数 ：Kv Kv＝k v×A t 

水平せん断地盤ばね定数* ：K s K s＝k s×A t 

＊：水平地盤ばね定数：ケーソン基礎の水平地盤ばね定数の算定方法に準じる 
 
Δℓ ：杭周面の鉛直せん断地盤ばね定数，水平地盤ばね定数を算定する区間の長さ(m) 
U ：杭の周長(m) 
A t ：杭先端の面積(m2) 

 L ：鋼管矢板基礎前面および背面の抵抗幅(m) 
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１．４ 鋼管矢板基礎の性能照査 
 鋼管矢板基礎の性能照査は，構造物の安全性，使用性および復旧性に対して鋼管矢板基礎の性能項

目ごとに設計限界値を設定し，各作用の組合せに応じた鋼管矢板基礎の設計応答値を算定して照査を

行います。地震時以外の照査では，「安全性に関する基礎の安定」「使用性に関する基礎の支持性能」，

地震時の照査では「復旧性に関する基礎の残留変位」「安全性に関する基礎の安定」を性能項目とし，

性能照査を実施します。鋼管矢板基礎の性能項目と照査に用いる作用の組合せを表 1-7 に，鋼管矢板

基礎の性能項目と想定する限界状態の関係を表 1-8 に示します。また，性能項目に対する照査指標（設

計応答値，設計限界値）の例を表 1-9 に示します。 
 

表 1-7 構造物の要求性能に対する鋼管矢板基礎の性能項目と主な作用の組合せの目安 
構造物の要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 主な作用の組合せ 

安全性 基礎の安定 永久作用＋主たる変動作用＋従たる変動作用 
永久作用＋地震作用＋従たる変動作用 

使用性 基礎の支持性能 
長期支持性能 永久作用 

短期支持性能 永久作用＋変動作用 

復旧性 基礎の残留変位 永久作用＋地震作用＋従たる変動作用 

（耐久性の検討） 永久作用 

 

表 1-8 構造物の要求性能に対する鋼管矢板基礎の性能項目と想定する限界状態の関係 
a) 地震時以外 
構造物の要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 主な作用の組合せ 

安全性 基礎の安定 
設計耐用期間中に稀に生ずる変動作用に対して，基

礎に過大な変位を生じさせず，基礎の安定を保持で

きる状態 

使用性 基礎の支持性能 
長期支持性能 設計耐用期間中に常時または頻繁に生ずる作用に

対して，基礎に有害な変位を生じさせずに，構造物

の機能を保持できる状態 短期支持性能 

 
b) 地震時 

構造物の要求性能 
鋼管矢板基礎の 

性能項目 
想定する限界状態 

対応する 

安定レベル 

一般に考慮する

地震動 

復旧性 

性能レベル 1 
基礎の 

残留変位 

基礎の残留変位は些少で，構造

物の補修を行わずに機能を保

持できる状態 
安定レベル 1 L1 地震動* 

性能レベル 2 
基礎の残留変位が生じ，場合に

よっては補修が必要となるが，

早期に機能回復できる状態 
安定レベル 2 L2 地震動 

安全性 基礎の安定 
基礎に大きな残留変位が生じ

るものの，構造物全体の転倒，

崩壊，落橋には至らない状態 
安定レベル 3 L2 地震動 

＊基礎の非線形挙動を考慮せずに「地震時の走行安全性に係る変位の照査」を行う場合の前提条件 
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表 1-9 鋼管矢板基礎の性能項目に対する照査指標の例 
a)地震時以外 

構造物の 

要求性能 
鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 

着目位置 設計応答値 IRd 設計限界値 ILd 

安全性 
基礎の 
安定 

地盤の破壊 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*1
 

水平安定 頂版天端 最大応答水平変位 1.2％LA≦100mm 

回転安定 頂版天端 最大応答回転角 6／1000 rad 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板本管 

設計断面力 
設計曲げ耐力 
設計せん断耐力 頂版，鋼管矢板本管， 

頂版結合部 

使用性 
基礎の 
支持性能 

長期支持

性能 

鉛直方向 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*2
 

水平方向 頂版天端 最大応答水平変位 0.4％LA≦40mm 

回転方向 頂版天端 最大応答回転角 2／1000 rad 

短期支持

性能 

鉛直方向 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*3
 

水平方向 頂版天端 最大応答水平変位 0.4％LA≦40mm 

回転方向 頂版天端 最大応答回転角 2／1000 rad 

 

b)地震時 
構造物の 

要求性能 
鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 対応する 

安定レベル 着目位置 設計応答値 IRd 設計限界値 ILd 

復
旧
性 

性能 

レベル 1 

基礎の 
残留変位 

残留鉛直変位 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*4
 

安定 

レベル 1 

残留水平変位 頂版天端 最大応答水平変位 
1.2 ～ 2 ％ LA ≦
100mm 

残留傾斜 頂版天端 最大応答回転角 6～10/1000 rad 

基礎部材等の損傷 
鋼管矢板本管 設計曲率 損傷レベル 1 
頂版，鋼管矢板本管，

頂版結合部 設計断面力 損傷レベル 1 

性能 

レベル 2 

残留鉛直変位 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*5
 

安定 

レベル 2 

残留水平変位 頂版天端 最大応答水平変位 
4.8 ～ 8 ％ LA ≦
400mm 

残留傾斜 頂版天端 最大応答回転角 20/1000 rad 

基礎部材等の損傷 
鋼管矢板本管 設計曲率 損傷レベル 2 
頂版，鋼管矢板本管，
頂版結合部 設計断面力 損傷レベル 1～2 

安全性 
基礎の 
安定 

地盤の破壊 鋼管矢板頭部 設計鉛直力 設計鉛直支持力*6
 

安定 

レベル 3 

水平安定 頂版天端 最大応答水平変位 10％LA 

回転安定 頂版天端 最大応答回転角 30/1000 rad 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板本管 設計曲率 損傷レベル 3 

頂版，鋼管矢板本管，
頂版結合部 設計断面力 損傷レベル 1～2 

*1：鋼管矢板先端沈下量が杭径の5%時（杭径1m以上では50mm時）の設計鉛直支持力（超過確率16%） 

*2：鋼管矢板先端の長期沈下20mm時の設計鉛直支持力（超過確率5%） 

*3：鋼管矢板先端の沈下20mm時の設計鉛直支持力（超過確率10%） 

*4：鋼管矢板先端沈下量が杭径の5%時（杭径1m以上では50mm時）の設計鉛直支持力（超過確率20%） 

*5：鋼管矢板先端沈下量が杭径の10%時の設計鉛直支持力（超過確率30%），引抜き側は照査不要 

*6：鋼管矢板先端沈下量が杭径の10%時の設計鉛直支持力（超過確率50%），引抜き側は照査不要 
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水平変位の設計限界値の基準となる基礎の換算抵抗幅LAは，図1-7に示す面積を対象とし，以下のよ

うに計算します。 

ALA
4  

ここに，LA：基礎の換算抵抗幅(m) 
    A ：鋼管矢板頭部の最外縁面積(m2) 

 
なお，鋼管矢板基礎は剛な頂版により複数本の鋼管矢板を一体化した群杭基礎と考えられることか

ら，表1-10に示すフーチングを有する群杭基礎の各安定レベルの考え方を参照します。また，水平変

位および回転角の着目位置については，基礎全体の代表点として頂版天端とします。 

 
図1-7 鋼管矢板基礎の換算抵抗幅LAを算定するための面積 

 
 

表1-10 群杭基礎の安定レベルと限界状態の考え方 

群杭基礎の安定レベル 限界状態 

安定レベル 1 どれか１本の杭が安定レベル 1 の限界値に達した状態 

安定レベル 2 全杭数のうち，片側 1/6 の杭が安定レベル 2 の限界値に達した状態 

安定レベル 3 全杭数のうち，片側 1/4 の杭が安定レベル 3 の限界値に達した状態 
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１．５ 施工余裕長と設計余裕長 
鋼管矢板本管の設計においては，施工時の打設深さの施工誤差対する施工余裕長のほか，中間層の

地層構成の不陸に起因する鋼管矢板本管の発生断面力分布の変動に対する設計余裕長を考慮するもの

とします。一般に鋼管矢板の製造長および仮締切り部の断面変化位置（基礎本体部との境界点含む）

の検討時には，低止まりの余裕長を考慮し，基礎本体部の現場継手位置および断面変化位置の検討時

には，高止まり余裕長と設計余裕長のいずれか大きい方の長さを考慮するものとします。 
なお、表 1-11 中の支持層深度の推定誤差 α は、「鉄道構造物等設計標準・同解説〔基礎構造物〕（平

成 24 年版）杭体設計の手引き」の第Ⅱ編 鋼管杭に準じるものとします。 
 

表 1-11 施工余裕長の目安 

施工方法 高止まり余裕長 低止まり余裕長 

打込み工法 
0.5m＋α（支持層が粘性土の場合） 
1.0m＋α（支持層が砂質土の場合） 

0.5m＋α 

中掘り根固め工法 0m 0m＋α 
  α：支持層深度の推定誤差 

 
表 1-12 中間層の地層構成の不陸に対する設計余裕長の 

 
 
 

地盤条件の設定方法 設計余裕長 
当該箇所地盤調査結果に 
基づいて設計する場合 

0m 

中間層が比較的成層構造と想定される箇所で 
地盤条件を推定して設計する場合 

1.0m 
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２． 設計事例１ 円形鋼管矢板基礎 
２．１ 設計条件 
２．１．１ 構造，材料，安全係数 
 
１）上部構造 

形  式：5 径間連続ラーメン箱桁橋 
幅  員：全幅員 11.76ｍ 

 
２）下部構造 

橋  脚：円形橋脚 
基  礎：鋼管矢板基礎 
施  工：中掘り根固め杭工法，仮締切り兼用方式 

 
３）使用材料および材質強度 

鋼 管 矢 板：SKY490／SKY400 
継 手 管：STK400 φ165.2×t11  
く体コンクリート：f’ck＝27 N/mm2 
頂版コンクリート：f’ck＝24 N/mm2 
底盤コンクリート：f’ck＝24N/mm2 

中詰コンクリート：f’ck＝18 N/mm2 

 
４）材料強度の特性値および設計強度 
① 鋼 材（鋼管矢板） 

鋼 種  SKY400 SKY490 
引張降伏強度 N/mm2 235 315 

圧縮降伏強度 N/mm2 

R/t≦50 のとき 
235 

R/t＞50 のとき 
235－7.8(R/t－50) 

R/t≦40 のとき 
315 

R/t＞40 のとき 
315－7.8(R/t－40) 

せん断降伏強度 N/mm2 135 180 

R：鋼管矢板の半径，t：鋼管矢板の厚さ 
＊材料係数 γmは 1.05 とする（安全性・復旧性） 

② 鉄  筋 

鉄筋の種類   SD390 
設計引張降伏強度 fsyd N/mm2 390 
設計圧縮降伏強度 f’syd N/mm2 390 
設計引張強度 fsud N/mm2 560 

 

③ 溶 接 部 

工場溶接部 母材と同じ 
現場溶接部 工場溶接部の 90%＊ 

＊道路分野に準じた確実なプロセス管理がなされる場合は、鋼管杭に準じて 100%としてよい。 
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５）安全係数 
① 作用係数 γf 

構造物の要求性能 性能項目 作用の種別 作用係数 γf 
安全性 基礎の安定 永久作用 

主たる変動作用 
従たる変動作用 

偶発作用 

1.0～1.2(0.8～1.0)* 
1.1～1.2 

1.0 
1.0 

使用性 基礎の支持性能 すべての作用 1.0 
復旧性 基礎の残留変位 すべての作用 1.0 

＊小さい方が不利となる場合 
 
② 構造解析係数 γa 

構造物の要求性能 安全性 使用性 復旧性 
基礎の性能項目 基礎の安定 基礎の支持性能 基礎の残留変位 

構造解析係数 γa 
1.0 
1.2* 

1.0 1.0 

＊地震時以外の安全性に関する基礎の安定性の照査においては，地盤および基礎部材等の非線形性を無視

した線形モデルにより構造解析を実施する場合は，1.2 程度とする 
 
③ 構造物係数 γi 

構造物の要求性能 安全性 使用性 復旧性 
基礎の性能項目 基礎の安定 基礎の支持性能 基礎の残留変位 

構造物係数 γi 
 1.0*～1.2 （地震時以外） 
    1.0    （地震時） 

1.0 1.0（地震時） 

＊「永久作用＋主たる変動作用＋従たる変動作用」の組合せの場合は一般に 1.1 以上とするのがよい 
 

④ 地盤調査係数 γg 

地盤の諸数値の設計用値 地盤調査法 地盤調査係数 γg 

地盤反力係数の算定に 
用いる地盤の変形係数 Ed 

三軸圧縮試験 γgE=1.2～1.4 
(1.0～1.1)* 一軸圧縮試験 

平板載荷試験 
新規載荷時 
繰返し載荷時 

γgE=1.2～1.4 
γgE=1.0～1.1 

PS 検層 γgE=1.0～1.1 
孔内水平載荷試験（砂礫以外） γgE=1.2～1.4 

標準貫入試験からの推定（砂質土） γgE=1.2～1.4 

内部摩擦角φd 
三軸圧縮試験 

γg=1.0 

（式 1） 

粘着力度 cd 
三軸圧縮試験 
一軸圧縮試験 

単位体積重量 γd 
土の湿潤密度試験 

（別表） 
圧密特性の諸数値 圧密試験 

＊乱れの少ない良質な試料を採取した場合 
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（式 1）  26
7.0100/'

85.1
6.0

v

N
  

ここに， φ ：砂質土，礫質土の内部摩擦角の特性値（度） 
N ：標準貫入試験の N 値（特性値） 

σ’v ：地質調査時の当該位置の有効上載圧(kN/m2) 
 

別表 地盤の単位体積重量の上下限値(kN/m3) 

N 値 
湿潤 飽和 水中 

下限値 上限値 下限値 上限値 下限値 上限値 

砂質土 

50 以上 18 19 19 20 9 10 
30～50 18 19 18 20 8 10 
10～30 18 19 18 19 8 9 
10 未満 17 18 18 19 8 9 

粘性土 
10 以上 15 18 15 18 5 8 
10 未満 15 17 15 17 5 7 

 
⑤ 地盤抵抗係数 fr 

(a-1)杭基礎の地盤の破壊の照査の場合（地震時以外） 
   
 
 
 
 
 
 

 
打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 

 
(a-2)杭基礎の地盤の破壊の照査の場合（地震時） 

杭工法 杭先端 frt 杭周面 frf 

打込み杭工法 
先端閉塞杭 1.4 

1.9 
先端開放鋼管杭 1.1 

中掘り根固め杭工法 1.7 1.7 

 
(b)杭基礎の支持性能の照査の場合 

 

 

 

 

 

 
 

打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 
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(c)杭基礎の残留鉛直変位の照査の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 
打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 

 
６）修正係数 
(a)地盤変形係数に関する地盤修正係数 ρgE 

地盤調査法 試験値の記号 Ex 地盤修正係数 ρgE 

地盤材料試験 
三軸圧縮試験 

E50 
1.0 

一軸圧縮試験 1.0 

平板載荷試験 
新規載荷時 EPLi 1.0 
繰返し載荷時 EPLr 0.33 

PS 検層（弾性波速度検層） EPS 0.1 
孔内水平載荷試験 Eb 2.5 

標準貫入試験 EN=2000N による推定 EN 1.0 

 
(b)地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρgk 

作用の継続時間 考慮する作用 地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρgk 
短期 変動作用，偶発作用 1.0 
長期 永久作用* 0.5 

＊地震時の応答の算定では，永久作用に対しても ρgk=1.0 としてよい 
 
(c)杭の支持力に関する地盤修正係数 ρgty，ρgtu 

 
先端支持力に関する地盤修正係数 

杭工法 降伏 ρgty 終局 ρgtu 

打込み杭工法 
先端閉塞杭 1.0 1.4 

先端開放鋼管杭 0.7 1.1 
中掘り根固め杭工法 1.1 1.7 

 
周面支持力に関する地盤修正係数 

杭工法 降伏 ρgty 終局 ρgtu 
打込み杭工法 1.6 1.9 

中掘り根固め杭工法 1.3 1.7 

 
 
 



 

 19

２．１．２ 一般形状図 
 基礎本体の形状図を図2-1に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2-1 基礎本体の形状図 
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２．１．３ 地盤条件 
 地盤条件を図2-2，表2-1に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2-2 地盤条件 
 

標準貫入試験 層厚

（m）

砂質土 5.85 12

粘性土 4.35 8

砂質土 3.15 15

粘性土 4.65 10

砂質土 10.1 17

砂質土 15.25 32

砂質土 2.65 50
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表2-1 土質条件 

層番号 土質名 
層厚 平均N値 Ex(Eps) Ed 液状化 

低減係数 DE (m)  (kN/m2) (kN/m2) 
第2層 粘性土 3.825 8 116,400 11,640 0.00 

第3層 砂質土 
2.250 

15 139,700 13,970 
0.00 

0.900 1.00 

第4層 粘性土 
2.200 

10 116,400 11,640 
1.00 

1.500 0.33 
0.950 1.00 

第5層 砂質土 
4.100 

17 218,100 21,810 
1.00 

1.800 0.33 
4.200 1.00 

第6層 砂質土 15.250 32 357,700 35,770 1.00 
第7層 砂質土 2.650 50 1,217,500 121,750 1.00 

注記）本設計例題の場合，液状化低減係数は L1 地震動，L2 地震動で同一値としています。 
 

Ex：地盤の変形係数の試験値（本設計では PS 検層試験値 Epsを使用） 
Ed：地盤の変形係数の設計用値 
  Ed＝ρgE×Eｘ÷γgE 
      ρgE ：地盤の変形係数に関する地盤修正係数(＝0.1) 
     γgE ：地盤の変形係数に関する地盤調査係数(＝1.0) 

 
 
２．２ 地盤ばね定数の算定 
本設計例では基礎の平面形状が円形であるため，表2-2に示す地盤抵抗を考慮します。 

 
表2-2 円形の場合に考慮する地盤抵抗 

部位 地盤抵抗要素 地震時 地震時以外 

前背面 
外周面 

水平地盤抵抗 ○ ○ 
鉛直せん断地盤抵抗 ○ ○ 

内周面 
水平地盤抵抗 ×原則，無視する × 

鉛直せん断地盤抵抗 △ × 

側面 
外周面 

水平せん断地盤抵抗 × × 
鉛直せん断地盤抵抗 × × 

内周面 
水平せん断地盤抵抗 × × 
鉛直せん断地盤抵抗 × × 

底面 
鉛直地盤抵抗 ○ ○ 

水平せん断地盤抵抗 ○ ○ 
○：考慮する，△：地震作用に伴う増加荷重のみ受け持たせる，×：無視する 

 
 
２．２．１ 水平地盤ばね定数の算定 
（１）前背面の外周面の水平地盤反力係数の算定 
前背面の外周面の水平地盤反力係数は次式により求めます。 
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kho＝5.1×ρgk×Ed×Bh
－3/4 

ここに， 
 kho ：水平地盤反力係数  (kN/m3) 
 ρgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
 Bh ：基礎前面の換算幅  (m) (=14.133m) 

Bh=L  (L<ℓ≦3L) 
円形のため線路方向と線路直角方向ともに共通 

 L ：基礎前面の抵抗幅  (m) (=14.133m) 
     B ：基礎側面の抵抗幅  (m) 
     Be ：基礎側面の有効抵抗幅  (m) 
      ℓ ：基礎の長さ   (m) (ℓ=39.625m) 
      Ed ：地盤の変形係数の設計用値 (kN/m2) 

 

 

図 2-3 有効抵抗幅 
 
各層毎に，長期・短期で使用する地盤反力係数を計算します。 

① 第 2 層 （粘性土層，層厚 ℓ2＝3.825m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝11,640 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho2＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×11,640×14.133－3/4 
         ＝4,072 kN/m3 
 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho2＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×11,640×14.133－3/4 
         ＝8,144 kN/m3 
 
② 第 3 層 （砂質土層，層厚 ℓ3＝3.150m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝13,970 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho3＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×13,970×14.133－3/4 
         ＝4,887 kN/m3 
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 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho3＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×13,970×14.133－3/4 
         ＝9,774 kN/m3 
 
③ 第 4 層 （粘性土層，層厚 ℓ4＝4.650m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝11,640 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho4＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×11,640×14.133－3/4 
         ＝4,072 kN/m3 
 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho4＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×11,640×14.133－3/4 
         ＝8,144 kN/m3 
 
④ 第 5 層 （砂質土層，層厚 ℓ5＝10.100m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝21,810 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho5＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×21,810×14.133－3/4 
         ＝7,630 kN/m3 
 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho5＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×21,810×14.133－3/4 
         ＝15,260 kN/m3 
 
⑤ 第 6 層 （砂質土層，層厚 ℓ6＝15.250m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝35,770 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho6＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×35,770×14.133－3/4 
         ＝12,514 kN/m3 
 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho6＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×35,770×14.133－3/4 
         ＝25,027 kN/m3 
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⑥ 第 7 層 （砂質土層，層厚 ℓ7＝2.650m） 
   地盤の変形係数の設計用値：Ed＝121,750 kN/m2 
 (a)長期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
       kho7＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×0.5×121,750×14.133－3/4 
         ＝42,593 kN/m3 
 (b)短期 
   地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
       kho7＝5.1×ρgk×Ed×Bh

－3/4 
         ＝5.1×1.0×121,750×14.133－3/4 
         ＝85,185 kN/m3 

 

各層における前背面の外周面の水平地盤反力係数を表 2-3，表 2-4 にまとめます。 

表2-3 前背面の外周面の水平地盤反力係数（液状化考慮なし） 

層番号 
 

土質名 
 

層厚 
(m) 

Ed 

(kN/m2) 
長期 

kho(kN/m3) 
短期 

kho(kN/m3) 
第2層 粘性土 3.825 11,640 4,072 8,144 

第3層 砂質土 
2.250 

13,970 4,887 9,774 
0.900 

第4層 粘性土 
2.200 

11,640 4,072 8,144 1.500 
0.950 

第5層 砂質土 
4.100 

21,810 7,630 15,260 1.800 
4.200 

第6層 砂質土 15.250 35,770 12,514 25,027 
第7層 砂質土 2.650 121,750 42,593 85,185 

 

表2-4 前背面の外周面の水平地盤反力係数（液状化考慮） 

層番号 
 

土質名 
 

層厚 
(m) 

Ed 

(kN/m2) 
液状化低減係数 

DE 
液状化考慮 
kho(kN/m3) 

第2層 粘性土 3.825 11,640 0.00 0 

第3層 砂質土 
2.250 

13,970 
0.00 0 

0.900 1.00 9,774 

第4層 粘性土 
2.200 

11,640 
1.00 8,144 

1.500 0.33 2,688 
0.950 1.00 8,144 

第5層 砂質土 
4.100 

21,810 
1.00 15,260 

1.800 0.33 5,036 
4.200 1.00 15,260 

第6層 砂質土 15.250 35,770 1.00 25,027 
第7層 砂質土 2.650 121,750 1.00 85,185 
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１）鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ばね定数は，次式で算定します。 

    Kho＝kho×L×Δℓ 
 ここに， 

 Kho ：水平地盤ばね定数  (kN/m) 
    kho ：水平地盤反力係数  (kN/m3) 
    L ：基礎前面及び背面の抵抗幅 (m) (＝14.133m) 
    Δℓ ：地盤ばね定数を算定する区間の長さ (m) 

 
 表 2-5 に鋼管矢板基礎の全体としての水平地盤ばね定数をまとめます。群杭モデルによる鋼管矢板

の応答値の算定においては，鋼管矢板本管の非線形性を考慮するため，鋼管矢板本管を梁にモデル化

した各軸線は概ね 1D（D：鋼管矢板本管の直径）で鉛直方向に分割することになります。鋼管矢板基

礎の前背面の水平地盤ばねは，その分割した各要素へ設定するため，鋼管矢板基礎の全体の前背面の

水平地盤ばね定数の算定においては，鋼管矢板本管をモデル化した各軸線の各要素長として 1D，すな

わち，この試設計においては鋼管矢板本管の直径が 1.2m であることから，『Δℓ＝1D＝1.2m』として

算定しています。 

表2-5 前背面の外周面の全体の水平地盤ばね定数 

 
２）鋼管矢板本管１本当りの水平地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の水平地盤ばね定数は，鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ば

ね定数を全外壁鋼管矢板本数で等分した値を用います。  
 

鋼管矢板１本当りの水平地盤ばね定数＝Kho÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数(＝28 本） 

層番号 
層厚 
(m) 

水平地盤反力係数 
kho(kN/m3) 

水平地盤ばね定数 
Kho(kN/m) 

長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 

第2層 3.825 4,072 8,144 0 69,059 138,119 0 

第3層 
2.250 

4,887 9,774 
0 

82,882 165,763 
0 

0.900 9,774 165,763 

第4層 
2.200 

4,072 8,144 
8,144 

69,059 138,119 
138,119 

1.500 2,688 45,579 
0.950 8,144 138,119 

第5層 
4.100 

7,630 15,260 
15,260 

129,402 258,803 
258,803 

1.800 5,036 85,405 
4.200 15,260 258,803 

第6層 15.250 12,514 25,027 25,027 212,232 424,448 424,448 
第7層 2.650 42,593 85,185 85,185 722,360 1,444,704 1,444,704 
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表 2-6 鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

 
 

２．２．２ 鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 本設計事例の対象橋脚は平面形状が円形の鋼管矢板基礎であることから，鉛直せん断地盤抵抗とし

て考慮できる，前背面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤ばね定数のみを算定します（側面の外周面

ならびに内周面の鉛直せん断地盤抵抗は考慮しません）。そのうち，前背面の内周面の鉛直せん断地

盤ばねは地震時のみ有効とします。 
 
（１）前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数の算定 
 前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数は，次式により求めます。 
 

ksLo(ksLi)＝0.1×ρgk×Eｄ（中掘り根固め杭工法） 
ここに， 

ksLo ：外周の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
 ksLi ：内周の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
 kgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
 Eｄ ：地盤の変形係数の設計用値  (kN/m2) 

 
各層毎に，長期・短期で使用する地盤反力係数を計算します。 

 
① 第 2 層 （粘性土層，層厚 ℓ2＝3.825m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝11,640 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo2(ksLi2)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×11,640 
＝582 kN/m3 

 

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体としての 
前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

Kho(kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

Kho(kN/m) 
長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 

第2層 3.825 69,059 138,119 0 2,466 4,933 0 

第3層 
2.250 

82,882 165,763 
0 

2,960 5,920 
0 

0.900 165,763 5,920 

第4層 
2.200 

69,059 138,119 
138,119 

2,466 4,933 
4,933 

1.500 45,579 1,628 
0.950 138,119 4,933 

第5層 
4.100 

129,402 258,803 
258,803 

4,622 9,243 
9,243 

1.800 85,405 3,050 
4.200 258,803 9,243 

第6層 15.250 212,232 424,448 424,448 7,580 15,159 15,159 
第7層 2.650 722,360 1,444,704 1,444,704 25,799 51,597 51,597 
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(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo2(ksLi2)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×11,640 
＝1,164 kN/m3 

 
② 第 3 層 （粘性土層，層厚 ℓ3＝3.150m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝13,970 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo3(ksLi3)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×13,970 
＝699 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo3(ksLi3)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×13,970 
＝1,397 kN/m3 

 
③ 第 4 層 （粘性土層，層厚 ℓ4＝4.650m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝11,640 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo4(ksLi4)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×11,640 
＝582 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo4(ksLi4)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×11,640 
＝1,164 kN/m3 

 
④ 第 5 層 （粘性土層，層厚 ℓ5＝10.100m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝21,810 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo5(ksLi5)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×21,810 
＝1,091 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo5 (ksLi5)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×21,810 
＝2,181 kN/m3 
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⑤ 第 6 層 （粘性土層，層厚 ℓ6＝15.250m） 
地盤の変形係数の設計用値：Ed＝35,770 kN/m2 

(a)長期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 

ksLo6(ksLi6)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×0.5×35,770 
＝1,789 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo6 (ksLi6)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×35,770 
＝3,577 kN/m3 

 
⑥ 第 7 層 （粘性土層，層厚 ℓ7＝2.650m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝121,750 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo7(ksLi7)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×121,750 
＝6,088 kN/m3 

 (b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo7(ksLi7)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×121,750 
＝12,175 kN/m3 

 
各層における前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数を表 2-7，表 2-8 にまとめます。 

 
表 2-7 前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数（液状化考慮なし） 

層番号 
 
 

土質名 
 
 

層厚 
 

(m) 

地盤の変形係数

の設計用値 
Ed(kN/m2) 

長期 
ksLo，ksLi 

 (kN/m3) 

短期 
ksLo，ksLi 

(kN/m3) 
第2層 粘性土 3.825 11,640 582 1,164 

第3層 砂質土 
2.250 

13,970 699 1,397 
0.900 

第4層 粘性土 
2.200 

11,640 582 1,164 1.500 
0.950 

第5層 砂質土 
4.100 

21,810 1,091 2,181 1.800 
4.200 

第6層 砂質土 15.250 35,770 1,789 3,577 
第7層 砂質土 2.650 121,750 6,088 12,175 
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表2-8 前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数（液状化考慮） 

層番号 
 
 

土質名 
 
 

層厚 
 

(m) 

地盤の変形係数

の設計用値 
Ed(kN/m2) 

液状化 
低減係数 

DE 

液状化考慮 
 

(kN/m3) 
第2層 粘性土 3.825 11,640 0.00 0 

第3層 砂質土 
2.250 

13,970 
0.00 0 

0.900 1.00 1,397 

第4層 粘性土 
2.200 

11,640 
1.00 1,164 

1.500 0.33 384 
0.950 1.00 1,164 

第5層 砂質土 
4.100 

21,810 
1.00 2,181 

1.800 0.33 720 
4.200 1.00 2,181 

第6層 砂質土 15.250 35,770 1.00 3,577 
第7層 砂質土 2.650 121,750 1.00 12,175 

 
（２）前背面の外周面の鉛直せん断地盤反力係数の算定 
１）鋼管矢板基礎の全体の前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数は，次式により求めます。 

KsLo＝ksLo×Uo×Δℓ 
ここに， 
 KsLo ：前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数   (kN/m) 
 ksLo ：前背面の外周面の鉛直せん断地盤反力係数  (kN/m3) 
 Uo ：鋼管矢板基礎の外周面の長さ(＝44.40m)  (m) 
 Δℓ ：鉛直せん断地盤ばね定数を算定する区間の長さ (m) 

表 2-9 に鋼管矢板基礎の全体としての前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数を示します。前背

面の外周面の水平地盤ばね定数と同じように，『Δℓ＝1D＝1.2m』として前背面の外周面の鉛直せん断

地盤ばね定数を算定します。 

表2-9  鋼管矢板基礎の全体の前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

層番号 
層厚 
(m) 

鉛直せん断地盤反力係数 
ksLo(kN/m3) 

鉛直せん断地盤ばね定数 
KsLo(kN/m) 

長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 

第2層 3.825 582 1,164 0 31,009 62,018 0 

第3層 
2.250 

699 1,397 
0 

37,243 74,432 
0 

0.900 1,397 74,432 

第4層 
2.200 

582 1,164 
1,164 

31,009 62,018 
62,018 

1.500 384 20,466 
0.950 1,164 62,018 

第5層 
4.100 

1,091 2,181 
2,181 

58,128 116,204 
116,204 

1.800 720 38,347 
4.200 2,181 116,204 

第6層 15.250 1,789 3,577 3,577 95,318 190,583 190,583 
第7層 2.650 6,088 12,175 12,175 324,369 648,684 648,684 
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２）鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により算定し，その結果

を表 2-10 に示します。 
鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数＝KsLo÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝28 本） 

表2-10  鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
（３）前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 
 前背面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗は地震時のみ有効，すなわち，地震作用に伴う増加荷重のみ

に受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られます(図 2-4 参照）。 
 

 
図 2-4 内周面の鉛直支持が有効な範囲 

 
 鋼管矢板基礎の平面形状が円形であるため，前背面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗が有効な範囲は

『井筒の内周面の直径』となります。すなわち，図 2-1 に示した基礎平面図より，井筒の下端から上

方へ，Lo＝11.733m の範囲においてのみ，地震作用に伴う増加荷重のみに受け持たせることができま

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体としての 
前背面の外周面の鉛直せん断地盤 

ばね定数 
KsLo(kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面の外周面の鉛直せん断地盤 

ばね定数 
KsLo(kN/m) 

長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 
第2層 3.825 31,009 62,018 0 1,107 2,215 0 

第3層 
2.250 

37,243 74,432 
0 

1,330 2,658 
0 

0.900 74,432 2,658 

第4層 
2.200 

31,009 62,018 
62,018 

1,107 2,215 
2,215 

1.500 20,466 731 
0.950 62,018 2,215 

第5層 
4.100 

58,128 116,204 
116,204 

2,076 4,150 
4,150 

1.800 38,347 1,370 
4.200 116,204 4,150 

第6層 15.250 95,318 190,583 190,583 3,404 6,807 6,807 
第7層 2.650 324,369 648,684 648,684 11,585 23,167 23,167 
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す。本設計例においては，最下層の第 7 層（層厚 2.65m）の下端から第 6 層（層厚 15.25m）の途中の

6.167m までの地層において，この前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばねを地震時のみ考慮することが

できます。 
 
１）鋼管矢板基礎の全体の前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により求めます。 

KsLi＝ksLi×Li×Δℓ 
ここに， 
 KsLi ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数  (kN/m) 
 ksLi ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤反力係数  (kN/m3) 
 Ui ：鋼管矢板基礎の内周長(＝36.86m)   (m) 
 Δℓ ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数を考慮する区間の長さ(m) 
 

 表 2-11 に鋼管矢板基礎の全体としての前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数を示します。前背

面の外周面の水平地盤ばねと同じように，『Δℓ＝1D＝1.2m』として前背面の内周面の鉛直せん断地盤

ばね定数を算定します。 
 

表 2-11 鋼管矢板基礎の全体の前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
２）鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により算定し，その結果

を表 2-12 に示します。 
鋼管矢板１本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数＝KsLi÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝28 本） 

 
 
 
 
 

層番号 
層厚 
(m) 

鉛直せん断地盤反力係数 
ksLi(kN/m3) 

鉛直せん断地盤ばね定数 
KsLi(kN/m) 

長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 
第2層 3.825 

考慮しない 

考慮しない 考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 考慮しない 

第3層 
2.250 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 
0.900 

第4層 
2.200 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 1.500 
0.950 

第5層 
4.100 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 1.800 
4.200 

第6層 
6.167 考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 

9.083 3,577 3,577 158,218 158,218 

第7層 2.650 12,175 12,175 538,525 538,525 
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表 2-12 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
２．２．３ 底面の地盤ばね定数の算定 
（１）底面の鉛直地盤反力係数の算定 
 底面の鉛直地盤反力係数は次式により求めます。 

kv＝8.0×ρgk×Eｄ×D－3/4（中掘り根固め杭工法） 
ここに， 

kv ：鋼管矢板底面の鉛直地盤反力係数   (kN/m3) 
D ：杭径(＝1.20m，鋼管矢板本管１本当り）  (m) 
ρgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
Ed ：地盤の変形係数の設計用値   (kN/m2) 

Ed＝ρgE×Ex÷γgE 
 ＝0.1×1,217,500 ÷1.0＝121,750 kN/m2 

Ex ：地盤の変形係数の試験値（PS 検層試験値 Epsを使用）   (kN/m2) 
ρgE ：地盤の変形係数に関する地盤修正係数(＝0.1) 
γgE ：地盤の変形係数に関する地盤調査係数(＝1.0，PS 検層) 

 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
   kv＝8.0×ρgk×Ed×D－3/4 
    ＝8.0×0.5×121,750×1.20－3/4 
    ＝424,759 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kv＝8.0×ρgk×Ed×D－3/4 
     ＝8.0×1.0×121,750×1.20－3/4 
      ＝849,519 kN/m3 

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体としての 
前背面の内周面の鉛直せん断地盤 

ばね定数 
KsLi(kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面の内周面の鉛直せん断地盤 

ばね定数 
KsLi(kN/m) 

長期 短期 液状化考慮 長期 短期 液状化考慮 
第2層 3.825 

考慮しない 

考慮しない 考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 考慮しない 

第3層 
2.250 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 
0.900 

第4層 
2.200 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 1.500 
0.950 

第5層 
4.100 

考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 1.800 
4.200 

第6層 
6.167 考慮しない 考慮しない 考慮しない 考慮しない 

9.083 158,218 158,218 5,651 5,651 
第7層 2.650 538,525 538,525 19,233 19,233 
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１）鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数は次式により算定し，その結果を表 2-13 に示しま

す。 
Kv＝kv×Av 

ここに， 
Kv ：鋼管矢板本管１本当り底面の鉛直地盤ばね定数 (kN/m) 
kv ：鋼管矢板本管１本当り底面の鉛直地盤反力係数 (kN/m3) 
Av ：鋼管矢板本管１本当りの閉塞底面積  (m2) 

(＝1.127m2，腐食しろ 1mm 考慮，杭径 1.198m) 
 

(a)長期     Kv＝kv×Av 
＝424,759×1.127 
＝478,703 kN/m 

(b)短期     Kv＝kv×Av 
＝849,519×1.127 
＝957,408 kN/m 

 
表 2-13 鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数 

作用の継続時間 
 

鉛直地盤反力係数 
kv(kN/m3) 

鉛直地盤ばね定数 
Kv(kN/m) 

長期 424,759 478,703 
短期 849,519 957,408 

 
（２）底面の水平せん断地盤反力係数の算定 
鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数は次式により求めます。 

ks＝λ×kv，λ＝1/3 
ここに， 

ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
kv ：鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤反力係数 (kN/m3) 

 
(a)長期   ks＝λ×kv 

＝1/3×424,759 
＝141,586 kN/m3 

(b)短期     ks＝λ×kv 
＝1/3×849,519 
＝283,173 kN/m3 

 
１）鋼管矢板本管 1 本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板本管 1 本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数は次式により算定し，その結果を表 2-14 に

示します。 
Ks＝ks×At 

ここに， 
Ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
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At  ：鋼管矢板本管１本当りの底面の閉塞底面積  (m2) 
(＝1.127 m2，腐食しろ 1mm 考慮) 

 
(a)長期  Ks＝ks×At 

＝141,586×1.127 
＝159,567 kN/m 

(b)短期  Ks＝ks×At 
＝283,173×1.127 
＝319,136 kN/m 
 

表2-14 鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数 

作用の継続時間 
 

水平せん断地盤反力係数 
ks(kN/m3) 

水平せん断地盤ばね定数 
Ks(kN/m) 

長 期 141,586 159,567 
短 期 283,173 319,136 

 
 
２．３ 地盤抵抗の非線形特性,地盤反力度の上限値 
２．３．１ 静止土圧力の算定 
（１）静止土圧係数 
 静止土圧係数は一般に0.5としてよい 

 
（２）静止土圧力度 

p0＝γezK0 
     ここに， 

p0 ：静止土圧力度    (kN/m2) 
γe ：深さｚまでの土の平均有効単位体積重量 (kN/m3) 
z ：有効抵抗土圧力度を求める深さ  (m) 
K0 ：静止土圧係数 
 

表2-16 静止土圧力度 

層番号 
 

土質名 
 

N値 
 

z 
(m) 

γe 
(kN/m3) 

K0 

 
p0 

(kN/m2) 

第2層 粘性土 8 
5.475 

5 0.5 
16.1 

9.300 23.3 

第3層 砂質土 15 
11.550 

8 0.5 
46.2 

12.450 49.8 

第4層 粘性土 10 
14.650 

5 0.5 
36.6 

17.100 42.8 

第5層 砂質土 17 
21.200 

8 0.5 
84.8 

27.200 108.8 
第6層 砂質土 32 42.450 9 0.5 191.0 
第7層 砂質土 50 45.100 10 0.5 225.5 
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２．３．２ 主働土圧力の算定 
（１）主働土圧係数 

KA＝tan2(45°－φ/2) 
ここに， 

KA ：主働土圧係数 
φ ：土の内部摩擦角 （度） 
 

表2-17 主働土圧係数 

層番号 土質名 N値 φ KA 
第2層 粘性土 8 0 1.000 
第3層 砂質土 15 30 0.333 
第4層 粘性土 10 0 1.000 
第5層 砂質土 17 30 0.333 
第6層 砂質土 32 30 0.333 
第7層 砂質土 50 35 0.271 

 
（２）主働土圧力度 

pA ＝(q+γez)×K A （砂質土の場合） 
pA ＝γez－2c（粘性土の場合） 

     ここに， 
pA  ：主働土圧力度  ただし，0≦pA≦p0  (kN/m2) 

p0  ：静止土圧力度    (kN/m2) 
q  ：有効上載荷重    (kN/m2) 
γe  ：深さzまでの土の平均有効単位体積重量 (kN/m3) 
z   ：有効抵抗土圧力度を求める深さ  (m) 
K A  ：主働土圧係数 
c  ：土の粘着力度    (kN/m2) 

 
表2-18 主働土圧力度 

 

層番号 
 

土質名 
 

z 
(m) 

γe 
(kN/m3) 

c 
(kN/m2) 

KA 

 
p0 

(kN/m2) 
pA 

(kN/m2) 

第2層 粘性土 
5.475 

5 43.75 1.000 
16.1 0 

9.300 23.3 0 

第3層 砂質土 
11.550 

8 0 0.333 
46.2 30.8 

12.450 49.8 33.2 

第4層 粘性土 
14.650 

5 37.5 1.000 
36.6 0 

17.100 42.8 10.5 

第5層 砂質土 
21.200 

8 0 0.333 
84.8 56.5 

27.200 108.8 72.5 
第6層 砂質土 42.450 9 0 0.333 191.0 127.2 
第7層 砂質土 45.100 10 0 0.271 225.5 122.2 
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２．３．３ 地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値 

（１）前背面・外周の水平地盤抵抗 
前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値は次式により求めます。 

載荷側（受働）  αh pP－p0 

ただし， αh pP≦3pP  （砂質土の場合） 
 αh pP≦9c  （粘性土の場合） 

除荷側（主働）  p0－pA 

      ここに，  αh ：基礎前面の形状係数 
pP  ：受働土圧力度 (kN/m2) 

pP＝(q＋γe×h)×KP＋2c PK  

pP＝(q＋γe×h)×KP  （砂質土の場合） 
pP＝q＋γe×h+2c  （粘性土の場合） 

p0 ：静止土圧力度 (kN/m2) 
p0＝γezK0 

pA ：主働土圧力度 (kN/m2) 
pA  ＝(q+γez)×K A （砂質土の場合） 
pA  ＝q+γez－2c  （粘性土の場合） 

ただし，0 ≦ pA ≦ p0 
 ただし，ケーソン基礎と同様に載荷側（受働）と除荷側（主働）のばねをこのままモデル化すると，

トリリニア型ばねとなりモデル化が複雑になるため，便宜的に初期勾配を水平地盤ばねKhとし，有効

抵抗土圧力度peから主働土圧力度pAを減じた値を上限値とするバイリニア型ばねとしてモデル化しま

す。この場合の地盤反力度の上限値は次式により求めます。 
載荷側および除荷側 αh pP－pA 

 
前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値を表2-19に示します。 

 
表2-19 前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値 

層番号 土質名 層厚 αh pP p0 pA 
載荷側 

受働 

除荷側 

主働 

上限値 

αhpP -pA 

  m  kN/m2 kN/m2 kN/m2 kN/m2 kN/m2 液状化考慮なし 

第2層 粘性土 3.825 
1.228 129.7 16.1 0 143.2 16.1 159.3 

1.329 148.9 23.3 0 174.6 23.3 197.9 

第3層 砂質土 3.150 
1.409 184.2 46.2 30.8 213.3 15.4 228.7 

1.440 259.8 49.8 33.2 324.3 16.6 340.9 

第4層 粘性土 4.650 
1.518 161.6 36.6 0 208.7 36.6 245.3 

1.605 184.9 42.8 10.5 254.0 32.3 286.3 

第5層 砂質土 10.100 
1.750 329.7 84.8 56.5 492.2 28.3 520.5 

1.962 572.1 108.8 72.5 1013.7 36.3 1050.0 

第6層 砂質土 15.250 
2.502 572.1 191.0 127.2 1240.4 63.8 1304.2 

2.502 984.0 191.0 127.2 2271.0 63.8 2334.8 

第7層 砂質土 2.650 
2.596 1210.3 225.5 122.2 2916.4 103.3 3019.7 

2.596 1308.1 225.5 122.2 3170.3 103.3 3273.6 

注記：地盤反力度の上限値は，液状化を考慮する場合，液状化低減係数により低減するものとします。 
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（２）杭先端の鉛直地盤抵抗の非線形特性 
杭先端の鉛直地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値は次式により求めます。 

Rty＝ρgty×Rtk 

Rtu＝ρgtu×Rtk 

   ここに， 
Rty ：杭先端の降伏支持力 (kN/m2) 
Rtu ：杭先端の終局支持力 (kN/m2) 
ρgty ：杭先端の降伏支持力に関する地盤修正係数 
     ρgty＝1.1（中掘り根固め杭工法） 
ρgtu ：杭先端の終局支持力に関する地盤修正係数 
     ρgtu＝1.7（中掘り根固め杭工法） 

Rtk ：基準先端支持力 (kN) 
2.4.3の計算結果より 
Rtk ＝qtk × At 

＝7,500 × 1.127 m2 

＝8,453 kN（1本当たり） 
 

(a)杭先端の降伏支持力 
Rty＝ρgty×Rtk 

＝1.1×8,453 kN 
＝9,298 kN/m2（1本当たり） 

 
(b)杭先端の終局支持力 

Rtu＝ρgtu×Rtk 

＝1.7×8,453 kN 
＝14,370 kN/m2（1本当たり） 

 
 
２．４ 設計鉛直支持力，設計引抜き抵抗力の算定 
２．４．１ 設計鉛直支持力，設計引抜き抵抗力の算定の考え方 
（１）基礎の安定と支持性能の照査に用いる設計限界値 
鉛直方向の設計限界値としては，次式で算定する設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力を使用

します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 
Rud＝fr×∑Rfk+Wp 

ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力 (kN) 
Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力 (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rk ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk) (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At) (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ) (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重 (kN) 
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（２）基準支持力 
鋼管矢板基礎の押込み側の基準支持力は，中掘り根固め杭工法の基準支持力の算定方法に準じて，

基準先端支持力ならびに各層での基準周面支持力の合計値として算定します。 
Rk＝Rtk＋∑Rfk 

ここに， 
Rk ：押込み側の基準支持力 (kN) 
Rtk ：基準先端支持力 (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力 (kN) 

 
① 各層の基準周面支持力を算定する際に用いる周長 U は，鋼管矢板基礎の各鉛直せん断地盤抵抗に

有効となる井筒部の外周包絡長，ならびに内周包絡長とします。 
② 得られた地層区間の基準周面支持力は，鋼管矢板基礎の全体の基準周面支持力であることから，

全外壁鋼管矢板本数で等分した値を各鋼管矢板本管の地層区間に配分します。 
③ 鋼管矢板基礎の基準周面支持力を算定する際には，鋼管矢板基礎の内周面の鉛直せん断地盤抵抗

の有効範囲を考慮します。すなわち，前背面の内周面の基準周面支持力は地震時のみ有効，すなわ

ち，地震作用に伴う増加荷重のみに受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られ

ます。 
 
 
２．４．２ 基準周面支持力の算定 
（１）各層での基準周面支持力度の算定 
各層での基準周面支持力度は次式により算定し，その結果を表 2-20 に示します。 

砂質土：rfk＝1N≦40， 粘性土：rfk＝1N≦40（中掘り根固め工法） 
rfk ：各層での基準周面支持力度(kN/m2) 
N ：標準貫入試験の N 値 

 
表 2-20 各層での基準周面支持力度 

 
 

層番号 土質名 
層厚 
(m) 

N値 
液状化 
低減係数 

DE 

基準周面支持力度 
r fk(kN/m2) 

液状化考慮なし 液状化考慮 

第2層 粘性土 3.825 8 0.00 8.0 0.0 

第3層 
砂質土 2.250 

15 
0.00 

15.0 
0.0 

砂質土 0.900 1.00 15.0 

第4層 
粘性土 2.200 

10 
1.00 

10.0 
10.0 

粘性土 1.500 0.33 3.3 
粘性土 0.950 1.00 10.0 

第5層 
砂質土 4.100 

17 
1.00 

17.0 
17.0 

砂質土 1.800 0.33 5.6 
砂質土 4.200 1.00 17.0 

第6層 
砂質土 6.167 

32 
1.00 

32.0 
32.0 

砂質土 9.083 1.00 32.0 
第7層 砂質土 2.650 50 1.00 40.0 40.0 
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（２）基礎全体としての各層での基準周面支持力の算定 
基礎全体としての各層での基準周面支持力は次式により算定します。 

Rfk＝rfk×U×Δℓ 
ここに， 

Rfk ：基礎全体としての各層での基準周面支持力    (kN) 
rfk ：基礎全体としての各層での基準周面支持力度  (kN/m2) 
U ：鋼管矢板基礎の井筒の周長 (m) 

外周 U＝44.40m 
内周 U＝36.86m 

Δℓ ：基準周面支持力を算定する区間の長さ (m) 
 
鋼管矢板基礎の基準周面支持力を算定する際には，鋼管矢板基礎の内周面の鉛直せん断地盤抵抗の

有効範囲を考慮します。すなわち，前背面の内周面の基準周面支持力は地震時のみ有効であり，地震

作用に伴う増加荷重のみに受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られます（図 2-4
参照）。本設計例の鋼管矢板基礎は平面形状が円形であるため，前背面の内周面の基準周面支持力が

有効な範囲は『井筒の内周面の直径』となります。すなわち，図 2-1 に示した基礎平面図より，井筒

の下端から上方へ，Lo＝11.733m の範囲においてのみ，地震作用に伴う増加荷重のみに対して基準周

面支持力を考慮することができます。本設計例では，最下層の第 7 層（層厚 2.65m）の下端から第 6
層（層厚 15.25m）の途中の 6.167m までの地層において，この前背面の内周面の基準周面支持力を地

震時のみ考慮することができます。表 2-21 に基礎全体としての各層での基準周面支持力を算定した結

果をまとめます。 
 

表 2-21 基礎全体としての各層での基準周面支持力 

 

（３）鋼管矢板１本当りの基準周面支持力 
鋼管矢板１本当りの基準周面支持力を算定した結果を表 2-22，表 2-23 にまとめます。 

鋼管矢板１本当りの基準周面支持力＝Rfk÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝28 本） 

層番号 土質名 層厚 
(m) N値 

基準周面 
支持力度 

rfk  
(kN/m2) 

基礎全体としての各層での 
基準周面支持力 

Rfk＝rfk×U×Δℓ  (kN) 
外周面 

U=44.40m 
内周面 

U=36.86m 
第2層 粘性土 3.825 8 8.0 1,359 考慮しない 

第3層 
砂質土 2.250 

15 15.0 2,098 考慮しない 
砂質土 0.900 

第4層 
粘性土 2.200 

10 10.0 2,065 考慮しない 粘性土 1.500 
粘性土 0.950 

第5層 
砂質土 4.100 

17 17.0 7,623 考慮しない 砂質土 1.800 
砂質土 4.200 

第6層 
砂質土 6.167 

32 32.0 21,667 
考慮しない 

砂質土 9.083 10,714 
地震時のみ考慮 

第7層 砂質土 2.650 50 40.0 4,706 3,907 
地震時のみ考慮 
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表 2-22 鋼管矢板１本当りの各層での基準周面支持力（液状化考慮なし） 

 
 

表 2-23 鋼管矢板１本当りの各層での基準周面支持力（液状化時） 

 

層番号 土質名 層厚 
(m) N値 

基準周面 
支持力度 

rfk 
(kN/m2) 

鋼管矢板１本当りの各層での 
基準周面支持力 

Rfk＝ rfk×U×Δℓ  (kN) 
外周面 

U=44.40m 
内周面 

U=36.86m 
第2層 粘性土 3.825 8 8.0 48.5 考慮しない 

第3層 
砂質土 2.250 

15 15.0 74.9 考慮しない 
砂質土 0.900 

第4層 
粘性土 2.200 

10 10.0 73.8 考慮しない 粘性土 1.500 
粘性土 0.950 

第5層 
砂質土 4.100 

17 17.0 272.3 考慮しない 砂質土 1.800 
砂質土 4.200 

第6層 
砂質土 6.167 

32 32.0 773.8 
考慮しない 

砂質土 9.083 382.6 
地震時のみ考慮 

第7層 砂質土 2.650 50 40.0 168.1 139.5 
地震時のみ考慮 

基準周面支持力の合計値 1,411.4 522.1 

層番号 土質名 層厚 
(m) N値 

基準周面 
支持力度 

rfk 
(kN/m2) 

鋼管矢板１本当りの各層での 
基準周面支持力 

Rfk＝ rfk×U×Δℓ  (kN) 
外周面 

U=44.40m 
内周面 

U=36.86m 
第2層 粘性土 3.825 8 0.0 0.0 考慮しない 

第3層 砂質土 2.250 15 0.0 0.0 
考慮しない 

砂質土 0.900 15.0 21.4 

第4層 
粘性土 2.200 

10 
10.0 34.9 

考慮しない 粘性土 1.500 3.3 7.9 
粘性土 0.950 10.0 15.1 

第5層 
砂質土 4.100 

17 
17.0 110.5 

考慮しない 砂質土 1.800 5.6 16.0 
砂質土 4.200 17.0 112.9 

第6層 
砂質土 6.167 

32 32.0 773.8 
考慮しない 

砂質土 9.083 382.6 
地震時のみ考慮 

第7層 砂質土 2.650 50 40.0 168.1 139.5 
地震時のみ考慮 

基準周面支持力の合計値 1,260.6 522.1 
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２．４．３ 基準先端支持力の算定 
鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力は次式を用いて算定します。 

Rtk＝qtk×At 
 ここに， 

Rtk ：鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力   (kN) 
qtk ：鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力度 (kN/m2) 
At ：鋼管矢板本管１本当りの閉塞断面積 (m2) 

(＝1.127m2，腐食しろ 1mm 考慮，杭径 1.198m) 
 

基準先端支持力度 qtkは次式を用いて算定します。 
qtk＝150N≦10,000（中掘り根固め杭工法） 

 ここに， 
qtk ：基準先端支持力度   (kN/m2) 
N  ：基礎の下端における地盤の N 値 

 
以上より，鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力は下記となります。 

qtk＝150×50＝7,500 kN/m2≦10,000  
Rtk＝qtk×At 

＝7,500×1.127 
＝8453 kN 

 
 
２．４．４ 設計鉛直支持力の算定 
（１）基準先端支持力比の算定 
安全性における鉛直方向の設計限界値は，設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力とし，次式に

より算定します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 
Rud＝fr×∑Rfk+Wp 

 ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力  (kN) 
Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力  (kN) 
fr  ：地盤抵抗係数 
Rk  ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk) (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At)  (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ)  (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重  (kN) 

 
この設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力は，鋼管矢板基礎の鋼管矢板本管の打設工法および

基準先端支持力比に応じた地盤抵抗係数を用いて算定します。そこで，地盤抵抗係数を設定するため

に，基準先端支持力比を次式により算定し，結果を表 2-24 に示します。 
pt＝Rtk÷Rk＝Rtk÷(Rtk＋∑Rfk) 

ここに， 
pt  ：基準先端支持力比 
Rtk ：基準先端支持力  (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力  (kN) 
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表 2-24 基準先端支持力比 

構造物の 
要求性能 性能項目 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準先端支持力 
R t k(kN) 

鋼管矢板本管１本当りの 
基準周面支持力 

R f k(kN) 
基準先端 
支持力比 

p t  外周面 
(U＝44.40m) 

内周面 
(U＝36.86m) 

使用性 
基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 
「短期支持性能の照査」 

8,453 
1,411 

(1,261) 

考慮しない 
0.86 

 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
考慮しない 

0.86 
 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 

522 
(522) 

0.81 
(0.83) 

復旧性 
基礎の残留変位 

（安定レベル1：L1地震動） 
（安定レベル2：L2地震動） 

522 
(522) 

0.81 
(0.83) 

※カッコ( )内は液状化検討時の値を示す。 
 
（２）地盤抵抗係数の設定 
地盤抵抗係数は，表 2-24 で求められた基準先端支持力比を使用して，2.1 章 5)に示すグラフから求

めます。本設計例では，鋼管矢板本管を「中掘り根固め杭工法」を利用して打設するため，「中掘り

根固め杭工法」の場合のグラフを参照します。設計鉛直支持力を算定するための地盤抵抗係数を表 2-25
に示します。 

 

表 2-25 設計鉛直支持力を算定するための地盤抵抗係数のまとめ 

構造物の 
要求性能 

 

性能項目 
 

基準先端 
支持力比 

pt 

地盤抵抗係数 
 

fr 

使用性 

基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 

0.86 

0.57 
 

基礎の支持性能における 
「短期支持性能の照査」 0.81 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
0.86 1.15 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 
----- 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 0.81 

(0.83) 

1.13 
(1.13) 

基礎の残留変位 
（安定レベル2：L2地震動） 

1.52 
(1.52) 

※カッコ( )内は液状化検討時の値を示す。 
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（３）設計鉛直支持力の算定 
基準先端支持力，基準周面支持力および地盤抵抗係数を用いて，設計鉛直支持力を算定した結果を

表 2-26 に示します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 

ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rk ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk)  (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At)  (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ)  (kN) 

  
なお，地震時の作用に対する杭基礎の地盤の破壊の照査では，設計鉛直支持力は杭工法に応じて，

地盤抵抗係数f r t，f r fを用いて以下の式により求めます。 
Rvd＝frt×Rtk＋frf×∑Rfk 

 

表 2-26 設計鉛直支持力のまとめ 

構造物の 
要求性能 

性能項目 
地盤抵抗係数 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準先端支持力 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準周面支持力 

設計鉛直 
支持力 

f r  R t k(kN) R fk(kN) Rvd(kN) 

使用性 

基礎の支持性能における
「長期支持性能の照査」 0.57 

8,453 

1,411 5,622 

基礎の支持性能における
「短期支持性能の照査」 0.81 1,411 7,990 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
1.15 1,411 11,344 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定ﾚﾍﾞﾙ3：L2地震動） 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

1,933 
(1,783) 

17,656 
(17,401) 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定ﾚﾍﾞﾙ1：L1地震動） 1.13 1,933 

(1,783) 
11,736 

(11,567) 
基礎の残留変位 

（安定ﾚﾍﾞﾙ2：L2地震動） 1.52 1,933 
(1,783) 

15,787 
(15,559) 

※カッコ( )内は液状化検討時の値を示す。 
 
 
２．４．５ 設計引抜き抵抗力の算定 
（１）地盤抵抗係数の設定 
地盤抵抗係数は，表 2-24 で求められた基準先端支持力比を使用して，2.1 章 5)に示すグラフから求

めます。本設計例では，鋼管矢板本管を「中掘り根固め杭工法」を利用して打設するため，「中掘り

根固め杭工法」の場合のグラフを参照します。設計引抜き抵抗力の算定に用いる地盤抵抗係数は，基

準先端支持力比 pt＝0 の場合の値を用います。設計引抜き抵抗力を算定するための地盤抵抗係数を表

2-27 に示します。 
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表 2-27 設計引抜き抵抗力を算定するための地盤抵抗係数のまとめ 

構造物の 
要求性能 性能項目 

基準先端 
支持力比 

p t  

地盤抵抗係数 
 

f r  

使用性 

基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 －* － 

基礎の支持性能における 
「短期支持性能の照査」 0 0.27 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」（地震時以外） 0 0.75 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」（安定レベル3：L2地震動） － 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 

0 
0.95 

基礎の残留変位 
（安定レベル2：L2地震動） 1.45 

＊設計引抜き抵抗力は鋼管矢板本管の有効自重 Wpのみ考慮のため 
 

（２）設計引抜き抵抗力の算定 
 基準周面支持力および地盤抵抗係数を用いて，設計引抜き抵抗力を算定した結果を表 2-28 に示しま

す。なお，長期支持性能の照査に用いる設計引抜き抵抗力は鋼管矢板本管の有効自重 Wp のみを考慮

します。 
Rud＝fr×∑Rfk+Wp 

 ここに， 
Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ) (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重  (kN) 

 

表 2-28 設計引抜き抵抗力のまとめ 

構造物の 
要求性能 

性能項目 
地盤抵抗係数 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準周面支持力 

鋼管矢板本管 

1本当りの 

有効自重 

設計引抜 

抵抗力 

f r  R fk(kN) Wp (kN) Rud(kN) 

使用性 

基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 ― ― 

387 

387 

基礎の支持性能における 
「短期支持性能の照査」 0.27 1,411 768 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
0.75 1,411 1,445 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

1,933 
(1,783) 

3,673 
(3,418) 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 0.95 1,933 

(1,783) 
2,223 

(2,081) 
基礎の残留変位 

（安定レベル2：L2地震動） 1.45 1,933 
(1,783) 

3,190 
(2,972) 
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２．５ 性能照査 
２．５．１ 解析モデル 
 

 
図2-5 解析モデルと荷重作用事例 

 

く体天端（節点番号 1） 

頂版天端（節点番号 6） 

荷重作用位置 
M 

H 

V 
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２．５．２ 設計荷重 
表 2-29 設計荷重の集計 

 構造物の 
要求性能 

鋼管矢板基礎の 
性能項目 

V H M 
(kN) (kN) (kN・m) 

ケース 1 
使用性 

長期支持性能 78,999 
(89,235) 

87 424 

ケース 2 
短期支持性能 83,317 

(93,553) 
576 11,509 

ケース 3 

安全性 

基礎の安定（その 1） 
列車荷重最大 

105,117 
(115,353) 

2,469 13,799 

ケース 4 
基礎の安定（その 2） 

風荷重最大 
93,348 

(103,584) 
4,060 34,180 

ケース 5 
基礎の安定（その 3） 

車両横荷重最大 
104,071 

(114,307) 
2,366 13,444 

ケース 6 
基礎の安定（その 4） 

異常出水時 
81,602 

(91,838) 
3,529 29,931 

注）( )内の値は浮力を考慮した頂版自重(10,236kN)を加えた鉛直力 
 
 
２．５．３ 性能照査 
（１）使用性，安全性（地震時以外）の性能照査 
  使用性，安全性（地震時以外）に対して性能照査を行います。照査結果については表 2-30～表 2-31
に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図 2-6～図 2-11 にまとめます。 
 

表 2-30 基礎の使用性の照査 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

使用性 
基礎の 

支持性能 

長期 

支持性能 

鉛直方向 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=3,179kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=5,622kN 
0.57 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗 

Rud=Wp=387kN 
― OK 

水平方向 頂版天端 
最大応答水平変位 

0.13mm 

0.4%LA≦40mm 
0.4%LA=57mm⇒40mm 

0.003 OK 

回転方向 頂版天端 
最大応答回転角 

0.0055/1000 
2/1000 rad 0.00 OK 

短期 

支持性能 

鉛直方向 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=3,396kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=7,990kN 
0.43 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=768kN 
― OK 

水平方向 頂版天端 
最大応答水平変位 

0.79mm 

0.4%LA≦40mm 
0.4%LA=57mm⇒40mm 

0.02 OK 

回転方向 頂版天端 
最大応答回転角 

0.05/1000 
2/1000 rad 0.03 OK 
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ケース 1 使用性：長期支持性能 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-6 基礎の使用性の照査：長期支持性能 
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ケース 2  使用性：短期支持性能 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-7 基礎の使用性の照査：短期支持性能 
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表 2-31 基礎の安全性の照査（地震時以外） 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 
照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 
設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 

基礎の 

安定 

（その 1） 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=4,294kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=11,344kN 
0.38 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=1,445kN 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

2.3mm 

1.2%LA≦100mm 

1.2%LA=170mm⇒100mm 
0.02 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

0.12/1000 
6/1000 rad 0.02 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板

本管 

鋼管矢板応力度σx=67.0N/mm2 

残留応力度σs=82.9N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.50 OK 

基礎の 

安定 

（その 2） 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=4,114kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=11,344kN 
0.36 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=1,445kN 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

4.1mm 

1.2%LA≦100mm 

1.2%LA=170mm⇒100mm 
0.04 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

0.23/1000 
6/1000 rad 0.04 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板

本管 

鋼管矢板応力度σx=70.4N/mm2 

残留応力度σs=80.1N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.50 OK 

基礎の 

安定 

（その 3） 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=4,249kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=11,344kN 
0.37 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=1,445kN 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

2.2mm 

1.2%LA≦100mm 

1.2%LA=170mm⇒100mm 
0.02 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

0.12/1000 
6/1000 rad 0.02 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板

本管 

鋼管矢板応力度σx=66.2N/mm2 

残留応力度σs=82.9N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.50 OK 

基礎の 

安定 

（その 4） 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=3,630kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=11,344kN 
0.32 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=1,445kN 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

3.5mm 

1.2%LA≦100mm 

1.2%LA=170mm⇒100mm 
0.04 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

0.20/1000 
6/1000 rad 0.03 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板

本管 

鋼管矢板応力度σx=58.4N/mm2 

残留応力度σs=82.9N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.47 OK 

＊本設計例では非線形解析を実施しているため，構造解析係数 γaは 1.0 とする 
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ケース 3  安全性 基礎の安定（その 1） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-8 基礎の安全性の照査：基礎の安定 その 1 
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ケース 4  安全性 基礎の安定（その 2） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-9 基礎の安全性の照査：基礎の安定 その 2 
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ケース 5  安全性 基礎の安定（その 3） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-10 基礎の安全性の照査：基礎の安定 その 3 
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ケース 6 安全性 基礎の安定（その 4） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-11 基礎の安全性の照査：基礎の安定 その 4
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（２）耐震設計 
１）要求性能と耐震設計フロー 
橋梁および高架橋の耐震設計にあたって，新標準では地震時における要求性能として，すべての構

造物に「安全性」が設定され，重要度の高い構造物には「復旧性」が設定されています。図 2-12 に橋

梁および高架橋の一般的な耐震設計フローを示します。 
 

表 2-32 新標準における要求性能 

性能 設計地震動 内容 適用 
復旧性 復旧性照査地震動 早期復旧 重要構造物 

安全性 
L2 地震動 崩壊防止 すべて 
L1 地震動 走行安全性に係る変位 すべて 

 

 

図 2-12 橋梁および高架橋の一般的な耐震設計フロー 
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２）群杭モデルによる応答値の算定 
橋梁および高架橋の設計応答値の算定にあたって，本設計事例では，鉄道総研が監修しているJRKK

（鋼管矢板基礎設計プログラム）を利用して群杭モデルの入力データを作成し，JRSNAP（静的非線

形解析プログラム）を使用した静的非線形解析法を適用しています。図2-13に静的解析法による一般

的な耐震設計フローを示します。 
 

 

図 2-13 静的解析法による一般的な耐震設計フロー（地盤の液状化の可能性のある場合） 
 

 
 



 

 56

橋梁および高架橋の静的解析法では，地震作用として慣性力と地盤変位の影響を考慮した検討を行

います。G0～G2 地盤を除く地盤に建設される深い基礎においては，地盤の硬軟によらず地盤変位の

影響を考慮し，応答変位法にて算定します。ただし，設計事例 1（円形）では応答変位法は省略し，

設計事例 2 （小判形）において実施しています。 
 
（３）安全性（地震時）の性能照査 
 静的解析法における慣性力の影響は，非線形応答スペクトル法により算定します。手順は以下の通

りです。 
① 構造物のプッシュオーバー解析を行い，荷重-変位関係から，降伏震度および等価固有周期を算定 
② 所要降伏震度スペクトルを用いて降伏震度と等価固有周期から応答塑性率を算定 
③ 応答塑性率を降伏変位に乗じることで応答変位を算出する。この応答変位を基準として各照査指

標に対応する設計応答値を算定 
 
プッシュオーバー解析から得られた，く体天端における荷重-変位曲線を図 2-14 に，荷重-変位曲線

の総括表を表 2-33 に示します。 
 

 

 
図 2-14 く体天端における荷重-変位曲線 
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表 2-33 く体天端の荷重-変位曲線 総括表 

 

注記）JRKK（鋼管矢板井筒基礎設計プログラム）では，△：支持降伏（押込）▲：支持降伏（引抜）

は表示されていません。 
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注記）JRKK（鋼管矢板井筒基礎設計プログラム）では，△：支持降伏（押込）▲：支持降伏（引抜）

は表示されていません。 
 
 



 

 59

① 降伏震度の算定 
 構造物の降伏震度について，プッシュオーバー解析における荷重-変位曲線に明確な折れ曲がりが見

られない場合，初期降伏点の震度を非線形応答スペクトル法で用いる降伏震度として使用すると，合

理的に設計応答値を算定することができません。したがって，本設計例では，非線形応答スペクトル

法で用いる降伏震度として，構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度 kheqを用いることとします。 
kheq＝0.475 

 
② 等価固有周期 
 等価固有周期は，プッシュオーバー解析によって得られた荷重-変位曲線において，次式により算定

します。 

heq

eq

eq

eq
eq kK

gW
T 0.2

/
0.2 ≒  

Teq  ：構造物の等価固有周期 (sec) 
Weq ：等価重量  (kN) 
g   ：重力加速度(=9.8) (m/s2) 
Keq  ：構造物の等価降伏剛性 (kN/m) 

eq

heqeq
eq

kW
K

・
 

δeq  ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位(＝0.2429m) 
kheq  ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度(＝0.475) 

Teq＝2.0×√(0.2429/0.475)＝1.430 
 
③ 応答塑性率 
 応答塑性率は，図 2-15 の所要降伏震度スペクトルを用いて算出します。本構造系の折れ曲がり点に

対応する水平震度 kheq，等価固有周期 Teq を求め，所要降伏震度スペクトルより応答塑性率 μd を読み

取ります。本設計例では，μd＝2.39 となります。 
水平震度 kheq＝0.475, 等価固有周期 Teq＝1.430 (sec) 

 

図 2-15 所要降伏震度スペクトル（G4 地盤，スペクトルⅡ，上部構造物：RC・SRC・CFT 系） 

kheq=0.475 
 

Teq=1.430 
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④ 構造物の設計応答値 
 構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位 δeq，応答塑性率μdから最大応答変位 δdを算定します。

最大応答変位 δdは 580.5mm となります。また，表 2-33 より最大応答震度は 0.517 となります。 
δd＝δeq・μd 

δd ：構造物の応答変位 (m) 
μd  ：応答塑性率 

δd＝0.2429×2.39＝0.5805m＝580.5mm 
 
 
 
 
 
 
 
 
頂版天端における荷重-変位曲線を図 2-16 に，荷重-変位曲線の総括表を表 2-34 に示します。 

 

 
図 2-16 頂版天端における荷重-変位曲線 
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表 2-34 頂版天端の荷重-変位曲線 総括表 
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  プッシュオーバー解析から得られた荷重-変位曲線に基づき，安全性（地震時）に対して性能照査を

行います。照査結果については表 2-35 に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図

2-17 にまとめます。 
 

表 2-35 基礎の安全性（地震時）の照査 
L2 地震動の水平震度 0.517 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 
基礎の 

安定 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=14,183kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=17,656kN 
0.80 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗 

照査不要 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

90.3mm 

10%LA 
10%LA=1,413mm 

0.06 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

6.2/1000 
30/1000 rad 0.21 OK 

基礎部材等の

破壊 

鋼管矢板

本管 

設計曲率 

損傷レベル 2 
損傷レベル 3 

損傷レベル 2 

≦損傷レベル3 
OK 
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安全性（地震時） kh=0.517（最大応答震度） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-17  安全性（地震時）の照査 
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（４）復旧性の性能照査：性能レベル 1  
G4 地盤に対する L1 地震動における地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（減衰定数

h=0.05）を表 2-36 に示します。 
 

表 2-36 地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（L1 地震動） 

周期 T(s) 応答加速度(gal) 
0.1≤T<0.25 681×T0.44 
0.25≤T≤1.4 370 

1.4<T 518×T-1.0 

 
等価固有周期 Teqは，プッシュオーバー解析によって Teq=1.430 と求められているため，応答加速度

は 518×1.43-1.0=362gal となります。 
したがって，L1 地震動の設計水平震度は 362/980=0.370 となり，プッシュオーバー解析から得られ

た荷重-変位曲線に基づき，本設計水平震度にて照査を行います。照査結果については表 2-37 に，モ

ーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図 2-18 にまとめます。本設計水平震度にて照査

を行います。 
 

表 2-37 基礎の復旧性の照査：性能レベル 1 
L1 地震動の所要換算水平震度 0.370 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

復旧性 

性能レベル 1 

基礎の 

残留変位 

残留鉛直変位 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力 

Vd=10,628kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=11,736kN 
0.91 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

Vud=1,852kN 

設計引抜き抵抗 

Rud=2,223kN 
0.83 OK 

残留水平変位 頂版天端 
最大応答水平変位 

47.1mm 

1.2～2%LA≦100mm 
1.2%LA=170mm⇒100mm 

0.47 OK 

残留傾斜 頂版天端 
最大応答回転角 

3.4/1000 
6～10/1000 rad 

0.58 

(3.4/6) 
OK 

基礎部材等の

損傷 

鋼管矢板

本管 

設計曲率 

損傷レベル 1 
損傷レベル 1 

損傷レベル 1 

≦損傷レベル1 
OK 

鋼管矢板応力度σx=214.6N/mm2 

残留応力度σs=80.1N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.98 OK 
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復旧性（性能レベル 1） kh=0.370 （L1 所要降伏震度） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-18 基礎の復旧性（性能レベル 1）の照査 
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（５）復旧性の性能照査：性能レベル 2 
安全性（地震時）と同様に， プッシュオーバー解析から得られた荷重-変位曲線に基づき，L2 地震

動の水平震度にて性能照査を行います。照査結果については表 2-38 に，モーメント図，せん断力図，

軸力図，変位図については図 2-19 にまとめます。 
 

表 2-38 基礎の復旧性の照査：性能レベル 2 
L2 地震動の水平震度 0.517 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

復旧性 

性能レベル 2 

基礎の 

残留変位 

残留鉛直変位 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=14,183kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=15,787kN 
0.90 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗 

照査不要 
― OK 

残留水平変位 頂版天端 
最大応答水平変位 

90.3mm 

4.8～8%LA≦400mm 
4.8%LA=678mm⇒400mm 

0.23 OK 

残留傾斜 頂版天端 
最大応答回転角 

6.2/1000 
20/1000 rad 0.31 OK 

基礎部材等の

損傷 

鋼管矢板

本管 

設計曲率 

損傷レベル 1 
損傷レベル 2 

損傷レベル 1 

≦損傷レベル2 
OK 

注記）本設計事例においては，地域別係数が 1.00 のため，安全性（地震時）の照査と，復旧性の照査：

性能レベル 2 の照査結果は同値となります。 
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復旧性（性能レベル 2） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-19 基礎の復旧性（性能レベル 2）の照査 
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（６）液状化時の性能照査 
１）安全性（地震時）の性能照査 
プッシュオーバー解析から得られた，く体天端における荷重-位曲線を図 2-20 に，荷重-変位曲線の

総括表を表 2-39 に示します。 
 

 

図 2-20 く体天端における荷重-変位曲線 
 

1.1 

=1.711(sec) 

 

δy＝δeq＝300.0mm 

μ×δeq＝330.0mm 

（応答変位）安全性 

【荷重(P)－変位（δ）曲線】　（く体天端位置）

 節点番号（変位量の着目点Ⅰ）----- 1  【安全性の照査】

 震源エリアの存在：不明

 先行降伏部位：基礎構造物（杭・ケーソン系）  応答塑性率：μ= 1.1

 地盤種別：G4地盤                 （スペクトルⅡ地震動）

 等価固有周期 Teq = 1.711(sec)
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表 2-39 く体天端の荷重-変位曲線 総括表 
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① 降伏震度の算定 
 構造物の降伏震度について，プッシュオーバー解析における荷重－変位曲線に明確な折れ曲がりが

見られない場合，初期降伏点の震度を非線形応答スペクトル法にて用いる降伏震度として使用すると，

合理的に設計応答値を算定することができません。したがって，本設計例では，非線形応答スペクト

ル法で用いる降伏震度として，構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度 kheq を用いることとしま

す。 
kheq＝0.41 
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② 等価固有周期 
 等価固有周期は，プッシュオーバー解析によって得られた荷重―変位曲線において，次式により算

定します。 

heq

eq

eq

eq
eq kK

gW
T 0.2

/
0.2 ≒  

Teq   ：構造物の等価固有周期  (sec) 
Weq  ：等価重量   (kN) 
g  ：重力加速度(=9.8)  (m/s2) 
Keq   ：構造物の等価降伏剛性  (kN/m) 

eq

heqeq
eq

kW
K

・
 

δeq  ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位(＝0.3m) 
kheq   ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度(＝0.41) 

Teq＝2.0×√(0.3/0.41)＝1.711 
 
③ 応答塑性率 
 応答塑性率は，所要降伏震度スペクトルを用いて算出します。液状化する場合の橋梁構造は，基礎

構造物が先行降伏することから，図 2-21 の所要降伏震度スペクトルを使用します。本構造系の折れ曲

がり点に対応する水平震度 kheq，等価固有周期 Teqを求め，所要降伏震度スペクトルより応答塑性率 μd

を読み取ります。本設計例では，μd＝1.1 となります。 
水平震度 kheq＝0.41 
等価固有周期 Teq＝1.711 (sec) 

 

 
図 2-21 所要降伏震度スペクトル（G4 地盤，スペクトルⅡ，基礎構造物：杭・ケーソン系） 

 
 
 

kheq=0.41 
 

Teq=1.711 
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④ 構造物の設計応答値 
 構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位 δeq，応答塑性率 μdから応答変位 δdを算定します。最

大応答変位 δdは 330mm となります。また，最大応答変位 δd＝330mm となる水平震度は，表 2-39 より

最大応答震度は 0.426 となります。 
δd＝δeq・μd 

δd ：構造物の応答変位(m) 
μd ：応答塑性率 

δd＝0.3×1.1＝0.330m=330mm 
 
 
 
 
 
 
 
頂版天端における荷重-変位曲線を図 2-22 に，荷重-変位曲線の総括表を表 2-40 に示します。 

 
 

 

図 2-22 頂版天端における荷重-変位曲線 
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表 2-40 頂版天端の荷重-変位曲線 総括表 
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プッシュオーバー解析から得られた荷重-変位曲線に基づき，性能照査を行います。液状化を考慮し

た安全性（地震時）の照査結果については表 2-41 に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図に

ついては図 2-23 にまとめます。 
 

表 2-41 液状化を考慮した基礎の安全性（地震時）の照査 
最大応答変位 kh=0.426 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 
基礎の 

安定 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=15,318kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=17,401kN 
0.88 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗 

照査不要 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

123.4mm 

10%LA 
10%LA=1,413mm 

0.09 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

6.2/1000 
30/1000 rad 0.21 OK 

基礎部材等の

破壊 

鋼管矢板 

本管 

設計曲率 

損傷レベル 2 
損傷レベル 3 

損傷レベル 2 

≦損傷レベル 3 
OK 
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安全性（地震時） kh=0.426（最大応答変位） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-23 液状化を考慮した基礎の安全性（地震時）の照査 
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２）復旧性の性能照査：性能レベル１ 
G4 地盤に対する，L1 地震動における地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（減衰定数

h=0.05）を表 2-42 に示します。 
 

表 2-42 地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（L1 地震動） 

周期 T(s) 応答加速度(gal) 
0.1≤T<0.4 507×T0.424 
0.4≤T<2.25 350 

2.25≤T 1250×T-1.57 

 
等価固有周期 Teqは，プッシュオーバー解析によって Teq=1.711 と求められているため，応答加速度

は 350gal となります。 
したがって，L1 地震動の設計水平震度は 350/980=0.357 となり，プッシュオーバー解析から得られ

た荷重-変位曲線に基づき，本設計水平震度にて照査を行います。本設計事例では，照査結果は省略し

ています。 
 
３）復旧性の性能照査：性能レベル 2 
本設計事例においては，地域別係数が 1.00 のため，安全性（地震時）の照査と，復旧性の照査：性

能レベル 2 の照査結果は同じ値となります。 
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２．６ 仮締切り部の設計 
仮締切り部の設計は水中・気中掘削併用方式について検討します。 

 
２．６．１ 仮締切り部の構造・寸法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-24  仮締切り部の構造・寸法 
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２．６．２ 使用材料および断面諸量 
① 鋼管矢板 
中詰めコンクリートの影響ならびに腐食代を考慮しない値を用います。 

 
表 2-43 鋼管矢板仕様 

鋼管矢板径 
(mm) 

鋼管矢板厚 
(mm) 

材質 
断面二次モーメント 

I (m4/m) 
断面係数 
Z (m3/m) 

1,200 14 SKY400 0.006336 0.0106 
1,200 21 SKY490 0.009338 0.0156 
1,200 16 SKY490 0.007204 0.0120 

 
② 円形支保工 

   支保工の配置を表 2-44 に示します。使用する H 形鋼の断面諸量は表 2-45 に示す腐食代を考慮

しない値を用います。 
 

表2-44 円形支保工の配置 

支保工設置位置 (TP m) GL - m  
1 段目 8.500 0.500 H-300×300 
2 段目 6.000 3.000 H-300×300 
3 段目 3.625 5.375 2H-400×400 

 -2.575 11.575 底盤コンクリート 

 
 

表 2-45 円形支保工仕様 

種別 断面積 
A(m2) 

断面係数 
Z (m3/m) 

H－300×300×10×15 0.0118 0.00135 
2H－400×400×13×21 0.0438 0.00666 

 
 
２．６．３ 円形支保工及び円形底盤コンクリートのばね定数 
 ① 円形支保工 

2r
AEk ss

so    

kso ：円形支保工のばね定数  (kN/m2) 
Es ：円形支保工の弾性係数  (＝2.00×108 kN/m2) 
As ：円形支保工の断面積  (m2) 
r ：円形支保工の半径  (m) 

 
表 2-46 円形支保工のばね定数 

種別 Es  
(kN/m2) 

As  
(m2) 

r 
(m) 

kso 

 (kN/m2) 
H－300×300×10×15 2.00×108 0.0118 5.866 68,600 

2H－400×400×13×21 2.00×108 0.0438 5.866 254,600 
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 ② 円形底盤コンクリート 

r
TEk cc

sc    

ksc ：円形底盤コンクリートのばね定数 (kN/m2) 
Ec ：円形底盤コンクリートの弾性係数 (＝2.50×107 kN/m2) 
Tc ：円形底盤コンクリートの厚さ (=1.20m) 
R ：円形底盤コンクリートの半径 (=5.866m) 

26
7

/1011.5
5.866

1.201050.2 mkNk sc  

 
 
２．６．４ 水平地盤反力係数 
仮締切り部の設計に用いる水平地盤反力係数は次式により算定し，表 2-47 に計算結果を示します。 

4
3-44 hoh BαE.k    

α ：E0の試験方法に対する補正係数 
E0 ：地盤の変形係数  (kN/m2) 
Bh=14.133m （鋼管矢板井筒外径） 

 
表 2-47 水平地盤反力係数 

層番号 土質 上端 
標高 

(TP m) 

層厚 
 

(m) 

係数 Bh 

 
(m) 

kh 

 
(kN/m3) 

第 1 層 砂質土 9.000 5.850 4.4 14.133 10,500 
第 2 層 粘性土 3.150 4.350 4.4 14.133 8,800 
第 3 層 砂質土 -1.200 3.150 4.4 14.133 10,500 
第 4 層 粘性土 -4.350 4.650 4.4 14.133 8,800 
第 5 層 砂質土 -9.000 10.100 4.4 14.133 16,500 
第 6 層 砂質土 -19.100 15.250 4.4 14.133 27,000 
第 7 層 砂質土 -34.350 2.650 4.4 14.133 91,900 

   注記）αE0の算出は「開削標準 付属資料 掘削土留め工の設計」を参照します。 
 
 
２．６．５ 施工手順および計算結果 
（１）施工手順 
施工は水中・気中掘削併用方式で検討します。 
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図 2-25 施工手順 
 
 
 
 

STEP－3 STEP－4 

STEP－5 STEP－6 
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9.000 9.000 
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表 2-48 施工ステップ 

施工 
ステップ 

掘削面位置 
(TP m) 

GL - m 受働側水位  

1 8.000 1.000 0.000 1 次掘削 
2 5.500 3.500 0.000 2 次掘削 
3 3.125 5.875 0.000 3 次掘削 
4 -3.675 12.675 6.800 水中掘削 
5 -3.675 12.675 5.100 底盤コンクリート打設 
6 -3.675 12.675 0.000 ドライアップ 

 
 
（２）側圧の算定 
 ① 主働側側圧の算定 
主働側側圧のうち，主働土圧力度は次式により算定します。 

AwtAA Kc)pwhγ(Kp 2  

pA：主働土圧力度  (kN/m2) 
KA：主働土圧係数 

)
2

45(tanK 2
A ‐  

φ ：土の内部摩擦角  (°) 
γt ：土の湿潤単位体積重量 (kN/m3) 
h ：層の厚さ  (m) 
w ：上載荷重  (kN/m2) 
c ：土の粘着力度  (kN/m2) 
pw ：求める位置の間隙水圧 (kN/m2) 

 
主働側側圧（主働土圧力度＋水圧）の計算結果を表 2-49 に示します。 
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 表 2-49 主働側側圧 
設計地盤条件 

主働土圧力度 水圧 
荷重 
強度 層

番

号 
土質名 

 層厚 
有効単位

体積重量 
内部摩

擦角 
粘着

力 
土被り 

T.P. 
m 

h 
m 

γ(γ’) 
kN/m3 

φ 
度 

c 
kN/m2 

Σγh(γ’h) 
kN/m2 

KA 

 
pA 

kN/m2 
pw 

kN/m2 
pA+pw 
kN/m2 

第

1
層 

砂質土 
9.000 

5.85 8.0 30 0.00 46.80 0.333 
0.00  0.00 

3.150 15.58  15.58 

第

2
層 

粘性土 
3.150 

4.35 5.0 0 43.75 68.60 1.000 
0.00 58.50 58.50 

-1.200 0.00 102.00 102.00 

第

3
層 

砂質土 
-1.200 

3.15 8.0 30 0.00 93.80 0.333 
22.84 102.00 124.84 

-4.350 31.24 133.50 164.74 

第

4
層 

粘性土 
-4.350 

4.65 5.0 0 37.50 117.10 1.000 
18.80 133.50 152.30 

-9.000 42.10 180.00 222.10 

第

5
層 

砂質土 
-9.000 

10.10 8.0 30 0.00 197.90 0.333 
38.99 180.00 218.99 

-19.100 65.90 281.00 346.90 

第

6
層 

砂質土 
-19.100 

15.25 9.0 30 0.00 335.20 0.333 
65.90 281.00 346.90 

-34.350 111.62 433.50 545.12 

第

7
層 

砂質土 
-34.350 

2.65 10.0 35 0.00 361.70 0.271 
90.84 433.50 524.34 

-37.000 98.02 460.00 558.02 

 
 
 ② 受働側及び静止側圧の算定 
受働土圧力度及び静止土圧力度は次式により算定します。 

PwtPP Kc)pwhγ(Kp 2  

)pwhγ(Kp wt00  

pp ：受働土圧力度 (kN/m2) 
Kp ：受働土圧係数 

)
2

45(tanK 2
P  

φ ：土の内部摩擦角  (°) 
γt ：土の湿潤単位体積重量 (kN/m3) 
h ：層厚   (m) 
w ：上載荷重  (kN/m2) 
c ：土の粘着力度  (kN/m2) 
pw ：求める位置の間隙水圧 (kN/m2) 
p0 ：静止土圧力度  (kN/m2) 
K0 ：静止土圧係数 

 

受働側圧（受働土圧力度＋水圧）及び静止側圧（静止土圧力度＋水圧）の計算結果を，表 2-50～表

2-55 に示します。 
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 表 2-50 受働側圧及び静止側圧（step1：1 次掘削） 

設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号 

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

① 砂質 
8.000 

4.85 8.0 12 30 0.0 38.8 3.000 
0.00 

0.50 
0.00 0.00 0.00 0.00 

3.150 116.40 19.40 48.50 164.90 57.90 

② 粘性 
3.150 

4.35 5.0 8 0 43.8 60.6 1.000 
126.40 

0.50 
19.40 48.50 174.90 57.90 

-1.200 148.15 30.28 92.00 240.15 122.28 

③ 砂質 
-1.200 

3.15 8.0 15 30 0.0 85.8 3.000 
181.65 

0.50 
30.28 92.00 273.65 122.28 

-4.350 257.25 42.88 123.50 380.75 166.38 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 109.0 1.000 
160.75 

0.50 
42.88 123.50 284.25 166.38 

-9.000 184.00 54.50 170.00 354.00 224.50 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 189.8 3.000 
327.00 

0.50 
54.50 170.00 497.00 224.50 

-19.100 569.40 94.90 271.00 840.40 365.90 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 327.1 3.000 
569.40 

0.40 
75.92 271.00 840.40 346.92 

-34.350 981.15 130.82 423.50 1404.65 554.32 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 353.6 3.690 
1206.81 

0.30 
98.12 423.50 1630.31 521.62 

-37.000 1304.60 106.07 450.00 1754.60 556.07 

 
 

 表 2-51 受働側圧及び静止側圧（step2：2 次掘削） 
設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号 

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

① 砂質 
5.500 

2.35 8.0 12 30 0.0 18.8 3.000 
0.00 

0.50 
0.00 0.00 0.00 0.00 

3.150 56.4 9.40 23.50 79.90 32.90 

② 粘性 
3.150 

4.35 5.0 8 0 43.8 40.6 1.000 
106.40 

0.50 
9.40 23.50 129.90 32.90 

-1.200 128.15 20.28 67.00 195.15 87.28 

③ 砂質 
-1.200 

3.15 8.0 15 30 0.0 65.8 3.000 
121.65 

0.50 
20.28 67.00 188.85 87.28 

-4.350 197.25 32.88 98.50 295.75 131.38 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 89.0 1.000 
140.75 

0.50 
32.88 98.50 239.25 131.38 

-9.000 164.00 44.50 145.00 309.00 189.50 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 169.8 3.000 
267.00 

0.50 
44.50 145.00 412.00 189.50 

-19.100 509.40 84.90 246.00 755.40 330.90 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 307.1 3.000 
509.40 

0.40 
67.92 246.00 755.40 313.92 

-34.350 921.15 122.82 398.50 1319.65 521.32 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 333.6 3.690 
1133.01 

0.30 
92.12 398.50 1531.51 490.62 

-37.000 1230.80 100.07 425.00 1655.80 525.07 

 
 

 表 2-52 受働側圧及び静止側圧（step3：3 次掘削） 
設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号 

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

② 粘性 
3.125 

4.33 5.0 8 0 43.8 21.7 1.000 
0.00 

0.50 
0.00 0.00 0.00 0.00 

-1.200 109.25 10.83 43.30 152.55 54.13 

③ 砂質 
-1.200 

3.15 8.0 15 30 0.0 46.9 3.000 
64.95 

0.50 
10.83 43.30 108.25 54.13 

-4.350 140.55 23.43 74.80 215.35 98.23 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 70.1 1.000 
121.85 

0.50 
23.43 74.80 196.65 98.23 

-9.000 145.10 35.05 121.30 266.40 156.35 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 150.9 3.000 
210.30 

0.50 
35.05 121.30 331.60 156.35 

-19.100 452.70 75.45 222.30 675.00 297.75 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 288.2 3.000 
452.70 

0.40 
60.36 222.30 675.00 282.66 

-34.350 864.45 115.26 374.80 1239.25 490.06 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 314.7 3.690 
1063.07 

0.30 
86.45 374.80 1438.07 461.25 

-37.000 1161.06 94.40 401.30 1562.36 495.70 
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 表 2-53 受働側圧及び静止側圧（step4：水中掘削完了） 
設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

③ 砂質 
-3.675 

0.68 8.0 15 30 0.0 5.4 3.000 
0.00 

0.50 
0.00 68.00 68.00 68.00 

-4.350 16.32 2.72 74.80 91.12 77.52 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 28.7 1.000 
80.44 

0.50 
2.72 74.80 155.24 77.52 

-9.000 103.69 14.35 121.30 224.99 133.65 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 109.5 3.000 
86.07 

0.50 
14.35 121.30 207.37 133.65 

-19.100 328.47 54.75 222.30 550.77 277.05 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 246.7 3.000 
328.47 

0.40 
43.80 222.30 550.77 266.10 

-34.350 740.22 98.70 374.80 1115.02 473.50 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 273.2 3.690 
910.47 

0.30 
74.02 374.80 1285.27 448.82 

-37.000 1008.26 81.97 401.30 1409.56 483.27 

 
 

 表 2-54 受働側圧及び静止側圧（step5：底盤コンクリート打設） 
設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

③ 砂質 
-1.975 

2.38 8.0 15 30 0.0 19.0 3.000 
0.00 

0.50 
0.00 51.00 51.00 51.00 

-4.350 57.12 9.52 74.80 131.92 84.32 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 42.3 1.000 
94.04 

0.50 
9.52 74.80 168.84 84.32 

-9.000 117.29 21.15 121.30 238.59 142.45 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 123.1 3.000 
126.87 

0.50 
21.15 121.30 248.17 142.45 

-19.100 369.27 61.55 222.30 591.57 283.85 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 260.3 3.000 
369.27 

0.40 
49.24 222.30 591.57 271.54 

-34.350 781.02 104.14 374.80 1155.82 478.94 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 286.8 3.690 
960.65 

0.30 
78.10 374.80 1335.45 452.90 

-37.000 1058.44 86.05 401.30 1459.74 487.35 

 
 

 表 2-55 受働側圧及び静止側圧（step6：ドライアップ） 
設計地盤条件 受働土圧力度 静止土圧力度 水圧   

層

番

号

土質 
T.P. 

m 

h 

m 

γ 

 

N 

 

φ 

 

c 

kN/m2 

Σγh(γ’h) 
 

kN/m2 

KＰ 

 

PP 

kN/m2 

K0 

 

P0 

kN/m2 

Pw 

kN/m2 

PP+Pw 

kN/m2 

P0+Pw 

kN/m2 

③ 砂質 
-1.975 

2.38 8.0 15 30 0.0 19.0 3.000 
0.00 

0.50 
0.00 0.00 0.00 0.00 

-4.350 57.12 9.52 23.80 97.55 33.32 

④ 粘性 
-4.350 

4.65 5.0 10 0 37.5 42.3 1.000 
94.04 

0.50 
9.52 23.80 109.35 33.32 

-9.000 117.29 21.15 70.30 179.10 91.45 

⑤ 砂質 
-9.000 

10.10 8.0 17 30 0.0 123.1 3.000 
126.87 

0.50 
21.15 70.30 213.80 91.45 

-19.100 369.27 61.55 171.30 557.20 232.85 

⑥ 砂質 
-19.100 

15.25 9.0 32 30 0.0 260.3 3.000 
369.27 

0.40 
49.24 171.30 557.20 220.54 

-34.350 781.02 104.14 323.80 1121.45 427.94 

⑦ 砂質 
-34.350 

2.65 10.0 50 35 0.0 286.8 3.690 
960.65 

0.30 
78.10 323.80 1284.45 401.90 

-37.000 1058.44 86.05 350.30 1434.04 436.35 
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（３）計算結果 
 ① 曲げモーメント図 
 各ステップにおける曲げモーメント図を図 2-26 に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 2-26 曲げモーメント図 
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 ② 支保工反力 
 各ステップにおける支保工反力を表 2-56 に示します。 
 

表 2-56 支保工反力 
  Step 1 Step 2 Step 3 Step 4 Step 5 Step 6 

鋼

管

矢

板 

変

位 

最大変位 mm 1.777 3.847 7.064 27.708 20.773 28.327 

発生位置 m 0.0 5.0 8.8 13.1 12.0 13.8 

応

力

度 

最大曲げモーメント kN・m 1.64 153.60 261.43 1363.02 1189.73 1148.83 

最大応力度 N/mm2       

発生位置 m 23.2 3.5 5.4 12.0 11.4 13.1 

支

保

工 

反

力 

第 1 段 kN/m － 81.4 73.3 -127.7 -77.2 -121.5 

第 2 段 kN/m － － 97.7 31.6 58.0 30.9 

第 3 段 kN/m － － － 875.2 721.0 829.7 

底盤コンクリート kN/m － － － － － 204.1 

注）発生位置は標高を示します。 

 
③ 仮締切り時の鋼管矢板応力度の照査 
鋼管矢板基礎の仮締切り施工時，いずれの掘削段階においても最大応力度が許容値以内であること

を照査します。 
 
(a)鋼管矢板：φ1,200 t=14mm (SKY400) 

・GL－5.50 ｍ以浅 

Z
M max

max  

σmax ：最大応力度   (kN/m2) 
Mmax ：最大曲げモーメント  (＝877.0 kN・m/m) 
Z ：鋼管矢板の単位幅(1m)あたりの断面係数 (＝0.01048m3/m) 

24
max /1037.8

01048.0
0.877 mkN  

=84N/mm2＜σsa = 185N/mm2 
 
(b)鋼管矢板：φ1,200 t=21mm (SKY490) 

・最大曲げモーメントに対しての照査 

Z
M max

max  

σmax ：最大応力度   (kN/m2) 
Mmax ：最大曲げモーメント  (＝1363.0 kN・m/m) 
Z  ：鋼管矢板の単位幅(1m)あたりの断面係数 (＝0.0156m3/m) 

24
max /1074.8

0156.0
0.1363 mkN  

              =87N/mm2＜σsa = 250N/mm2 
 

④ 支保工の設計 
円形支保工の応力度照査は，仮締切り時に発生する支点反力をもとに次式によって行います。 
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Z
rr)(Rα

A
rRσ d

st
2maxmax   

σst ：円形支保工の応力度  (N/mm2) 
A ：円形支保工の断面積  (m2) 
Z ：円形支保工の断面係数  (m3) 
Rmax ：円形支保工に作用する最大反力 (kN/m) 
r ：円形支保工の半径   (＝5.866m) 
αd ：楕円化率(＝1％) 

 
 表 2-57 支保工反力 

 支保工 
サイズ 

Rmax 
(kN/m) 

A 
(m2) 

Z 
(m3) 

r 
(m) 

αd 
σst 

(N/mm2) 
σa 

(N/mm2) 
σst/σa 

1 段目 H-300×300 127.7 0.01184 0.00135 5.866 0.010 128 210 0.61 
2 段目 H-300×300 97.7 0.01184 0.00135 5.866 0.010 97 210 0.46 
3 段目 2H-400×400 875.2 0.04374 0.00666 5.866 0.010 208 210 0.99 
 底盤コンクリート 204.1        

 
 
２．７ 合成応力度の照査 
 完成後の鋼管矢板基礎の性能照査のうち，地震時以外の照査においては，仮締切り完成後の鋼管矢

板に残留する応力度を初期応力として考慮します。したがって，鋼管矢板の応力度は，残留応力度を

考慮した合成応力度により，次式によって照査します。 
σmax＝σ1＋σ2 ≦ σu 

ここに， 
σ1 ：完成後の設計外力による鋼管矢板の応力度 (N/mm2) 
σ2 ：仮締切り時の残留応力度  (N/mm2) 
σu ：鋼管矢板の降伏強度   (N/mm2) 

 
材質：SKY490 

要求性能 性能項目 
頂版下端から

の深度 
(m) 

σ1 

 
(N/mm2) 

σ2 

 
(N/mm2) 

σmax 

 
(N/mm2) 

σu 

 
(N/mm2) 

安全性 

基礎の安定 
（列車荷重最大） 

1.2 67.0 82.9 149.9 300.0 

基礎の安定 
（風荷重最大） 

0.0 70.4 80.1 150.5 300.0 

基礎の安定 
（車両横荷重最大）

1.2 66.2 82.9 149.1 300.0 

基礎の安定 
（異常出水時） 

1.2 58.4 82.9 141.3 300.0 
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＜安全性 基礎の安定（列車荷重最大）＞ 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜安全性 基礎の安定（風荷重最大）＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0

σ1

σ2

σ1＋σ2

応力度（N/mm2） 

頂
版
下
端
か
ら
の
深
度 

頂版 

t21 

t16 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0

σ1

σ2

σ1＋σ2

応力度（N/mm2） 

頂
版
下
端
か
ら
の
深
度 

頂版 

t21 

t16 
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＜安全性 基礎の安定（車両横荷重最大）＞ 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜安全性 基礎の安定（異常出水時）＞ 
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２．８ 鋼管矢板と頂版の結合部の検討

２．８．１ 設計の基本 
 鋼管矢板本管と頂版の結合は，一体として断面力が伝達されるような構造を選定する必要があり，

一般的な結合方法として，鉄筋スタッド方式，差し筋方式，プレート・ブラケット方式があ

鋼管矢板と頂版結合部の方法と使用頻度の関係を表

 

継

(1) 鉄筋スタッド方式

(2) 差し筋方式 
(3) プレート・ブラケット方式

○：よく使用する，

 
 本設計事例においては，近年使用頻度が非常に高い「鉄筋スタッド方式」を用いるもの

なお，「鉄筋スタッド方式」の設計は「鉄道構造物に適用するシートパイル基礎の設計・施工マニュ

アル（第2版）（平成18年3月）

ありますが，ここでは「鋼管矢板基礎

じた設計としています。 
 
 
２．８．２ 使用材料および材質強度

 鋼管矢板（頂版部分）：φ1200
 頂版コンクリート  ：f’ck＝

 スタッド鉄筋    ：D22(
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鋼管矢板と頂版の結合部の検討 

鋼管矢板本管と頂版の結合は，一体として断面力が伝達されるような構造を選定する必要があり，

，鉄筋スタッド方式，差し筋方式，プレート・ブラケット方式があ

鋼管矢板と頂版結合部の方法と使用頻度の関係を表2-58に示します。 

表2-58 鋼管矢板と頂版の結合方法 

継 手 使用頻度

鉄筋スタッド方式 ○ 

△～× 

プレート・ブラケット方式 × 

：よく使用する，△；条件によって使用する，×：あまり使用しない

例においては，近年使用頻度が非常に高い「鉄筋スタッド方式」を用いるもの

なお，「鉄筋スタッド方式」の設計は「鉄道構造物に適用するシートパイル基礎の設計・施工マニュ

）」に示す，フーチングとシートパイルの接合部の設計に準じてよいと

鋼管矢板基礎 ―その基礎と施工―（一社）鋼管杭・鋼矢板技術

使用材料および材質強度 
1200×t21(SKY490) 
＝24 N/mm2 
(SD345相当) 

図2-27 頂版結合部概略図 

鋼管矢板本管と頂版の結合は，一体として断面力が伝達されるような構造を選定する必要があり，

，鉄筋スタッド方式，差し筋方式，プレート・ブラケット方式があります。

使用頻度 

 

：あまり使用しない 

例においては，近年使用頻度が非常に高い「鉄筋スタッド方式」を用いるものとします。

なお，「鉄筋スタッド方式」の設計は「鉄道構造物に適用するシートパイル基礎の設計・施工マニュ

フーチングとシートパイルの接合部の設計に準じてよいと

鋼管杭・鋼矢板技術協会」に準
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２．８．３ 荷重条件 
（１）使用性および安全性（地震時以外） 
 電算OUTPUTより，各鋼管矢板杭頭部に作用する鋼管矢板１本あたりの最大反力を表2-59に整理し

ます。 
 

表2-59 設計荷重（使用性および安全性） 

構造物の 
要求性能 

鋼管矢板基礎の 
性能項目 

V H 
(kN/本) (kN/本) 

安全性 

基礎の安定（その 1） 
列車荷重最大 

4,294 64 

基礎の安定（その 2） 
風荷重最大 

4,116 93 

基礎の安定（その 3） 
車両横荷重最大 

4,248 62 

基礎の安定（その 4） 
異常出水時 

3,630 81 

 
（２）地震時 
 電算OUTPUTより，押込み側の鋼管矢板の押し込み反力の総和，鋼管矢板1本あたりの水平反力およ

び曲げモーメントを表2-60に整理します。なお，頂版結合部の安全性の照査は，復旧性の照査指標と

同じであるため，ここでは省略します。 
 

表2-60 設計荷重（地震時） 

構造物の 
要求性能 

地震動 
∑V H M 
(kN) (kN/本) (kN･m/本) 

復旧性 
L1 地震動 66,231 667 954 
L2 地震動 14,176 1,014 1,831 

 
 
２．８．４ 使用性および安全性の照査 
（１）モーメント鉄筋の設計 
 モーメント鉄筋は，鉛直反力による偏心曲げモーメント，または，鋼管矢板の拘束モーメントによ

り，結合部に作用する引張力(Tm)と頂版に作用する水平力によって作用する引張力(Ts)に同時に抵抗す

るように次式を満たすように設計します。 
γa･γb･γi(Tm/Tmp＋Ts/Tsp)≦1.0 

ここに， 
  Tm ：設計曲がモーメントによりモーメント鉄筋に生じる引張力 (kN) 
                         Tm＝M／h 
  M ：設計曲げモーメント，MeとMfの大きい方 (kN･m/本) 
   h ：モーメント鉄筋段の中心間隔 h = 3.45 (m) 

Me ：反力の偏心によるモーメント (kN･m/本) 
    Me = Rp×e 

Rp ：鋼管矢板1本あたりの頂版下面における反力 (kN) 
E ：偏心量 e = 0.6 (m) 
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  Mf ：拘束モーメント (kN･m/本) 
     Mf = fyk×Z0／γs 
  fyk ：鋼管矢板の引張降伏強度の特性値 fyk = 315(N/mm2)= 315,000 (kN/m2) 
  Z0 ：鋼管矢板の断面係数 Z0 = 0.0193934 (m3) 
  γs ：鋼管矢板の材料係数 γs = 1.0 
  Ts ：鋼管矢板1本あたりの水平反力 (kN/本) 
  Tmp ：設計曲げモーメントの作用によるモーメント鉄筋の引張力 (kN) 

Tmp = Am･fyk/γs 
  Am ：上側あるいは下側のモーメント鉄筋の断面積 (m2) 

Am = Ab×nba 
  nba ：上側あるいは下側のモーメント鉄筋本数 nba  = 16 (本) 
  Ab ：モーメント鉄筋の断面積 Ab = 0.0003871 (m2) 
   fyk ：モーメント鉄筋の引張強度の特性値 

fyk ＝345(N/mm2)= 345,000(kN/m2) 
  Ns ：モーメント鉄筋の材料係数 γs = 1.0 
  Tsp ：水平力によるモーメント鉄筋の引張耐力 (kN) 

Tsp = 2･Am･fyk/γs 
 
 

表2-61 モーメント鉄筋結果一覧表 

構造物の 
要求性能 

鋼管矢板基礎の 
性能項目 

Rp Me Mf M Tm Tmp 

(kN) (kNm/本) (kNm/本) (kNm/本) (kN) (kN) 

安全性 

基礎の安定（その 1） 
列車荷重最大 

4,294 2,147.0 6,109.9 6,109.9 1,770.7 2,136.8 

基礎の安定（その 2） 
風荷重最大 

4,116 2,058.0 6,109.9 6,109.9 1,770.7 2,136.8 

基礎の安定（その 3） 
車両横荷重最大 

4,248 2,124.0 6,109.9 6,109.9 1,770.7 2,136.8 

基礎の安定（その 4） 
異常出水時 

3,630 1,815.0 6,109.9 6,109.9 1,770.7 2,136.8 

 

構造物の 

要求性能 

鋼管矢板基礎の 

性能項目 

Ts Tsp 
γa γb γi 

γaγbγi 
判定 

(kN/本) (kN) (Tm/Tmp+Ts/Tsp) 

安全性 

基礎の安定（その 1） 
列車荷重最大 

64 4273.6 1.0 1.0 1.0 0.84 OK 

基礎の安定（その 2） 
風荷重最大 

93 4273.6 1.0 1.0 1.0 0.85 OK 

基礎の安定（その 3） 
車両横荷重最大 

62 4273.6 1.0 1.0 1.0 0.84 OK 

基礎の安定（その 4） 
異常出水時 

81 4273.6 1.0 1.0 1.0 0.85 OK 
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（２）せん断鉄筋の設計 
 せん断鉄筋は，鉛直反力により以下の式で求めます。 

γa･γb･γi･Rp/Se≦1.0 
ここに， 

  Se ：せん断鉄筋のせん断耐力   (kN) 
    Se = ns･As･fvyk/γs 
   Rp ：鋼管矢板1本あたりの頂版下面における鉛直反力 (kN/本) 
  ns ：せん断鉄筋の本数 ns = 60(本) 
   As ：せん断鉄筋の1本あたりの断面積 As = 0.000387 (m2) 
  fvyk ：せん断鉄筋のせん断強度の特性値 
       fvyk＝fyk/√3＝345/√3= 199(N/mm2)= 199,000 (kN/m2) 
 Ns ：せん断鉄筋の材料係数 γs = 1.0 
 

表2-62 せん断鉄筋結果一覧表 
構造物の 

要求性能 

鋼管矢板基礎の 

性能項目 

Rp Se 
γa γb γi 

γaγbγi 
判定 

(kN/本) (kN) Rp/Se 

安全性 

基礎の安定（その 1） 
列車荷重最大 

4,294 4,622 1.0 1.0 1.0 0.93 OK 

基礎の安定（その 2） 
風荷重最大 

4,116 4,622 1.0 1.0 1.0 0.89 OK 

基礎の安定（その 3） 
車両横荷重最大 

4,248 4,622 1.0 1.0 1.0 0.92 OK 

基礎の安定（その 4） 
異常出水時 

3,630 4,622 1.0 1.0 1.0 0.79 OK 

 
２．８．５ 地震時の照査 
（１）曲げモーメントに対する照査 
 鋼管矢板の拘束モーメントに対し，結合部の抵抗曲げモーメントが上回ることを照査します。 

γa･γb･γi･M/Mr≦1.0 
M = MM 
Mr=σynbaAbh－HRh／(2＋nsAs／nbaAb) 

 ここに， 
  M ：照査モーメント    (kN･m) 
  MM ：継手のせん断ずれを考慮した仮想井筒梁により算出した，頂版下面位置 

での鋼管矢板1本当たりの拘束モーメント (kN･m) 
  Mr ：抵抗曲げモーメント   (kN･m) 
   σy ：鉄筋の降伏点 = 345 (N/mm2)= 345,000 (kN/m2) 
   nba ：モーメント鉄筋本数 = 16   (本) 
   Ab ：モーメント鉄筋1本の断面積 = 0.0003871 (m2) 
   h ：モーメント鉄筋の中心間隔 = 3.45  (m) 
   HR ：継手のせん断ずれを考慮した仮想井筒梁により算出した，頂版下面位置 

での鋼管矢板1本当たりの水平反力 
   ns ：せん断鉄筋の本数 = 40   (本) 
   As ：せん断鉄筋1本の断面積 = 0.000387  (m2) 
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表2-63 せん断鉄筋結果一覧表 
構造物の 

要求性能 
設計地震動 

HR M Mr 
γa γb γi 

γaγbγi 判定 
(kN) (kN) (kN) M/Mr  

復旧性 
L1 地震動 667 954 6861 1.0 1.0 1.0 0.14 OK 

L2 地震動 1014 1831 6595 1.0 1.0 1.0 0.28 OK 

 
（２)鉛直荷重に対する照査 
 押込み側の鋼管矢板の押し込み反力の総和に対し，結合部の抵抗力の総和が上回ることを照査しま

す。抵抗力は，モーメント鉄筋およびせん断鉄筋が同時に抵抗するものとして算出します。なお，引

抜き力に対する照査は，抵抗力が押込み力に対する照査の場合と同じとなることから，省略してよい

ものとしています。 
γa･γb･γi･R/Rr≦1.0 

  R = ΣRNi 
  Rr = 0.7・σy・(2・nba・Ab＋ns・As)・nN 

ここに， 
  R ：照査押込み反力の総和   (kN) 
 RNi ：継手のせん断ずれを考慮した仮想井筒梁により算出した， 

i番目の鋼管矢板の頂版下面位置での押込み反力 (kN) 
 Rr  ：接合部の押込み抵抗力の総和  (kN) 
 σy  ：降伏点  = 345(N/mm2)= 345,000  (kN/m2) 
 nba ：モーメント鉄筋本数 = 16   (本) 
 Ab ：モーメント鉄筋1本の断面積 = 0.0003871 (m2) 
 ns  ：せん断鉄筋の本数 = 40   (本) 
 As ：せん断鉄筋1本の断面積 = 0.0003871  (m2) 
 nN ：押込み側の鋼管矢板の本数   (本) 
 

表2-64 せん断鉄筋結果一覧表 
構造物の 

要求性能 
設計地震動 

nN R Rr 
γa γb γi 

γaγbγi 
判定 

(本) (kN) (kN) R/Rr 

復旧性 
L1 地震動 19 66,231 127,887 1.0 1.0 1.0 0.52 OK 

L2 地震動 17 77,867 114,425 1.0 1.0 1.0 0.68 OK 

 
（３）水平荷重に対する照査 
 照査水平力に対し，結合部の抵抗力が上回ることを照査します。抵抗力はモーメント鉄筋およびせ

ん断鉄筋が同時に抵抗するものとして算出します。 
γa･γb･γi･H/Hr≦1.0 

  H = HR 
 Hr = σy・(2・nba・Ab＋ns・As) 

ここに， 
  H  ：照査水平荷重    (kN) 
  HR ：継手のせん断ずれを考慮した仮想井筒梁により算出した，頂版下面位置 

での鋼管矢板1本当たりの水平反力  (kN) 
  Hr ：接合部の水平抵抗力   (kN) 
  σy ：鉄筋の降伏点 = 345(N/mm2)= 345,000 (kN/m2) 
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  nba ：モーメント鉄筋本数 = 16   (本) 
  Ab ：モーメント鉄筋1本の断面積 = 0.0003871 (m2) 
  ns ：せん断鉄筋の本数= 40   (本) 
  As ：せん断鉄筋1本の断面積 = 0.0003871  (m2) 
 

表2-65 せん断鉄筋結果一覧表 
構造物の 

要求性能 
設計地震動 

H Hr 
γa γb γi 

γaγbγi 
判定 

(kN) (kN) H/Hr 

復旧性 
L1 地震動 667 9616 1.0 1.0 1.0 0.07 OK 

L2 地震動 1014 9616 1.0 1.0 1.0 0.11 OK 
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３． 設計事例２ 小判形鋼管矢板基礎 
３．１ 設計条件 
３．１．１ 構造，材料，安全係数 

 
１）上部構造 

形  式： 6 径間連続 PC 箱桁橋、合成床版橋 
 

２）下部構造 
橋  脚：小判形橋脚 
基  礎：鋼管矢板基礎 
施  工：中掘り根固め杭工法，仮締切り兼用方式 

 
３）使用材料および材質強度 

鋼 管 矢 板：SKY490／SKY400 
継 手 管：STK400 φ165.2×t11  
く体コンクリート：f’ck＝27 N/mm2 
頂版コンクリート：f’ck＝27 N/mm2 
底盤コンクリート：f’ck＝24 N/mm2 

中詰コンクリート：f’ck＝18 N/mm2 

 
４）材料強度の特性値および設計強度 
① 鋼 材（鋼管矢板） 

鋼 種  SKY400 SKY490 
引張降伏強度 N/mm2 235 315 

圧縮降伏強度 N/mm2 

R/t≦50 のとき 
235 

R/t＞50 のとき 
235－7.8(R/t－50) 

R/t≦40 のとき 
315 

R/t＞40 のとき 
315－7.8(R/t－40) 

せん断降伏強度 N/mm2 135 180 

R：鋼管矢板の半径，t：鋼管矢板の厚さ 
＊材料係数 γmは 1.05 とする（安全性・復旧性） 

② 鉄  筋 

鉄筋の種類   SD390 
設 計 引 張 降 伏 強 度 fsyd N/mm2 390 
設 計 圧 縮 降 伏 強 度 f’syd N/mm2 390 
設 計 引 張 強 度 fsud N/mm2 560 

 

③ 溶 接 部 

工場溶接部 母材と同じ 
現場溶接部 工場溶接部の 90%＊ 

＊道路分野に準じた確実なプロセス管理がなされる場合は、鋼管杭に準じて 100%としてよい。 
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５）安全係数 
① 作用係数 γf 

構造物の要求性能 性能項目 作用の種別 作用係数 γf 
安全性 基礎の安定 永久作用 

主たる変動作用 
従たる変動作用 

偶発作用 

1.0～1.2(0.8～1.0)* 
1.1～1.2 

1.0 
1.0 

使用性 基礎の支持性能 すべての作用 1.0 
復旧性 基礎の残留変位 すべての作用 1.0 

＊小さい方が不利となる場合 
 
② 構造解析係数 γa 

構造物の要求性能 安全性 使用性 復旧性 
基礎の性能項目 基礎の安定 基礎の支持性能 基礎の残留変位 

構造解析係数 γa 
1.0 
1.2* 

1.0 1.0 

＊地震時以外の安全性に関する基礎の安定性の照査においては，地盤および基礎部材等の非線形性を無視

した線形モデルにより構造解析を実施する場合は，1.2 程度とする 
 
③ 構造物係数 γi 

構造物の要求性能 安全性 使用性 復旧性 
基礎の性能項目 基礎の安定 基礎の支持性能 基礎の残留変位 

構造物係数 γi 
1.0*～1.2 （地震時以外） 
  1.0   （地震時） 

1.0 1.0（地震時） 

＊「永久作用＋主たる変動作用＋従たる変動作用」の組合せの場合は一般に 1.1 以上とするのがよい 
 

④ 地盤調査係数 γg 

地盤の諸数値の設計用値 地盤調査法 地盤調査係数 γg 

地盤反力係数の算定に 
用いる地盤の変形係数 Ed 

三軸圧縮試験 γgE=1.2～1.4 
(1.0～1.1)* 一軸圧縮試験 

平板載荷試験 
新規載荷時 
繰返し載荷時 

γgE=1.2～1.4 
γgE=1.0～1.1 

PS 検層 γgE=1.0～1.1 
孔内水平載荷試験（砂礫以外） γgE=1.2～1.4 

標準貫入試験からの推定（砂質土） γgE=1.2～1.4 

内部摩擦角φd 
三軸圧縮試験 

γg=1.0 

（式 1） 

粘着力度 cd 
三軸圧縮試験 
一軸圧縮試験 

単位体積重量 γd 
土の湿潤密度試験 

（別表） 
圧密特性の諸数値 圧密試験 
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＊乱れの少ない良質な試料を採取した場合 
 

（式 1）  26
7.0100/'

85.1
6.0

v

N
  

ここに， φ ：砂質土，礫質土の内部摩擦角の特性値（度） 
N ：標準貫入試験の N 値（特性値） 

σ’v ：地質調査時の当該位置の有効上載圧(kN/m2) 
 

別表 地盤の単位体積重量の上下限値(kN/m3) 

N 値 
湿潤 飽和 水中 

下限値 上限値 下限値 上限値 下限値 上限値 

砂質土 

50 以上 18 19 19 20 9 10 
30～50 18 19 18 20 8 10 
10～30 18 19 18 19 8 9 
10 未満 17 18 18 19 8 9 

粘性土 
10 以上 15 18 15 18 5 8 
10 未満 15 17 15 17 5 7 

 
⑤ 地盤抵抗係数 fr 

(a-1)杭基礎の地盤の破壊の照査の場合（地震時以外） 
   
 
 
 
 
 
 

 
打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 

 
(a-2)杭基礎の地盤の破壊の照査の場合（地震時） 

杭工法 杭先端 frt 杭周面 frf 

打込み杭工法 
先端閉塞杭 1.4 

1.9 
先端開放鋼管杭 1.1 

中掘り根固め杭工法 1.7 1.7 

 
(b)杭基礎の支持性能の照査の場合 
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打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 

(c)杭基礎の残留鉛直変位の照査の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 
打込み杭工法               中掘り根固め杭工法 

 
６）修正係数 
(a)地盤変形係数に関する地盤修正係数 ρgE 

地盤調査法 試験値の記号 Ex 地盤修正係数 ρgE 

地盤材料試験 
三軸圧縮試験 

E50 
1.0 

一軸圧縮試験 1.0 

平板載荷試験 
新規載荷時 EPLi 1.0 
繰返し載荷時 EPLr 0.33 

PS 検層（弾性波速度検層） EPS 0.1 
孔内水平載荷試験 Eb 2.5 

標準貫入試験 EN=2000N による推定 EN 1.0 

 
(b)地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρgk 

作用の継続時間 考慮する作用 地盤反力係数に関する地盤修正係数 ρgk 
短期 変動作用，偶発作用 1.0 
長期 永久作用* 0.5 

＊地震時の応答の算定では，永久作用に対しても ρgk=1.0 としてよい 
 
(c)杭の支持力に関する地盤修正係数 ρgty，ρgtu 

 
先端支持力に関する地盤修正係数 

杭工法 降伏 ρgty 終局 ρgtu 

打込み杭工法 
先端閉塞杭 1.0 1.4 

先端開放鋼管杭 0.7 1.1 
中掘り根固め杭工法 1.1 1.7 

 
周面支持力に関する地盤修正係数 

杭工法 降伏 ρgty 終局 ρgtu 
打込み杭工法 1.6 1.9 

中掘り根固め杭工法 1.3 1.7 
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３．１．２ 一般形状図 
 基礎本体の形状図を図3-1に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3-1 基礎本体の形状図 
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＊本設計例では橋軸直角方向の検討を実施しています。 

橋軸方向 橋軸直角方向 
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３．１．３ 地盤条件 
 地盤条件を図3-2，表3-1に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3-2 地盤条件 
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表3-1 土質条件 

層番号 土質名 層厚 平均N値 Ex(Eps) Ed 

  (m)  (kN/m2) (kN/m2) 
第1層 粘性土 8.00 0 16,400 1,640 
第2層 粘性土 6.00 0 23,600 2,360 
第3層 粘性土 4.00 0 27,200 27,20 

第4層 粘性土 5.00 0 23,600 2,360 

第5層 粘性土 5.10 0 30,800 3,080 
第6層 粘性土 6.10 0 109,200 10,920 
第7層 砂質土 3.00 21 197,600 19,760 
第8層 砂質土 5.00 50 587,600 58,760 

    注記）本設計例題では，液状化時の検討は割愛しています。 
 

Ex：地盤の変形係数の試験値（本設計では PS 検層試験値 Epsを使用） 
Ed：地盤の変形係数の設計用値 
  Ed＝ρgE×Eｘ÷γgE 
      ρgE：地盤の変形係数に関する地盤修正係数(＝0.1) 
     γgE：地盤の変形係数に関する地盤調査係数(＝1.0) 

 
 
３．２ 地盤ばね定数の算定 
本設計事例では基礎の平面形状が小判形であるため，表3-2に示す地盤抵抗を考慮します。 

 
表3-2 小判形の場合に考慮する地盤抵抗 

部位 地盤抵抗要素 地震時 地震時以外 

前背面 

外周面 
水平地盤抵抗 ○ ○ 

鉛直せん断地盤抵抗 ○ ○ 

内周面 
水平地盤抵抗 ×原則，無視する × 

鉛直せん断地盤抵抗 △ × 

側面 

外周面 
水平せん断地盤抵抗 ○ ○ 

鉛直せん断地盤抵抗 ○ ○ 

内周面 
水平せん断地盤抵抗 ×原則，無視する × 

鉛直せん断地盤抵抗 △ × 

底面 
鉛直地盤抵抗 ○ ○ 

水平せん断地盤抵抗 ○ ○ 

○：考慮する，△：地震作用に伴う増加荷重のみ受け持たせる，×：無視する 
 
 
３．２．１ 水平地盤ばねの算定 
（１）前背面の外周面の水平地盤反力係数の算定 
 前背面の外周面の水平地盤反力係数は次式により求めます。 

kho＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 
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ここに， 
kho ：水平地盤反力係数  (kN/m3) 
ρgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
Bh ：基礎前面の換算幅 (=14.524m) (m) 
Bh=L (L＜ℓ≦3L) 
L ：基礎前面の抵抗幅 (=14.524m) (m)  
B ：基礎側面の抵抗幅  (m) 
Be ：基礎側面の有効抵抗幅  (m) 
ℓ ：基礎の長さ   (m) 
Ed ：地盤の変形係数の設計用値  (kN/m2) 

 

 
図 3-3 有効抵抗幅 

 
各層毎に，長期・短期で使用する地盤反力係数を計算します。 

 
① 第 1 層 （粘性土層，層厚 ℓ1＝5.96m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝1,640 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kho1＝5.1×ρgk×kd×kh

－3/4 
＝5.1×0.5×1,640×14.524－3/4 
＝562 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho1＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×1,640×14.524－3/4 
＝1,124 kN/m3 

 
② 第 2 層 （粘性土層，層厚 ℓ2＝6.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,360 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kho2＝5.1×ρgk×kd×kh

－3/4 
＝5.1×0.5×2,360×14.524－3/4 
＝809 kN/m3 
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(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho2＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×2,360×14.524－3/4 
＝1,618 kN/m3 

 
③ 第 3 層 （粘性土層，層厚 ℓ3＝4.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,720 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kho3＝5.1×ρgk×kd×kh

－3/4 
＝5.1×0.5×2,720×14.524－3/4 
＝932 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho3＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×2,720×14.524－3/4 
＝1,865 kN/m3 

 
④ 第 4 層 （粘性土層，層厚 ℓ4＝5.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,360 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kho4＝5.1×ρgk×kd×kh

－3/4 
＝5.1×0.5×2,360×14.524－3/4 
＝809 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho4＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×2,360×14.524－3/4 
＝1,618 kN/m3 

 
⑤第 5 層 （粘性土層，層厚 ℓ5＝5.10m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝3,080 kN/m2 
 (a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kho5＝5.1×ρgk×kd×kh

－3/4 
＝5.1×0.5×3,080×14.524－3/4 
＝1,056 kN/m3 

 (b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho5＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×3,080×14.524－3/4 
＝2,111 kN/m3 
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⑥ 第 6 層 （粘性土層，層厚 ℓ6＝6.10m） 
地盤の変形係数の設計用値：Ed＝10,920 kN/m2 

 (a)長期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 

kho6＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×0.5×10,920×14.524－3/4 
＝3,742 kN/m3 

 (b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho6＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×10,920×14.524－3/4 
＝7,486 kN/m3 

 

⑦ 第 7 層 （砂質土層，層厚 ℓ7＝3.00m） 
地盤の変形係数の設計用値：Ed＝19,760 kN/m2 

(a)長期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 

kho7＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×0.5×19,760×14.524－3/4 
＝6,773 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho7＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×19,760×14.524－3/4 
＝13,545 kN/m3 

 

⑧ 第 8 層 （砂質土層，層厚 ℓ8＝1.44m） 
地盤の変形係数の設計用値：Ed＝58,760 kN/m2 

 (a)長期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 

kho8＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×0.5×58,760×14.524－3/4 
＝20,140 kN/m3 

 (b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

kho8＝5.1×ρgk×kd×kh
－3/4 

＝5.1×1.0×58,760×14.524－3/4 
＝40,280 kN/m3 
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各層における前背面の外周面の水平地盤反力係数を表 3-3 にまとめます。 

表3-3 前背面の外周面の水平地盤反力係数 

層番号 土質名 
層厚 
(m) 

Ed 

(kN/m2) 
長期 

kho(kN/m3) 
短期 

kho(kN/m3) 
第1層 粘性土 5.96 1,640 562 1,124 
第2層 粘性土 6.00 2,360 809 1,618 
第3層 粘性土 4.00 2,720 932 1,865 
第4層 粘性土 5.00 2,360 809 1,618 
第5層 粘性土 5.10 3,080 1,056 2,111 
第6層 粘性土 6.10 10,920 3,742 7,486 
第7層 砂質土 3.00 19,760 6,773 13,545 
第8層 砂質土 1.44 58,760 20,140 40,280 

 
 
１）鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ばね定数は，次式で算定します。 

Kho＝kho×L×Δℓ 
 ここに， 

Kho ：水平地盤ばね定数   (kN/m) 
    kho  ：水平地盤反力係数   (kN/m3) 
    L ：基礎前面及び背面の抵抗幅(＝14.524m) (m) 
    Δℓ ：地盤ばね定数を算定する区間の長さ (m) 

 
 表 3-4 に鋼管矢板基礎の全体としての水平地盤ばね定数をまとめます。群杭モデルによる鋼管矢板

の応答値の算定においては，鋼管矢板本管の非線形性を考慮するため，鋼管矢板本管を梁にモデル化

した各軸線は概ね 1D（D：鋼管矢板本管の直径）で鉛直方向に分割することになります。鋼管矢板基

礎の前背面の水平地盤ばねは，その分割した各要素へ設定するため，鋼管矢板基礎の全体の前背面の

水平地盤ばね定数の算定においては，鋼管矢板本管をモデル化した各軸線の各要素長として 1D，すな

わち，この試設計においては鋼管矢板本管の直径が 1.0m であることから，『Δℓ＝1D＝1.0m』として

算定しています。 

表3-4 前背面の外周面の全体の水平地盤ばね定数 

層番号 
層厚 
(m) 

水平地盤反力係数 
kho(kN/m3) 

水平地盤ばね定数 
Kho(kN/m) 

長期 短期 長期 短期 
第1層 5.96 562 1,124 8,162 16,325 
第2層 6.00 809 1,618 11,750 23,500 
第3層 4.00 932 1,865 13,536 27,087 
第4層 5.00 809 1,618 11,750 23,500 
第5層 5.10 1,056 2,111 15,337 30,660 
第6層 6.10 3,742 7,486 54,349 108,727 
第7層 3.00 6,773 13,545 98,371 196,728 
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第8層 1.44 20,140 40,280 292,513 585,027 

 
２）鋼管矢板本管１本当りの水平地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の水平地盤ばね定数は，鋼管矢板基礎の全体の水平地盤ば

ね定数を全外壁鋼管矢板本数で等分した値を用います。  
鋼管矢板１本当りの水平地盤ばね定数＝Kho÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝68 本） 

 

表 3-5 鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体としての 
前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

Kho(kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面の外周面の水平地盤ばね定数 

Kho(kN/m) 
長期 短期 長期 短期 

第1層 5.96 8,162 16,325 120 240 
第2層 6.00 11,750 23,500 173 346 
第3層 4.00 13,536 27,087 199 398 
第4層 5.00 11,750 23,500 173 346 
第5層 5.10 15,337 30,660 226 451 
第6層 6.10 54,349 108,727 799 1,599 
第7層 3.00 98,371 196,728 1,447 2,893 
第8層 1.44 292,513 585,027 4,302 8,603 

 

３．２．２ 鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 本設計事例の対象橋脚は平面形状が小判形の鋼管矢板基礎であることから，鉛直せん断地盤抵抗と

して考慮できる，前背面の外周面と内周面，側面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤ばね定数のみを

算定します。そのうち，前背面の内周面ならびに側面の内周面の鉛直せん断地盤ばねは地震時のみ有

効，地震作用に伴う増加荷重にのみ抵抗させることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られます。 
 
（１）前背面の外周面と内周面，側面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤反力係数の算定 
 前背面の外周面，内周面の鉛直せん断地盤反力係数は，次式により求めます。 

ksLo(ksLi)＝0.1×ρgk×Ed（中掘り根固め杭工法） 
ここに， 

ksLo ：外周の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
ksLi ：内周の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
ρgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
Eｄ ：地盤の変形係数の設計用値 (kN/m2) 

 
各層毎に，長期・短期で使用する地盤反力係数を計算します。 

 
① 第 1 層 （粘性土層，層厚 ℓ1＝5.96m) 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝1,640 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo1(ksLi1)＝0.1×ρgk×Ed 
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＝0.1×0.5×1,640 
＝82 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo1(ksLi1)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×1,640 
＝164 kN/m3 

 
② 第 2 層 （粘性土層，層厚 ℓ2＝6.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,360 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo2(ksLi2)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×2,360 
＝118 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo2(ksLi2)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×2,360 
＝236 kN/m3 

 
③ 第 3 層 （粘性土層，層厚 ℓ3＝4.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,720 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo3(ksLi3)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×2,720 
＝136 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo3(ksLi3)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×2,720 
＝272 kN/m3 

 
④ 第 4 層 （粘性土層，層厚 ℓ4＝5.00m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝2,360 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo4(ksLi4)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.14×0.5×2,360 
＝118 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo4(ksLi4)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×2,360 
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＝236 kN/m3 
 
⑤ 第 5 層 （粘性土層，層厚 ℓ5＝5.10m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝3,080 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo5(ksLi5)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×3,080 
＝154 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo5(ksLi5)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×3,080 
＝308 kN/m3 

 
⑥ 第 6 層 （粘性土層，層厚 ℓ6＝6.10m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝10,920 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
ksLo6(ksLi6)＝0.1×ρgk×Ed 

＝0.1×0.5×10,920 
  ＝546 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo6(ksLi6)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×10,920 
＝1,092 kN/m3 

 

⑦ 第 7 層 （砂質土層，層厚 ℓ7＝3.00m） 
地盤の変形係数の設計用値：Ed＝19,760 kN/m2 

(a)長期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 

ksLo7(ksLi7)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×0.5×19,760 
＝988 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo7(ksLi7)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×9,760 
＝1,976 kN/m3 

 
⑧ 第 8 層 （砂質土層，層厚 ℓ8＝1.44m） 

地盤の変形係数の設計用値：Ed＝58,760 kN/m2 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
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ksLo8(ksLi8)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×0.5×58,760 
＝2,938 kN/m3 

(b)短期 
地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 

ksLo8(ksLi8)＝0.1×ρgk×Ed 
＝0.1×1.0×58,760 
＝5,876 kN/m3 

 
 なお、側面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤ばね定数(ksBo，ksBi)は、前背面の外周面と内周面の

鉛直せん断ばね定数の算出式と同式であるため、ここでは省略します。 
 
 
各層における前背面および側面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤反力係数を表 3-6 にまとめます。 

 
表 3-6 前背面の外周面と内周面，側面の外周面と内周面の鉛直せん断地盤反力係数 

層番号 
 
 
 

土質名 
 
 
 

層厚 
 
 

(m) 

地盤の変形係数

の設計用値 
Ed 

(kN/m2) 

長期 
 

ksLo, ksBo, ksLi, ksBi 

 (kN/m3) 

短期 
 

ksLo, ksBo, ksLi, ksBi 

(kN/m3) 
第1層 粘性土 5.96 1,640 82 164 
第2層 粘性土 6.00 2,360 118 236 
第3層 粘性土 4.00 2,720 136 272 
第4層 粘性土 5.00 2,360 118 236 
第5層 粘性土 5.10 3,080 154 308 
第6層 粘性土 6.10 10,920 546 1,092 
第7層 砂質土 3.00 19,760 988 1,976 
第8層 砂質土 1.44 58,760 2,938 5,876 

 
 
１）鋼管矢板基礎の全体の前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数は，次式により求めます。 

KsLo(KsBo)＝ksLo(ksBo)×Uo×Δℓ 
ここに， 

KsLo ：前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
ksLo ：前背面の外周面の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
KsBo ：側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
ksBo ：側面の外周面の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
Uo ：鋼管矢板基礎の外周面の長さ(＝88.052) (m) 
Δℓ ：鉛直せん断地盤ばね定数を算定する区間の長さ (m) 

 
表 3-7 に鋼管矢板基礎の全体としての前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数を示します。

前背面の外周面の水平地盤ばね定数と同じように，『Δℓ＝1D＝1.0m』として前背面と側面の外周面の

鉛直せん断地盤ばね定数を算定します。 
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表3-7 鋼管矢板基礎の全体の前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

層番号 
層厚 
(m) 

鉛直せん断地盤反力係数 
ksLo，ksBo (kN/m3) 

鉛直せん断地盤ばね定数 
KsLo，KsBo (kN/m) 

長期 短期 長期 短期 
第1層 5.96 82 164 7,220 14,441 
第2層 6.00 118 236 10,390 20,780 
第3層 4.00 136 272 11,975 23,950 
第4層 5.00 118 236 10,390 20,780 
第5層 5.10 154 308 13,560 27,120 
第6層 6.10 546 1,092 48,076 96,153 
第7層 3.00 988 1,976 86,995 173,991 
第8層 1.44 2,938 5,876 258,697 517,394 

 
２）鋼管矢板本管 1 本当りの前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により算定し，そ

の結果を表 3-8 に示します。 
鋼管矢板本管１本当りの前背面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数＝KsLo÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝68 本） 
 

表3-8 鋼管矢板本管１本当りの前背面と側面の外周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
 
（２）前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤反力係数の算定 
 前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗は地震時のみ有効，すなわち，地震作用に伴う増加荷

重のみに受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られます（図 3-4 参照）。 
 

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体としての 
前背面と側面の外周面の 
鉛直せん断地盤ばね定数 

KsLo，KsBo (kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面と側面の外周面の 
鉛直せん断地盤ばね定数 

KsLo，KsBo (kN/m) 
長期 短期 長期 短期 

第1層 5.96 7,220 14,441 106 212 
第2層 6.00 10,390 20,780 153 306 
第3層 4.00 11,975 23,950 176 352 
第4層 5.00 10,390 20,780 153 306 
第5層 5.10 13,560 27,120 199 398 
第6層 6.10 48,076 96,153 707 1,414 
第7層 3.00 86,995 173,991 1,279 2,559 
第8層 1.44 258,697 517,394 3,804 7,609 
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図 3-4 内周面の鉛直支持が有効な範囲 

 
 鋼管矢板基礎の平面形状が小判形であるため，前背面の内周面の鉛直せん断地盤抵抗が有効な範囲

は『井筒の短辺方向の内周面の直径』となります。すなわち，図 3-1 に示した基礎平面図より，井筒

の下端から上方へ，Lo＝12.524m の範囲においてのみ，地震作用に伴う増加荷重のみに受け持たせる

ことができます。本設計例においては，最下層の第 8 層（層厚 1.44m）の下端から第 5 層（層厚 5.10m）

の途中の 1.984m までの地層において，この前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤ばねを地震時の

み考慮することができます。 
 
１）鋼管矢板基礎の全体の前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により求めます。 

KsLi(KsBi)＝ksLi(ksBi)×Ui×Δℓ 
ここに， 

 KsLi ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
 ksLi ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
 KsBi ：側面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
 ksBi ：側面の内周面の鉛直せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
 Ui ：鋼管矢板基礎の内周長(＝81.769m)   
 Δℓ ：前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数を 

考慮する区間の長さ   (m) 
 

 表 3-9 に鋼管矢板基礎の全体としての前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数を示します。

前背面と側面の外周面の水平地盤ばねと同じように，『Δℓ＝1D＝1.0m』として前背面と側面の内周面

の鉛直せん断地盤ばね定数を算定します。 
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表 3-9 鋼管矢板基礎の全体の前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
 
２）鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数の算定 
 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数は次式により算定し，その結果

を表 3-10 に示します。 
鋼管矢板１本当りの前背面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数＝KsLi÷n 
n：全外壁鋼管矢板本数（＝68 本） 

 
表 3-10 鋼管矢板本管 1 本当りの前背面と側面の内周面の鉛直せん断地盤ばね定数 

 
 
 
 
 
 

層番号 
層厚 
(m) 

鉛直せん断地盤反力係数 
 ksLi，ksBi (kN/m3) 

鉛直せん断地盤ばね定数 
KsLi，KsBi (kN/m) 

長期 短期 長期 短期 
第1層 5.96 

考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 

第2層 6.00 考慮しない 考慮しない 

第3層 4.00 考慮しない 考慮しない 

第4層 5.00 考慮しない 考慮しない 

第5層 
3.116 考慮しない 考慮しない 

1.984 308 25,185 
第6層 6.10 1,092 89,292 
第7層 3.00 1,976 161,576 
第8層 1.44 5,876 480,475 

層番号 
層厚 
(m) 

鋼管矢板基礎の全体の 
前背面と側面の内周面の 
鉛直せん断地盤ばね定数 

KsLi，KsBi (kN/m) 

鋼管矢板本管1本当りの 
前背面と側面の内周面の 
鉛直せん断地盤ばね定数 

KsLi，KsBi (kN/m) 
長期 短期 長期 短期 

第1層 5.96 

考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 

考慮しない 

第2層 6.00 考慮しない 考慮しない 

第3層 4.00 考慮しない 考慮しない 

第4層 5.00 考慮しない 考慮しない 

第5層 
3.116 考慮しない 考慮しない 

1.984 25,185 370 
第6層 6.10 89,292 1,313 
第7層 3.00 161,576 2,376 
第8層 1.44 480,475 7,066 
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３．２．３ 底面の地盤ばね定数の算定 
（１）底面の鉛直地盤反力係数の算定 
 底面の鉛直地盤反力係数は次式により求めます。 

kv＝8.0×ρgk×Eｄ×D－3/4（中掘り根固め杭工法） 
ここに， 

kv ：鋼管矢板底面の鉛直地盤反力係数   (kN/m3) 
D ：杭径(＝1.00m，鋼管矢板本管１本当り）  (m) 
ρgk ：地盤反力係数に関する地盤修正係数 
Eｄ ：地盤の変形係数の設計用値    (kN/m2) 
  Eｄ＝ρgE×Ex÷γgE 

＝0.1×587,600 ÷1.0＝58,760  kN/m2 
Ex ：地盤の変形係数の試験値（PS 検層試験値 Epsを使用） (kN/m2) 
ρgE ：地盤の変形係数に関する地盤修正係数(＝0.1) 
γgE ：地盤の変形係数に関する地盤調査係数(＝1.0，PS 検層) 

 
(a)長期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=0.5 
kv＝8.0×ρgk×Eｄ×D－3/4 
＝8.0×0.5×58,760×1.00－3/4 
＝235,040  kN/m3 

 
(b)短期 

地盤反力係数に関する地盤修正係数：ρgk=1.0 
kv＝8.0×ρgk×Eｄ×D－3/4 
＝8.0×1.0×58,760×1.00－3/4 
＝470,080  kN/m3 

  
１）鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数は次式により算定し，その結果を表 3-11 に示しま

す。 
Kv＝kv×Av 

ここに， 
Kv ：鋼管矢板本管１本当り底面の鉛直地盤ばね定数  (kN/m) 
kv ：鋼管矢板本管１本当り底面の鉛直地盤反力係数  (kN/m3) 
Av ：鋼管矢板本管１本当りの閉塞底面積   (m2) 
(＝0.782m2，腐食しろ 1mm 考慮，杭径 0.998m) 

 
(a)長期 Kv＝kv×Av 

＝235,040×0.782 
＝183,801  kN/m 

(b)短期 Kv＝kt×Av 
＝470,080×0.782 
＝367,603  kN/m 
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表3-11 鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤ばね定数 

作用の継続時間 
鉛直地盤反力係数 

kv(kN/m3) 
鉛直地盤ばね定数 

Kv(kN/m) 
長期 235,040 183,801 
短期 470,080 367,603 

 
 
（２）底面の水平せん断地盤反力係数の算定 
鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数は次式により求めます。 

ks＝λ×kv，λ＝1/3 
ここに， 

ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
kv ：鋼管矢板本管１本当りの底面の鉛直地盤反力係数  (kN/m3) 

 
(a)長期  ks＝λ×kv 

＝1/3×235,040 
＝78,347  kN/m3 

(b)短期  ks＝λ×kv 
＝1/3×470,080 
＝156,693  kN/m3 

 
１）鋼管矢板本管 1 本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数の算定 
鋼管矢板本管 1 本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数は次式により算定し，その結果を表 3-12 に

示します。 
Ks＝ks×At 

ここに， 
Ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数 (kN/m) 
ks ：鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤反力係数 (kN/m3) 
At ：鋼管矢板本管１本当りの底面の閉塞底面積  (m2) 
  (＝0.782m2，腐食しろ 1mm 考慮) 

 
(a)長期  Ks＝ks×At 

＝78,347×0.782 
＝61,267  kN/m 

(b)短期  Ks＝ks×At 
＝156,693×0.782 
＝122,534  kN/m 

 

表3-12 鋼管矢板本管１本当りの底面の水平せん断地盤ばね定数 

作用の継続時間 
水平せん断地盤反力係数 

ks(kN/m3) 
水平せん断地盤ばね定数 

Ks(kN/m) 
長期 78,347 61,267 
短期 156,693 122,534 
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３．３ 地盤抵抗の非線形特性,地盤反力度の上限値 
３．３．１ 受働土圧力の算定 
（１）受働土圧係数 

Kp＝tan2(45°+φ/2) 
     ここに，Kp：受働土圧係数 
         φ：土の内部摩擦角（度） 

表3-13 受働土圧係数 

層番号 土質名 N値 φ KP 
第1層 粘性土 0 0 1.000 
第2層 粘性土 0 0 1.000 
第3層 粘性土 0 0 1.000 
第4層 粘性土 0 0 1.000 
第5層 粘性土 0 0 1.000 
第6層 粘性土 0 0 1.000 
第7層 砂質土 21 33 3.392 
第8層 砂質土 50 36 3.852 

 
（２）受働土圧力度 

pP ＝(q+γez)×K p （砂質土の場合） 
pP＝q+γez+2c     （粘性土の場合） 

ここに， 
pP ：受働土圧力度 (kN/m2) 
q ：有効上載荷重 (kN/m2) 

水＋土被り荷重：q=｛(3.410)-(-3.441)｝×10+2.60×3=76.31 
γe ：深さzまでの土の平均有効単位体積重量 (kN/m3) 
z ：有効抵抗土圧力度を求める深さ (m) 
K P ：受働土圧係数 
c ：土の粘着力度 (kN/m2) 
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表3-14 受働土圧力度 

層番号 土質 
z 

(m) 
γe 

(kN/m3) 
c 

(kN/m2) 
KP 

 
pP 

(kN/m2) 

第1層 粘性土 
2.60 

3 11 1.000 
98.3 

8.56 116.2 

第2層 粘性土 
8.56 

4 34 1.000 
162.2 

14.56 186.2 

第3層 粘性土 
14.56 

4 34 1.000 
186.2 

18.56 202.2 

第4層 粘性土 
18.56 

4 34 1.000 
202.2 

23,56 222.2 

第5層 粘性土 
23.56 

4 39 1.000 
232.2 

28.66 252.2 

第6層 粘性土 
28.66 

4 56 1.000 
286.6 

34.76 311.0 

第7層 砂質土 
34.76 

8 0 3.392 
675.0 

37.76 756.4 

第8層 砂質土 
37.76 

9 0 3.852 
859.0 

39.20 908.9 

 
 
３．３．２ 静止土圧力の算定 
（１）静止土圧係数 
静止土圧係数は一般に0.5としてよい 

 
（２）静止土圧力度 

p0＝γezK0 
ここに， 

p0 ：静止土圧力度    (kN/m2) 
γe ：深さzまでの土の平均有効単位体積重量 (kN/m3) 
z ：有効抵抗土圧力度を求める深さ  (m) 
K0 ：静止土圧係数(＝0.5)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 120 

表3-16 静止土圧力度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３．３．３ 主働土圧力の算定 
（１）主働土圧係数 

KA＝tan2(45°－φ/2) 
ここに， 

KA ：主働土圧係数 
φ ：土の内部摩擦角  （度） 

 
表3-17 主働土圧係数 

層番号 土質 N値 φ KA 
第1層 粘性土 0 0 1.000 
第2層 粘性土 0 0 1.000 
第3層 粘性土 0 0 1.000 
第4層 粘性土 0 0 1.000 
第5層 粘性土 0 0 1.000 
第6層 粘性土 0 0 1.000 
第7層 砂質土 21 33 0.295 
第8層 砂質土 50 36 0.260 

 
（２）主働土圧力度 

pA ＝(q+γez)×K A （砂質土の場合） 
pA ＝q+γez－2c    （粘性土の場合） 

層番号 
 

土質 
 

N値 
 

z 
(m) 

γe 
(kN/m3) 

K0 

 
p0 

(kN/m2) 

第1層 粘性土 0 
2.60 

3 0.5 
38.2 

8.56 47.1 

第2層 粘性土 0 
8.56 

4 0.5 
47.1 

14.56 59.9 

第3層 粘性土 0 
14.56 

4 0.5 
59.9 

18.56 67.1 

第4層 粘性土 0 
18.56 

4 0.5 
67.1 

23,56 77.1 

第5層 粘性土 0 
23.56 

4 0.5 
77.1 

28.66 87.3 

第6層 粘性土 0 
28.66 

4 0.5 
87.3 

34.76 99.5 

第7層 砂質土 21 
34.76 

8 0.5 
99.5 

37.76 111.5 

第8層 砂質土 50 
37.76 

9 0.5 
111.5 

39.20 118.0 
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ここに， 
pA  ：主働土圧力度  ただし，0≦pA≦p0 (kN/m2) 
p0 ：静止土圧力度  (kN/m2) 
q ：有効上載荷重  (kN/m2) 
 水＋土被り荷重：q={(3.410)-(-3.441)}×10+2.60×3=76.31 
γe ：深さzまでの土の平均有効単位体積重量 (kN/m3) 
z ：有効抵抗土圧力度を求める深さ  (m) 
K A：主働土圧係数 
c ：土の粘着力度  (kN/m2) 

 
表3-18 主働土圧力度 

 
 
３．３．４ 地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値 

（１）前背面・外周の水平地盤抵抗 
前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値は次式により求めます。 

載荷側（受働）αh pp－p0 

ただし， αh pP≦3pP  （砂質土の場合） 
 αh pP≦9c  （粘性土の場合） 

除荷側（主働）p0－pA 

      ここに，  αh ：基礎前面の形状係数 
pP  ：受働土圧力度 (kN/m2) 

pP＝(q＋γeh)×KP＋2c PK  

pP＝(q＋γeh)×KP  （砂質土の場合） 
pP＝q＋γeh+2c  （粘性土の場合） 

層番号 
 

土質名 
 

z 
(m) 

γe 
(kN/m3) 

c 
(kN/m2) 

KA 

 
pA 

(kN/m2) 
p0 

(kN/m2) 

第1層 粘性土 
2.60 

3.0 11 1.000 
54.2 38.2 

8.56 72.2 47.1 

第2層 粘性土 
8.56 

4.0 34 1.000 
26.2 47.1 

14.56 50.2 59.9 

第3層 粘性土 
14.56 

4.0 34 1.000 
50.2 59.9 

18.56 66.2 67.1 

第4層 粘性土 
18.56 

4.0 34 1.000 
66.2 67.1 

23,56 86.2 77.1 

第5層 粘性土 
23.56 

4.0 39 1.000 
76.2 77.1 

28.66 96.6 87.3 

第6層 粘性土 
28.66 

4.0 56 1.000 
62.6 87.3 

34.76 87.0 99.5 

第7層 砂質土 
34.76 

8.0 0 0.295 
58.7 99.5 

37.76 65.8 111.5 

第8層 砂質土 
37.76 

9.0 0 0.260 
58.0 111.5 

39.20 61.3 118.0 



 

 122 

p0 ：静止土圧力度 (kN/m2) 
p0＝γezK0 

pA ：主働土圧力度 (kN/m2) 
pA  ＝(q+γez)×K A （砂質土の場合） 
pA  ＝q+γez－2c   （粘性土の場合） 

                        ただし，0 ≦ pA ≦ p0 

ただし，ケーソン基礎と同様に載荷側（受働）と除荷側（主働）のばねをこのままモデル化すると，

トリリニア型ばねとなりモデル化が複雑になるため，便宜的に初期勾配を水平地盤ばねKhとし，上限

値が有効抵抗土圧力度peから主働土圧力度pAを減じた値を上限値とするバイリニア型ばねとしてモデ

ル化する。この場合の地盤反力度の上限値は次式により求めます。 
載荷側および除荷側 αh pP－pA 

 
3.3.1～3.3.3章の計算値を基に，前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値を

算出します。 
 

表3-19 前背面・外周の水平地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値 

層番号 土質名 層厚 αh pP αhpP 
αhpP 

上限 
pA 上限値 

  m  kN/m2 kN/m2 kN/m2 kN/m2 αpP -pA 

第1層 粘性土 
2.60 1.000 98.3 98.3 99.0 38.2 60.1 
8.56 1.200 116.2 139.4 99.0 47.1 51.9 

第2層 粘性土 
8.56 1.200 162.2 194.6 309.0 47.1 147.5 

14.56 1.410 186.2 262.5 309.0 59.9 212.3 

第3層 粘性土 
14.56 1.410 186.2 262.5 309.0 59.9 212.3 
18.56 1.540 202.2 311.4 309.0 66.2 242.8 

第4層 粘性土 
18.56 1.540 202.2 311.4 309.0 66.2 242.8 
23,56 1.710 222.2 380.0 309.0 77.1 231.9 

第5層 粘性土 
23.56 1.710 232.2 397.1 351.0 76.2 274.8 
28.66 1.890 252.2 476.7 351.0 87.3 263.7 

第6層 粘性土 
28.66 1.890 286.6 541.7 504.0 62.6 441.4 
34.76 2.090 311.0 650.0 504.0 87.0 417.0 

第7層 砂質土 
34.76 2.090 675.0 1410.8 2025.0 58.7 1352.1 
37.76 2.200 756.4 1664.1 2269.2 65.8 1598.3 

第8層 砂質土 
37.76 2.200 859.0 1889.8 2577.0 58.0 1831.8 
39.20 2.240 908.9 2035.9 2726.7 61.3 2974.6 

 
（２）杭先端の鉛直地盤抵抗の非線形特性 
   杭先端の鉛直地盤抵抗の非線形特性，地盤反力度の上限値は次式により求めます。 

Rty＝ρgty×Rtk 

Rtu＝ρgtu×Rtk 

ここに， 
Rty：杭先端の降伏支持力 (kN/m2) 
Rtu：杭先端の終局支持力 (kN/m2) 
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ρgty：杭先端の降伏支持力に関する地盤修正係数 
ρgty＝1.1（中掘り根固め杭工法） 

ρgtu：杭先端の終局支持力に関する地盤修正係数 
ρgtu＝1.7（中掘り根固め杭工法） 

Rtk：基準先端支持力  (kN) 
3.4.3の計算結果より 

Rtk ＝qtk × At 

＝7,500 × 0.782 m2 

＝5,865 kN（1本当たり） 
 

(a)杭先端の降伏支持力 
Rty＝ρgty×Rtk 

  ＝1.1×5,865 kN 
＝6,451 kN/m2（1本当たり） 
 

(b)杭先端の終局支持力 
Rtu＝ρgtu×Rtk 

  ＝1.7×5,865 kN 
＝9,970  kN/m2（1本当たり） 

 
 
３．４ 設計鉛直支持力，設計引抜き抵抗力の算定 
３．４．１ 設計鉛直支持力，設計引抜き抵抗力の算定の考え方 
（１）基礎の安定と支持性能の照査に用いる設計限界値 
鉛直方向の設計限界値としては，次式で算定する設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力を使用

します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 
Rud＝fr×∑Rfk+Wp 

ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力  (kN) 
Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rk ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk)  (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At)  (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ)   (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重  (kN) 

 
（２）基準支持力 
鋼管矢板基礎の押込み側の基準支持力は，中掘り根固め杭工法の基準支持力の算定方法に準じて，

基準先端支持力ならびに各層での基準周面支持力の合計値として算定します。 
Rk＝Rtk＋∑Rfk 

ここに， 
Rk ：押込み側の基準支持力        (kN) 
Rtk ：基準先端支持力        (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力        (kN) 
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① 各層の基準周面支持力を算定する際に用いる周長 U は，鋼管矢板基礎の各鉛直せん断地盤抵抗に

有効となる井筒部の外周包絡長，ならびに内周包絡長とします。 
 
② 得られた地層区間の基準周面支持力は，鋼管矢板基礎の全体の基準周面支持力であることから，

全外壁鋼管矢板本数で等分した値を各鋼管矢板本管の地層区間に配分します。 
 
③ 鋼管矢板基礎の基準周面支持力を算定する際には，鋼管矢板基礎の内周面の鉛直せん断地盤抵抗

の有効範囲を考慮します。すなわち，前背面の内周面の基準周面支持力は地震時のみ有効，すなわ

ち，地震作用に伴う増加荷重のみに受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られ

ます。 
 
 
３．４．２ 基準周面支持力の算定 
（１）各層での基準周面支持力度の算定 
各層での基準周面支持力度は次式により算定し，その結果を表 3-20 に示します。 

 
砂質土：rfk＝1N≦40， 粘性土：rfk＝1N≦40，rfk＝0.07c≦40 （中掘り根固め杭工法） 

rfk：各層での基準周面支持力度  (kN/m2) 
N：標準貫入試験の N 値 

 
表 3-20 各層での基準周面支持力度 

層番号 土質名 
層厚 
(m) 

N値 
 

c 
(kN/m2) 

基準周面支持力度 
r fk(kN/m2) 

第1層 粘性土 5.96 0 11 0.8 

第2層 粘性土 6.00 0 34 2.4 

第3層 粘性土 4.00 0 34 2.4 
第4層 粘性土 5.00 0 34 2.4 
第5層 粘性土 5.10 0 39 2.7 
第6層 粘性土 6.10 0 56 3.9 
第7層 砂質土 3.00 21 0 21.0 
第8層 砂質土 1.44 50 0 40.0 

 
（２）基礎全体としての各層での基準周面支持力の算定 
基礎全体としての各層での基準周面支持力は次式により算定します。 

Rfk＝rfk×U×Δℓ 
ここに， 

Rfk ：基礎全体としての各層での基準周面支持力 (kN) 
rfk ：基礎全体としての各層での基準周面支持力度 (kN/m2) 
U ：鋼管矢板基礎の井筒の周長  (m) 

外周 U＝88.052m 
内周 U＝81.769m 

Δℓ ：基準周面支持力を算定する区間の長さ  (m) 
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鋼管矢板基礎の基準周面支持力を算定する際には，鋼管矢板基礎の内周面の鉛直せん断地盤抵抗の

有効範囲を考慮します。すなわち，前背面の内周面の基準周面支持力は地震時のみ有効であり，地震

作用に伴う増加荷重のみに受け持たせることができ，その有効範囲は井筒の下方に限られます（図 3-4
参照）。本設計例の鋼管矢板基礎は平面形状が小判形であるため，前背面の内周面の基準周面支持力

が有効な範囲は『井筒の短辺方向の内周面の直径』となります。すなわち，図 3-1 に示した基礎平面

図より，井筒の下端から上方へ，Lo＝12.524m の範囲においてのみ，地震作用に伴う増加荷重のみに

対して基準周面支持力を考慮することができます。本設計例では，最下層の第 8 層（層厚 1.44m）の

下端から第 5 層（層厚 5.10m）の途中の 1.984m までの地層において，この前背面の内周面の基準周面

支持力を地震時のみ考慮することができます。表 3-21 に基礎全体としての各層での基準周面支持力を

算定した結果をまとめます。 
 

表 3-21 基礎全体としての各層での基準周面支持力 

＊一軸圧縮強さが 50kN/m2 未満の軟弱な粘性土がある場合は，杭基礎の長期支持性能の照査において，そ

の土層とそれより上方の土層の杭周面の鉛直せん断地盤抵抗を無視する。 
 よって，第 1 層目(qu＝2×c＝2×11＝22)が対象となります。 
 

（３）鋼管矢板１本当りの基準周面支持力 
鋼管矢板１本当りの基準周面支持力を算定した結果を表 3-22 にまとめます。 

鋼管矢板１本当りの基準周面支持力＝Rfk÷n 
    n：全外壁鋼管矢板本数（＝68 本）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

層番号 土質名 
層厚 
(m) 

N値 
c 

(kN/m2) 

基準周面 
支持力度 

rfk 
(kN/m2) 

基礎全体としての各層での 
基準周面支持力 

Rfk＝ rfk×U×Δℓ  (kN) 
外周面 

U=88.052m 
内周面 

U=81.769m 
第1層 粘性土 5.96 0 11 0.8 420 考慮しない 

第2層 粘性土 6.00 0 34 2.4 1,268 考慮しない 

第3層 粘性土 4.00 0 34 2.4 845 考慮しない 

第4層 粘性土 5.00 0 34 2.4 1,057 考慮しない 

第5層 粘性土 
3.116 

0 39 2.7 1,212 
考慮しない 

1.984 438（地震時のみ） 
第6層 粘性土 6.10 0 56 3.9 2,095 1,945（地震時のみ） 
第7層 砂質土 3.00 21 0 21 5,547 5,151（地震時のみ） 

第8層 砂質土 1.44 50 0 40 5,072 4,710（地震時のみ） 
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表3-22 鋼管矢板１本当りの各層での基準周面支持力 

 
 
３．４．３ 基準先端支持力の算定 
鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力は次式を用いて算定します。 

Rtk＝qtk×At 
ここに， 

Rtk ：鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力 (kN) 
qtk ：鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力度 (kN/m2) 
At ：鋼管矢板本管１本当りの閉塞断面積  (m2) 

(＝0.782m2，腐食しろ 1mm 考慮，杭径 0.998m) 
 

基準先端支持力度 qtkは次式を用いて算定します。 
 

qtk＝150N≦10,000（中掘り根固め杭工法） 
 ここに， 

qtk ：基準先端支持力度   (kN/m2) 
N ：基礎の下端における地盤の N 値 

 
以上より，鋼管矢板本管１本当りの基準先端支持力は下記となります。 

 
qtk＝150×50＝7,500 kN/m2≦10,000  
Rtk＝qtk×kt 

＝7,500 ×0.782 
＝5,865 kN 

 
 
 

層番号 土質名 
層厚 
(m) 

N値 

基準周面 
支持力度 

rfk 
(kN/m2) 

鋼管矢板１本当りの各層での 
基準周面支持力 

Rfk＝ rfk×U×Δℓ  (kN) 
外周面 

U=88.052m 
内周面 

U=81.769m 
第1層 粘性土 5.96 0 0.8 6 考慮しない 

第2層 粘性土 6.00 0 2.4 19 考慮しない 

第3層 粘性土 4.00 0 2.4 12 考慮しない 

第4層 粘性土 5.00 0 2.4 16 考慮しない 

第5層 粘性土 
3.116 

0 2.7 18 
考慮しない 

1.984 6（地震時のみ） 
第6層 粘性土 6.10 0 3.9 31 29（地震時のみ） 
第7層 砂質土 3.00 21 21 82 76（地震時のみ） 
第8層 砂質土 1.44 50 40 75 69（地震時のみ） 

基準周面支持力の合計値 258 180（地震時のみ） 
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３．４．４ 設計鉛直支持力の算定 
（１）基準先端支持力比の算定 
安全性における鉛直方向の設計限界値は，設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力とし，次式に

より算定します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 
Rud＝fr×∑Rfk+Wp 

ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力  (kN) 
Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rk ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk)  (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At)  (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ)  (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重  (kN) 

 
この設計鉛直支持力ならびに設計引抜き抵抗力は，鋼管矢板基礎の鋼管矢板本管の打設工法および

基準先端支持力比に応じた地盤抵抗係数を用いて算定します。そこで，地盤抵抗係数を設定するため

に，基準先端支持力比を次式により算定し，結果を表 3-23 に示します。 
pt＝Rtk÷Rk＝Rtk÷(Rtk＋∑Rfk) 

ここに， 
pt ：基準先端支持力比 
Rtk ：基準先端支持力   (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力   (kN) 

 

表3-23 基準先端支持力比 

構造物の 
要求性能 性能項目 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準先端支持力 
R t k(kN) 

鋼管矢板本管１本当りの 
基準周面支持力 

R fk(kN) 
基準先端 
支持力比 

p t  外周面 
(U＝88.052m) 

内周面 
(U＝81.769m) 

使用性 
基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 
「短期支持性能の照査」 

5,865 258 

考慮しない 0.96 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
考慮しない 0.96 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 
180 0.93 

復旧性 
基礎の残留変位 

（安定レベル1：L1地震動） 
（安定レベル2：L2地震動） 

180 0.93 

   
（２）地盤抵抗係数の設定 
地盤抵抗係数は，表 3-23 で求められた基準先端支持力比を使用して，3.1 章 5)に示すグラフから求

めます。本設計例では，鋼管矢板本管を「中掘り根固め杭工法」を利用して打設するため，「中掘り

根固め杭工法」の場合のグラフを参照します。設計鉛直支持力を算定するための地盤抵抗係数を表 3-24



 

 128 

に示します。 
 

表3-24 設計鉛直支持力を算定するための地盤抵抗係数のまとめ 

構造物の 
要求性能 性能項目 

基準先端 
支持力比 

pt 

地盤抵抗係数 
 

fr 

使用性 

基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 0.96 

0.42 

基礎の支持性能における 
「短期支持性能の照査」 0.73 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
0.96 0.95 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 
----- 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 0.93 

1.15 

基礎の残留変位 
（安定レベル2：L2地震動） 1.50 

 
（３）設計鉛直支持力の算定 
基準先端支持力，基準周面支持力および地盤抵抗係数を用いて，設計鉛直支持力を算定した結果を

表 3-25 に示します。 
Rvd＝fr×Rk＝fr×(Rtk＋∑Rfk) 

ここに， 
Rvd ：押込み側の設計鉛直支持力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rk ：押込み側の基準支持力(＝Rtk＋∑Rfk)  (kN) 
Rtk ：基準先端支持力(＝qtk×At)   (kN) 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ) (kN) 

  
なお，地震時の作用に対する杭基礎の地盤の破壊の照査では，設計鉛直支持力は杭工法に応じて，

地盤抵抗係数f r t，f r kを用いて以下の式により求めます。 
Rvd＝frt×ttk＋frf×ffk 
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表3-25 設計鉛直支持力のまとめ 

構造物の 
要求性能 性能項目 

地盤抵抗係数 
鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準先端支持力 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準周面支持力 

設計鉛直 
支持力 

f r  R t k(kN) R f k(kN) Rvd(kN) 

使用性 

基礎の支持性能における
「長期支持性能の照査」 0.42 

5,865 

258 2,572 

基礎の支持性能における
「短期支持性能の照査」 0.73 258 4,470 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
0.95 258 5,817 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定ﾚﾍﾞﾙ3：L2地震動） 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

258+180 
＝438 10,715 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定ﾚﾍﾞﾙ1：L1地震動） 1.15 258+180 

＝438 7,248 

基礎の残留変位 
（安定ﾚﾍﾞﾙ2：L2地震動） 1.50 258+180 

＝438 9,454 

 
 
３．４．５ 設計引抜き抵抗力の算定 
（１）地盤抵抗係数の設定 
地盤抵抗係数は，表 3-23 で求められた基準先端支持力比を使用して，3.1 章 5)に示すグラフから求

めます。本設計例では，鋼管矢板本管を「中掘り根固め杭工法」を利用して打設するため，「中掘り

根固め杭工法」の場合のグラフを参照します。設計引抜き抵抗力の算定に用いる地盤抵抗係数は，基

準先端支持力比 pt＝0，の場合の値を用います。設計引抜き抵抗力を算定するための地盤抵抗係数を表

3-26 に示します。 
 

表3-26 設計引抜き抵抗力を算定するための地盤抵抗係数のまとめ 

構造物の 
要求性能 性能項目 

基準先端 
支持力比 

p t  

地盤抵抗係数 
 

f r  

使用性 

基礎の支持性能における 
「長期支持性能の照査」 －* － 

基礎の支持性能における 
「短期支持性能の照査」 0.96 0.27 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」（地震時以外） 0.96 0.75 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」（安定レベル3：L2地震動） － 

杭先端 f r t＝1.7 
杭周面 f r f＝1.7 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 0.93 

0.95 

基礎の残留変位 
（安定レベル2：L2地震動） 1.45 

＊設計引抜き抵抗力は鋼管矢板本管の有効自重 Wpのみ考慮のため 
 

（２）設計引抜き抵抗力の算定 
 基準周面支持力および地盤抵抗係数を用いて，設計引抜き抵抗力を算定した結果を表 3-27 に示しま

す。なお，長期支持性能の照査に用いる設計引抜き抵抗力は鋼管矢板本管の有効自重 Wp のみを考慮

します。 
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Rud＝fr×∑Rfk+Wp 
ここに， 

Rud ：引抜き側の設計引抜き抵抗力  (kN) 
fr ：地盤抵抗係数 
Rfk ：各層での基準周面支持力(＝rfk×U×Δℓ)  (kN) 
Wp ：鋼管矢板本管の有効自重(＝174.91)  (kN) 

 
 

表3-27 設計引抜き抵抗力のまとめ 

構造物の 
要求性能 

性能項目 
地盤抵抗係数 

鋼管矢板本管 
１本当りの 

基準周面支持力 

鋼管矢板本管 

1本当りの 

有効自重 

設計引抜 

抵抗力 

f r  R f k(kN) Wp (kN) R ud(kN) 

使用性 

基礎の支持性能における

「長期支持性能の照査」 
― ― 

175 

175 

基礎の支持性能における

「短期支持性能の照査」 
0.27 258 70 

安全性 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（地震時以外） 
0.75 258 194 

基礎の安定における 
「地盤の破壊の照査」 

（安定レベル3：L2地震動） 

杭先端 f r t＝1.7 

杭周面 f r f＝1.7 
258+180 
＝438 920 

復旧性 

基礎の残留変位 
（安定レベル1：L1地震動） 

0.95 258+180 
＝438 416 

基礎の残留変位 
（安定レベル2：L2地震動） 

1.45 258+180 
＝438 635 
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３．５ 性能照査 
３．５．１ 解析モデル 
 

 
図3-5 解析モデルと荷重作用事例 

 
 
 
 
 

頂版天端（節点番号 6） 
荷重作用位置 

M 
H 

V 

く体天端（節点番号 1） 
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３．５．２ 設計荷重 
 

表 3-28 設計荷重の集計 

構造物の 
要求性能 

鋼管矢板基礎の 
性能項目 

V H M 
(kN) (kN) (kN・m) 

使用性 
長期支持性能 111,387.90 0.0 -9,583.82 
短期支持性能 119,309.52 0.0 -55,172.13 

安全性 
基礎の安定 
列車荷重最大 

137,535.78 1,185.55 55,377.02 

 
 
３．５．３ 性能照査 
（１）使用性，安全性（地震時以外）の性能照査 
  使用性，安全性（地震時以外）に対して性能照査を行います。照査結果については表 3-29～表 3-30
に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図 3-6～図 3-8 にまとめます。 
 

表 3-29 基礎の使用性の照査（地震時以外） 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

使用性 
基礎の 

支持性能 

長期 

支持性能 

鉛直方向 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=1,703kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=2,572kN 
0.66 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗 

Rud=Wp=175kN 
― OK 

水平方向 頂版天端 
最大応答水平変位 

0.2mm 

0.4%LA≦40mm 
0.4%LA=99mm⇒40mm 

0.01 OK 

回転方向 頂版天端 
最大応答回転角 

0.01/1000 
2/1000 rad 0.005 OK 

短期 

支持性能 

鉛直方向 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=2,339kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=4,470kN 
0.52 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

Vud=13kN 

設計引抜き抵抗力 

Rud=70kN 
0.19 OK 

水平方向 頂版天端 
最大応答水平変位 

0.7mm 

0.4%LA≦40mm 
0.4%LA=99mm⇒40mm 

0.02 OK 

回転方向 頂版天端 
最大応答回転角 

0.04/1000 
2/1000 rad 0.02 OK 
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（１）使用性：長期支持性能 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6 基礎の使用性の照査：長期支持性能 
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（２）使用性：短期支持性能 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7 基礎の使用性の照査：短期支持性能 
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表 3-30 基礎の安全性の照査（地震時以外） 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 

基礎の 

安定 

（列車荷重 

最大） 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=2,141kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=5,817kN 
0.37 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜き力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=194kN 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

2.0mm 

1.2%LA≦100mm 
1.2%LA=170mm⇒100mm 

0.02 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

0.06/1000 
6/1000 rad 0.01 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板

本管 

鋼管矢板応力度σx=39.5N/mm2 

残留応力度σs=52.8N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.31 OK 
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（３）安全性 基礎の安定（列車荷重最大） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-8 基礎の安全性の照査：基礎の安定（列車荷重最大） 
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（２）耐震設計 
橋梁および高架橋の静的解析法では，地震作用として慣性力と地盤変位の影響を考慮した検討を行

います。G0～G2 地盤を除く地盤に建設される深い基礎においては，地盤の硬軟によらず地盤変位の

影響を考慮し，応答変位法にて算定することになっており，本設計事例 2 では応答変位法による照査

を実施しています。 
 

（３）安全性（地震時）の性能照査 
 静的解析法における慣性力の影響は，非線形応答スペクトル法により算定します。手順は以下の通

りです。 
④ 構造物のプッシュオーバー解析を行い，荷重-位関係から，降伏震度および等価固有周期を算定 
⑤ 所要降伏震度スペクトルを用いて降伏震度と等価固有周期から応答塑性率を算定 
⑥ 応答塑性率を降伏変位に乗じることで応答変位を算出する。この応答変位を基準として各照査指

標に対応する設計応答値を算定 
 
プッシュオーバー解析から得られた，く体天端における荷重-変位曲線を図 3-9 に，荷重-変位曲線の

総括表を表 3-31 に示します。 
 
注記：本照査では基礎が先行降伏しますが，基礎の地盤抵抗を割り増した条件での検討は省略して

います。 

 

図 3-9 く体天端における荷重-変位曲線 
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表 3-31 く体天端の荷重-変位曲線 総括表 
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① 降伏震度の算定 
 構造物の降伏震度について，プッシュオーバー解析における荷重-変位曲線に明確な折れ曲がりが見

られない場合，初期降伏点の震度を非線形応答スペクトル法で用いる降伏震度として使用すると，合

理的に設計応答値を算定することができません。したがって，本設計例では，非線形応答スペクトル

法で用いる降伏震度として，構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度 kheqを用いることとします。 
kheq＝0.697 

 
② 等価固有周期 
 等価固有周期は，プッシュオーバー解析によって得られた荷重-変位曲線において，次式により算定

します。 
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heq

eq

eq

eq
eq kK

gW
T 0.2

/
0.2 ≒  

Teq  ：構造物の等価固有周期 (sec) 
Weq ：等価重量  (kN) 
g   ：重力加速度  (=9.8m/s2) 
Keq  ：構造物の等価降伏剛性 (kN/m) 

eq

heqeq
eq

kW
K

・
 

δeq ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位(＝0.1397m) 
kheq  ：構造物全体系の折れ曲がり点に対応する震度(＝0.697) 

Teq＝2.0×√(0.1397/0.697)＝0.895 
 
③ 応答塑性率 
 応答塑性率は，図 3-10 の所要降伏震度スペクトルを用いて算出します。本構造系の折れ曲がり点に

対応する水平震度 kheq，等価固有周期 Teq を求め，所要降伏震度スペクトルより応答塑性率 μd を読み

取ります。本設計例では，μd＝1.70 となります。 
 

水平震度 kheq ＝0.697 
等価固有周期 Teq＝0.895 (sec) 

 

図 3-10 所要降伏震度スペクトル（G5 地盤，スペクトルⅡ，基礎構造物：杭・ケーソン等） 
 
④ 構造物の設計応答値 
 構造物全体系の折れ曲がり点に対応する変位 δeq，応答塑性率μdから最大応答変位 δdを算定します。

最大応答変位 δdは 237.5mm となります。また，最大応答変位 δd＝237.5ｍｍとなる水平震度は，表 3-31
より最大応答震度は 0.719 となります。 

δd＝δeq・μd 
δd ：構造物の応答変位(m) 
μd  ：応答塑性率 

δd＝0.1397×1.70＝0.2375m＝237.5mm 

kheq=0.697 
 

Teq=0.895 
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頂版天端における荷重-変位曲線を図 3-11 に，荷重-変位曲線の総括表を表 3-32 に示します。 

 

 
図 3-11 頂版天端における荷重-変位曲線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 144 

表 3-32 頂版天端の荷重-変位曲線 総括表 

 

 



 

 145 
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  プッシュオーバー解析から得られた荷重-変位曲線に基づき，安全性（地震時）に対して性能照査を

行います。照査結果については表 3-33 に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図

3-12 にまとめます。 
 

表 3-33 基礎の安全性（地震時）の照査 
L2 地震動の水平震度 0.719 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 
基礎の 

安定 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=3,657kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=10,715kN 
0.34 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗力 

照査不要 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

230mm 

10%LA 
10%LA=2,470mm 

0.10 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

1.00/1000 
30/1000 rad 0.03 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板 

本管 

設計曲率 

損傷レベル 2 
損傷レベル 3 

損傷レベル 2 

≦損傷レベル3 
OK 
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安全性（地震時） kh=0.719（最大応答震度） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-12  安全性（地震時）の照査 
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（４）復旧性の性能照査：性能レベル 1  
G5 地盤に対する，L1 地震動における地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（減衰定数

h=0.05）を下表に示します。 
 

表 3-34 地表面設計地震動の弾性加速度応答スペクトル（L1 地震動） 

周期 T(s) 応答加速度(gal) 
0.1≤T<0.4 599×T0.44 
0.4≤T≤1.6 400 

1.6<T 640×T-1.0 

 
等価固有周期 Teqは，プッシュオーバー解析によって Teq=0.895 と求められているため，応答加速度

は 400gal となります。 
したがって，L1 地震動の設計水平震度は 400/980=0.408 となり，プッシュオーバー解析から得られ

た荷重-変位曲線に基づき，本設計水平震度にて照査を行います。照査結果については表 3-35 に，モ

ーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図 3-13 にまとめます。本設計水平震度にて照査

を行います。 
 

表 3-35 基礎の復旧性の照査：性能レベル 1 
L1 地震動の所要換算水平震度 0.408 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

復旧性 

性能レベル 1 

基礎の 

残留変位 

残留鉛直変位 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力 

Vd=2,675kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=7,248kN 
0.37 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

引抜力は発生しない 

設計引抜き抵抗力 

Rud=416kN 
― OK 

残留水平変位 頂版天端 
最大応答水平変位 

64mm 

1.2～2%LA≦100mm 
1.2%LA=296mm⇒100mm 

0.64 OK 

残留傾斜 頂版天端 
最大応答回転角 

0.6/1000 
6/1000 rad 0.1 OK 

基礎部材等の 

損傷 

鋼管矢板

本管 

設計曲率 

損傷レベル 1 
損傷レベル 1 

損傷レベル 1 

≦損傷レベル1 
OK 

鋼管矢板応力度σx=161.8N/mm2 

残留応力度σs=52.8N/mm2 

応力度の制限値 

σu=±300N/mm2 
0.72 OK 
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復旧性（性能レベル 1） kh=0.408 （L1 所要降伏震度） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-13 基礎の復旧性（性能レベル 1）の照査 
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（５）復旧性の性能照査：性能レベル 2 
安全性（地震時）と同様に， プッシュオーバー解析から得られた荷重-変位曲線に基づき，L2 地震

動の水平震度にて性能照査を行います。照査結果については表 3-36 に，モーメント図，せん断力図，

軸力図，変位図については図 3-14 にまとめます。 
 

表 3-36 基礎の復旧性の照査：性能レベル 2  
L2 地震動の水平震度 0.719 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

復旧性 

性能レベル 2 

基礎の 

残留変位 

残留鉛直変位 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=3,657kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=9,454kN 
0.39 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗力 

照査不要 
― OK 

残留水平変位 頂版天端 
最大応答水平変位 

230mm 

4.8～8%LA≦400mm 
4.8%LA=1976mm⇒

400mm 
0.60 OK 

残留傾斜 頂版天端 
最大応答回転角 

1.00/1000 
20/1000 rad 0.05 OK 

基礎部材等の損傷 
鋼管矢板 

本管 

設計曲率 

損傷レベル 2 
損傷レベル 2 

損傷レベル 2 

≦損傷レベル2 
OK 

注記）本設計事例においては，地域別係数が 1.00 のため，安全性（地震時）の照査と，復旧性の照査：

性能レベル２の照査結果は同値となります。 
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復旧性（性能レベル 2） 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-14  復旧性（性能レベル 2）の照査 



 

 154 

（６）応答変位法の性能照査 
 本設計事例では，応答変位法による検討を実施します。対象となる設計地震動は L2 地震動（スペ

クトルⅡ）とし，水平震度 0.719 における地盤変位を使用します。地盤の設計水平変位量の鉛直方向

分布を地表面最大変位量 agと表層地盤の特性に基づいて得られる固有振動モードにより算定します。 
 
１） 地盤条件 
 

層番号 層厚 
 

(m) 

単位体積重量 
 

(kN/m3) 

設計初期せん断

弾性波速度 
(m/s) 

層分割数 
 

(等分) 
1 1.96 13.0 65.0 2 
2 6.00 14.0 75.0 6 
3 4.00 14.0 80.0 4 
4 5.00 14.0 75.0 5 
5 5.10 14.0 85.0 5 
6 6.10 14.0 160.0 6 
7 3.00 18.0 220.0 3 
8 1.44 19.0 320.0 2 

 
２）地表面最大変位量 

L2 地震動（スペクトルⅡ）を適用することから，地表面最大変位量 agは次式により求めます。 
ag=0.413×Tg 

ここに， 
          Tg：表層地盤の固有周期(1.1937s) 

  
ag=0.413×1.1937=0.49299m=492.99 mm 

 
３） 地盤の設計水平変位量の鉛直方向分布 
地盤の設計水平変位量の鉛直方向分布は下記になります（深さ、地盤変位共に単位は mm）。 
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４）慣性力と地盤変位を組み合わせるための補正係数 
慣性力と地盤変位を組み合わせるための補正係数は下式を使用します。 

 
（上限値 νU） 

 α≦0.75  νU=1.0 
0.75＜α≦1.10  νU=－2.0α+2.5 
1.10≦α  νU=0.3 
 

（下限値 νL） 
 α≦0.75  νL=0.0 

0.75＜α≦1.10  νL=－2.0α+1.5 
1.10≦α  νL=-0.7 

 
ここに， 

 α ：地盤と構造物の固有周期の比 
α=Teq/(Tg/αg) 

=0.917/(1.1937/0.50)=0.384 
 Tg  ：表層地盤の固有周期(1.1937s) 

 Teq ：構造物の固有周期(0.917s) 
 αg ：地震時のひずみレベルによる地盤の剛性低減係数(0.50) 

 
α=0.384 より，上限値 νU=1.0，下限値 νL=0.0 となります。本設計事例では，Rt=1.0×Ra+1.0×f(Z)の場

合の照査結果を示します。 
ここに， Rt ：地震荷重，Ra：慣性力，f(Z)：地盤変位 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-15 応答変位における地盤変位 

 

地盤変位 f(Z) (mm) 
-3.441 

-7.441 

-40.041 
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５）安全性（地震時）の性能照査 
応答変位法により得られた，く体天端における荷重-変位曲線を図 3-16 に，荷重-変位曲線の総括表

を表 3-37 に示します。 
 

 
図 3-16 く体天端における荷重-変位曲線 
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表 3-37 く体天端の荷重-変位曲線 総括表 
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頂版天端における荷重-変位曲線を図 3-17 に，荷重-変位曲線の総括表を表 3-38 に示します。 
 

 

図 3-17 頂版天端における荷重-変位曲線 
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表 3-38 頂版天端の荷重-変位曲線 総括表 
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応答変位法により得られた荷重-変位曲線に基づき，性能照査を行います。安全性（地震時）の照査

結果については表 3-39 に，モーメント図，せん断力図，軸力図，変位図については図 3-18 にまとめ

ます。 
 

表 3-39 応答変位法による基礎の安全性（地震時）の照査 水平震度 0.719 

要求性能 鋼管矢板基礎の性能項目 

照査指標 照査結果 

着目位置 
設計応答値 

IRd 

設計限界値 

ILd 
IRd／ILd 判定 

安全性 
基礎の 

安定 

地盤の破壊 杭頭部 

押込み側杭頭部の設計鉛直力

Vd=4,151kN 

設計鉛直支持力 

Rvd=10,715kN 
0.39 OK 

引抜き側杭頭部の設計鉛直力 

照査不要 

設計引抜き抵抗 

照査不要 
― OK 

水平安定 頂版天端 
最大応答水平変位 

704mm 

10%LA 
10%LA=2,470mm 

0.29 OK 

回転安定 頂版天端 
最大応答回転角 

1.09/1000 
30/1000 rad 0.04 OK 

基礎部材等の破壊 
鋼管矢板 

本管 

設計曲率 

損傷レベル 3 
損傷レベル 3 

損傷レベル 3 

≦損傷レベル3 
OK 
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安全性（地震時） 最大応答時 
＜モーメント図＞                ＜せん断力図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜軸力図＞                   ＜変位図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-18 基礎の安全性（地震時）の照査 
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６）復旧性の性能照査：性能レベル１ 
本設計事例では照査を省略します。 

 
７）復旧性の性能照査：性能レベル２ 
地域別係数が1.00であり，安全性（地震時）の照査と同様となるため，本設計事例では照査を省略

します。 
 
 
３．６ 仮締切り部の設計 
仮締切り部の設計は水中・気中掘削併用方式について検討します。 

 
３．６．１ 仮締切り部の構造・寸法 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-19 仮締切り部の構造・寸法 

（
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３．６．２ 使用材料および断面諸量 
１）鋼管矢板 
中詰めコンクリートの影響ならびに腐食代を考慮しない値を用います。 

 
表 3-40 鋼管矢板仕様 

鋼管矢板径 
(mm) 

鋼管矢板厚 
(mm) 

材質 
断面二次モーメント 

I (m4/m) 
断面係数 
Z (m3/m) 

1,000 19 SKY400 0.005647 0.01130 
1,000 22 SKY490 0.006480 0.01300 
1,000 19 SKY490 0.005647 0.01130 
1,000 14 SKY490 0.004224 0.00845 

 
２）支保工 
支保工の配置を表 3-41 に示します。使用する H 形鋼の断面諸量は表 3-42 に示す腐食代を考慮しな

い値を用います。 
 

表3-41 支保工の配置 

支保工設置位置 (TP m) GL - m  
1 段目 3.959 0.500 H-350×350 
2 段目 -0.041 4.500 H-350×350 

 -8.491 12.950 底盤コンクリート 

 
 

表 3-42 支保工仕様 

種別 断面積 
A (m2) 

断面係数 
Z (m3/m) 

H－350×350×12×19 0.0172 0.0228 

 
 
３．６．３ 支保工及び底盤コンクリートのばね定数 
（１）円形部（線路直角方向） 
１）円形支保工 

2r
AEk ss

so    

 kso ：円形支保工のばね定数  (kN/m2) 
 Es ：円形支保工の弾性係数(＝2.00×108 ) (kN/m2) 
 As ：円形支保工の断面積  (m2) 
 r ：円形支保工の半径  (m) 
 

表 3-43 円形支保工のばね定数 

種別 Es  
(kN/m2) 

As  
(m2) 

r 
(m) 

kso 

 (kN/m2) 
H－350×350×12×19 2.00×108 0.0172 6.262 87,727 
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２）円形底盤コンクリート 

r
TE

k cc
sc    

 ksc ：円形底盤コンクリートのばね定数 (kN/m2) 
 Ec ：円形底盤コンクリートの弾性係数(＝2.50×107) (kN/m2) 
 Tc ：円形底盤コンクリートの厚さ(=1.90)  (m) 
 r ：円形底盤コンクリートの半径(=6.262) (m) 

26
7

/10585.7
6.262

1.901050.2 mkNksc  

 
（２）直線部（線路方向） 
１）切梁 

ss

ss
s IL

AEk 2
   

  ks ：切梁のばね定数 (kN/m2) 
 Es ：切梁の弾性係数(＝2.00×108 ) (kN/m2) 
 As ：切梁の断面積 (m2) 
 Ls ：切梁の長さ(=11.824) (m) 
 Is ：切梁の水平間隔(=4.24) (m) 
 

表 3-44 切梁のばね定数 

種別 Es  
(kN/m2) 

As  
(m2) 

Ls 

(m) 
Is 

 (m) 
ks 

 (kN/m2) 
H－350×350×12×19 2.00×108 0.01549 11.824 4.24 123,589 

 
２）底盤コンクリート 

c

cc
c L

AEk 2
   

 kc ：底盤コンクリートのばね定数 (kN/m2) 
 Ec ：底盤コンクリートの弾性係数(＝2.50×107) (kN/m2) 
 Ac ：底盤コンクリートの断面積 (m2) 
 Lc ：底盤コンクリート床版の長さ(=12.524) (m) 

 

26
7

/10426.7
12.524

1050.286.12 mkNkc  

 
 

３．６．４ 水平地盤反力係数 
仮締切り部の設計に用いる水平地盤反力係数は次式により算定し，表 3-45 に計算結果を示します。 
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4
3

04.4 hh BEk    

α=0.125  （PS 検層により E0を算定した場合，長期支持性能） 
α=0.250  （PS 検層により E0を算定した場合，長期支持性能以外） 
 
Bh=12.524m（円形部：鋼管矢板井筒内径） 
Bh=33.736m（直線部：鋼管矢板井筒内土砂掘削幅） 

 
 表 3-45 水平地盤反力係数 

層番号 土質 
上端 
標高 

(TP m) 

層厚 
 

(m) 
係数 

Bh(m) Kh(kN/m3) 

円形部 直線部 円形部 直線部 

第 1 層 粘性土 

-0.840 0.201 4.4 12.524 33.736 1,355 644 

-1.041 2.400 4.4 12.524 33.736 1,355 644 

-3.441 4.100 4.4 12.524 33.736 1,355 644 

-7.441 1.859 4.4 12.524 33.736 1,355 644 

-9.400 0.041 4.4 12.524 33.736 1,950 927 

第 2 層 粘性土 
-9.441 0.500 4.4 12.524 33.736 1,950 927 

-9.941 5.459 4.4 12.524 33.736 1,950 927 

第 3 層 粘性土 -15.400 4.000 4.4 12.524 33.736 2,247 1,069 

第 4 層 粘性土 -19.400 5.000 4.4 12.524 33.736 1,950 927 

第 5 層 粘性土 -24.400 5.100 4.4 12.524 33.736 2,545 1,210 

第 6 層 粘性土 -29.500 6.100 4.4 12.524 33.736 9,021 4,291 

第 7 層 砂質土 -35.600 3.000 4.4 12.524 33.736 16,325 7,764 

第 8 層 砂質土 -38.600 1.441 4.4 12.524 33.736 48,544 23,087 

  注記）αE0の算出は「開削標準 付属資料 掘削土留め工の設計」を参照します。 
 
 
３．６．５ 施工手順および計算結果 
（１）施工手順 
施工は水中・気中掘削併用方式で検討します。 
 

表 3-46 施工ステップ 

施工 
ステップ 

掘削面位置 
(TP m) 

GL - m 受働側水位  

1 -9.941 14.400 1.049 水中掘削 
2 -9.941 14.400 1.049 底盤コンクリート打設 
3 -9.941 14.400 3.418 水位低下 
4 -9.941 14.400 3.418 リングビーム設置 
5 -9.941 14.400 12.000 ドライアップ 
6 -9.941 14.400 12.000 保護コンクリートおよび頂版打設 
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図 3-20 施工手順 
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（２）側圧の算定 
１）主働側側圧の算定 
主働側側圧のうち，主働土圧力度は次式により算定します。 

AwtAA KcpwλγKp 2  

pA ：主働土圧応力度  (kN/m2) 
KA ：主働土圧係数 

)‐(K A 2
45tan 2  

φ ：土の内部摩擦角  (°) 
γt ：土の湿潤単位体積重量 (kN/m3) 
λ ：層の厚さ   (m) 
w ：上載荷重   (kN/m2) 
c ：土の粘着力度  (kN/m2) 
pw ：求める位置の間隙水圧 (kN/m2) 

 
主働側側圧（主働土圧力度＋水圧）の計算結果を表 3-47 に示します。 

 
２）受働側及び静止側圧の算定 
 受働土圧力度及び静止土圧力度は次式により算定します。 

AwtPP Kc)pwλγ(Kp 2  

)pwλγ(Kp wt00     

pP ：受働土圧応力度   (kN/m2) 
KP ：受働土圧係数 

)(KP 2
45tan2  

φ ：土の内部摩擦角   (°) 
γt ：土の湿潤単位体積重量   (kN/m3) 
λ ：層の厚さ   (m) 
w ：上載荷重   (kN/m2) 
c ：土の粘着力度   (kN/m2) 
pw ：求める位置の間隙水圧   (kN/m2) 
p0 ：静止土圧応力度   (kN/m2) 
K0 ：静止土圧係数 
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 表 3-47 主働側側圧 
設計地盤条件 

主働土圧力度 水圧  
層

番

号 
土質 

 層厚 
有効単位

体積重量 
   

T.P. 
m 

h 
m 

γ(γ’) 
kN/m3 

φ 
 

c 
kN/ m2 

Σγh(γ’h) 
kN/ m2 

KA 

 
PA 

kN/m2 
Pw 

kN/m2 
PA +Pw 
kN/m2 

第

1
層 

粘性土 

-0.840 
0.201 13.00 0 11.0 2.61 - 

34.00 42.50 0.00 

-1.041 36.09 44.51 0.00 

-1.041 
2.400 13.00 0 11.0 31.20 - 

35.86 44.51 0.00 

-3.441 60.67 68.51 0.00 

-3.441 
4.100 13.00 0 11.0 52.00 - 

56.09 68.51 0.00 

-7.441 95.26 109.51 0.00 

-7.441 
1.859 13.00 0 11.0 24.17 - 

81.98 109.51 0.00 

-9.400 97.26 128.10 0.00 

-9.400 
0.041 14.00 0 34.0 0.57 - 

92.27 128.10 0.00 

-9.441 92.61 128.51 0.00 

第

2
層 

粘性土 

-9.441 
0.500 14.00 0 34.0 7.00 - 

92.61 128.51 0.00 

-9.941 96.81 133.51 0.00 

-9.941 
5.459 14.00 0 34.0 76.43 0.80 

96.81 133.51 96.81 

-15.400 157.95 188.10 157.95 

第

3
層 

粘性土 
-15.400 

4.000 14.00 0 34.0 56.00 0.80 
157.95 188.10 157.95 

-19.400 202.75 228.10 202.75 

第

4
層 

粘性土 
-19.400 

5.000 14.00 0 34.0 70.00 0.80 
202.75 228.10 202.75 

-24.400 258.75 278.10 258.75 

第

5
層 

粘性土 
-24.400 

5.100 14.00 0 39.0 71.40 0.80 
258.75 278.10 258.75 

-29.500 315.87 329.10 315.87 

第

6
層 

粘性土 
-29.500 

6.100 14.00 0 56.0 85.40 0.80 
315.87 329.10 315.87 

-35.600 384.19 390.10 384.19 

第

7
層 

砂質土 
-35.600 

3.000 18.00 33 0.0 54.00 1.00 
37.84 390.10 427.94 

-38.600 44.80 420.10 464.90 

第

8
層 

砂質土 
-38.600 

1.441 19.00 36 0.0 27.38 1.00 
40.16 420.10 460.26 

-40.041 43.54 434.51 478.05 
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受働側側圧（受働土圧力度＋水圧）及び静止側圧（静止土圧力度＋水圧）の計算結果を，表 3-48～

表 3-53 に示します。 

 
 表 3-48 受働側圧及び静止側圧（step1：水中掘削） 

 
  

表 3-49 受働側圧及び静止側圧（step2：底盤コンクリート打設） 

 

土質 

土質 
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 表 3-50 受働側圧及び静止側圧（step3：水位低下） 

 

  
表 3-51 受働側圧及び静止側圧（step4：リングビーム設置） 

 

 
  
 
 

土質 

土質 
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表 3-52 受働側圧及び静止側圧（step5：ドライアップ） 

 
 

 表 3-53 受働側圧及び静止側圧（step6：保護コンクリートおよび頂版打設） 

 

 
 
 
 

土質 

土質 
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（３）計算結果 
１）曲げモーメント図 
 各ステップにおける曲げモーメント図を図 3-21，図 3-22 に示します。 

 
   
 
 
 

図 3-21 曲げモーメント図（円形部）（線路直角方向） 
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図 3-22 曲げモーメント図（直線部）（線路方向） 
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２）支保工反力 
 各ステップにおける支保工反力を表 3-54 に，鋼管矢板の最大曲げモーメント，応力度および変位量

を表 3-55 に示します。 
 

表 3-54 支保工反力 

  Step 1 Step 2 Step 3 Step 4 Step 5 Step 6 

円
形
部 

反
力 

1 段目 kN/m 0.0 0.0 107.7 107.7 106.3 105.4 

2 段目 kN/m － － － 0.0 48.4 49.1 

底盤コンクリート kN/m － 0.0 197.1 197.1 655.0 457.4 

直
線
部 

反
力 

1 段目 kN/m 0.0 0.0 110.1 110.1 106.0 103.7 

2 段目 kN/m － － － － 49.5 56.8 

底盤コンクリート kN/m － 0.0 184.7 184.7 651.7 438.5 

 
 

表 3-55 鋼管矢板の最大曲げモーメント，応力度および変位量 

  Step 1 Step 2 Step 3 Step 4 Step 5 Step 6 

円

形

部 

変

位 

最大変位 mm 0.034 0.000 5.453 5.453 6.317 6.350 

発生位置 m 44.5 44.5 6.0 6.0 6.0 6.5 

応

力

度 

最大曲げモーメント kN・m 0.04 0.00 392.61 392.61 474.67 470.18 

最大応力度 N/mm2 0.0 0.0 43.4 43.4 52.4 51.9 

発生位置 m 21.4 44.5 6.0 6.0 6.0 6.5 

直

線

部

変

位 

最大変位 mm 0.067 0.000 5.440 5.440 6.090 6.229 

発生位置 m 44.5 0.0 6.0 6.0 6.9 6.9 

応

力

度 

最大曲げモーメント kN・m 0.07 0.01 406.04 406.04 475.38 477.88 

最大応力度 N/mm2 0.0 0.0 44.9 44.9 52.5 52.8 

発生位置 m 17.4 25.2 6.0 6.0 6.9 6.9 

注）発生位置は標高を示します。 

 
 
３）仮締切り時の鋼管矢板応力度の照査 
鋼管矢板基礎の仮締切り施工時，いずれの掘削段階においても最大応力度が許容値以内であること

を照査します。 



 

 178 

 
 
 
 

σsa 
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４）支保工の設計 
① 円形部支保工の照査 
 
円形支保工の応力度照査は，仮締切り時に発生する支点反力をもとに次式によって行います。 

Z
rr)・(Rα

A
rRσ d

st
2maxmax   

ここに， 
σst  ：円形支保工の応力度  (N/mm2) 
Rmax  ：円形支保工に作用する最大反力 (kN/m) 
r   ：円形支保工の半径   (m) 
A    ：円形支保工の断面積  (m2) 

αd ：楕円化率(＝1％) 
Z    ：円形支保工の断面係数  (m3) 
σsa  ：円形支保工の応力度の制限値  (=210N/mm2) 

 
 表 3-56 支保工反力 

 支保工 
サイズ 

Rmax 
(kN/m) 

A 
(m2) 

Z 
(m3) 

r 
(m) αd 

σst 
(N/mm2) 

σsa 
(N/mm2) σst/σsa 

1 段目 H-350×350×12×19 107.7 0.01719 0.00228 6.262 0.010 76.3 210 0.36 
2 段目 H-350×350×12×19 49.1 0.01719 0.00228 6.262 0.010 34.8 210 0.17 

 
② 直線部支保工の照査 
1段目 腹起こし材 
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2段目 腹起こし材 
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③ 切梁材の照査 
1段目 切梁材 
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2段目 切梁材 
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３．７ 合成応力度の照査 
 仮締切り時の残留応力度を考慮した鋼管矢板の合成応力度は，次式によって照査します。 

σmax＝σ1＋σ2 ≦ σu 
ここに， 

σ1 ：完成後の設計外力による鋼管矢板の応力度  (N/mm2) 
σ2 ：仮締切り時の残留応力度   (N/mm2) 
σu ：鋼管矢板の降伏強度   (N/mm2) 

 
材質：SKY490 

要求性能 性能項目 
頂版下端からの 

深度 
(m) 

σ1 

 
(N/mm2) 

σ2 

 
(N/mm2) 

σmax 

 
(N/mm2) 

σu 

 
(N/mm2) 

安全性 
基礎の安定 

（列車荷重最大）
1.0 36.6 32.5 69.1 300.0 

 
 
＜安全性 基礎の安定（列車荷重最大）＞ 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊現場溶接部の検討は省略 
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３．８ 現場溶接継手位置の検討 
３．８．１ 鋼管矢板の杭割案 
現場溶接継手位置は，次の条件を満足するように設定する必要があります。 
 
１）現場溶接継手位置での発生応力度が，鋼管の材料強度の特性値を 90％に低減した許容応力度以

下であること。但し、道路分野に準じた確実なプロセス管理で現場溶接を行う場合は、鋼管杭

に準じて 100%としてよい。 
２）鋼管矢板本管に発生する断面力に対し，塑性化が生じない安全な位置にあること。 
３）工場溶接位置から 2m 以上離れていること。 
４）隣接する鋼管矢板の現場溶接継手位置は，それぞれに上下 1m 程度ずれていること。 
５）仮締切り兼用方式の場合，現場溶接継手位置が頂版結合部に位置しないようにすること。 
 
上記条件を満足するように設定した杭割案を図 3-23 に示します。なお，単杭長は陸上運搬を想定し，

18m を超えないように設定しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-23 鋼管矢板の杭割案 
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３．８．２ 現場溶接継手位置における応力度照査

 現場溶接継手位置における応力度照査は，次式により照査します。

 

 

 
 

ここに， 
 

  
 
 
 
 
 
 
表 3-57，表 3-58 に TYPEⅠ，Ⅱの現場溶接位置における応力度照査の結果を示します。

本照査では，橋軸直角方向における安全性

最大曲げモーメントが発生する杭

表 3-57，表 3-58 より，設定した杭割案の現場溶接継手位置において，判定式を満足する結果となっ

ています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N  
A  
M  
Z  
σ  
σsa 

：鋼管矢板に発生する鉛直力

：杭の有効断面積

：鋼管矢板に発生する曲げモーメント

：杭の有効断面係数

：発生応力度

：許容応力度
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Ⅰ，Ⅱの現場溶接位置における応力度照査の結果を示します。

本照査では，橋軸直角方向における安全性（地震時）の検討時の最大応答震度

最大曲げモーメントが発生する杭（引抜側左から 9 番目）の応答値」を使用しています。

より，設定した杭割案の現場溶接継手位置において，判定式を満足する結果となっ

：鋼管矢板に発生する鉛直力     (kN) 
：杭の有効断面積          (mm2) 
：鋼管矢板に発生する曲げモーメント (kN・m) 
：杭の有効断面係数         (mm3) 
：発生応力度            (N/mm2) 
：許容応力度(＝240)           (N/mm2) 

Ⅰ，Ⅱの現場溶接位置における応力度照査の結果を示します。 
の検討時の最大応答震度(kh＝0.719)において，

の応答値」を使用しています。 
より，設定した杭割案の現場溶接継手位置において，判定式を満足する結果となっ
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表 3-57 鋼管矢板（TYPEⅠ）の現場継手位置における応力度照査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断面係数 断面積 発生応力 許容応力度

Z A M S N σ σsa

（m） （m） m3 m2 （kN・m） （kN） （kN） （N/mm2） （N/mm2）

0.0 -7.441 0.0154 0.0645 -6012.9 1120.4 362.0 395.6 270.0 1.47 NG

1.0 -8.441 0.0154 0.0645 -4903.9 1097.9 356.6 323.6 270.0 1.20 NG

1.0 -8.441 0.0154 0.0645 -5269.9 1097.9 355.7 347.3 270.0 1.29 NG

2.0 -9.441 0.0154 0.0645 -4225.9 1077.3 350.5 279.5 270.0 1.04 NG

2.0 -9.441 0.0154 0.0645 -4468.2 1077.3 350.2 295.2 270.0 1.09 NG

3.0 -10.441 0.0154 0.0645 -3421.5 1015.4 344.8 227.2 270.0 0.84 OK

3.0 -10.441 0.0154 0.0645 -3562.4 1015.4 344.5 236.4 270.0 0.88 OK

4.0 -11.441 0.0133 0.0554 -3420.9 1006.4 343.8 262.7 270.0 0.97 OK

4.0 -11.441 0.0133 0.0554 -3685.4 1006.4 343.3 282.5 270.0 1.05 NG

5.0 -12.441 0.0133 0.0554 -1808.4 867.7 332.5 141.6 270.0 0.52 OK

5.0 -12.441 0.0133 0.0554 -2302.8 867.7 331.7 178.6 270.0 0.66 OK

5.1 -12.541 ※現場溶接位置

6.0 -13.441 0.0133 0.0554 -715.6 723.5 320.9 59.4 270.0 0.22 OK

6.0 -13.441 0.0133 0.0554 -1069.0 723.5 320.4 85.9 270.0 0.32 OK

7.0 -14.441 0.0133 0.0554 -469.1 673.0 315.7 40.9 270.0 0.15 OK

7.0 -14.441 0.0133 0.0554 -822.5 673.0 315.1 67.4 270.0 0.25 OK

8.0 -15.441 0.0133 0.0554 413.4 570.7 304.3 36.5 270.0 0.14 OK

8.0 -15.441 0.0133 0.0554 -80.9 570.7 303.5 11.5 270.0 0.04 OK

10.0 -17.441 0.0133 0.0554 993.5 509.6 292.7 79.8 270.0 0.30 OK

10.0 -17.441 0.0133 0.0554 499.2 509.6 292.0 42.7 270.0 0.16 OK

12.0 -19.441 0.0133 0.0554 1485.1 478.4 281.2 116.4 270.0 0.43 OK

12.0 -19.441 0.0133 0.0554 990.8 478.4 280.5 79.4 270.0 0.29 OK

14.0 -21.441 0.0133 0.0554 1922.4 453.2 269.7 149.0 270.0 0.55 OK

14.0 -21.441 0.0133 0.0554 1551.7 453.2 269.3 121.2 270.0 0.45 OK

16.0 -23.441 0.0133 0.0554 1998.1 439.3 263.9 154.6 270.0 0.57 OK

16.0 -23.441 0.0133 0.0554 1627.4 439.3 263.4 126.8 270.0 0.47 OK

17.0 -24.441 0.0133 0.0554 2467.2 400.7 252.6 189.5 270.0 0.70 OK

17.0 -24.441 0.0133 0.0554 2082.2 400.7 252.0 160.7 270.0 0.60 OK

18.1 -25.541 ※現場溶接位置

19.0 -26.441 0.0133 0.0554 2516.5 377.1 246.0 193.1 270.0 0.72 OK

19.0 -26.441 0.0133 0.0554 2133.5 377.1 243.0 164.4 270.0 0.61 OK

20.1 -27.541 0.0133 0.0554 2830.1 321.5 232.3 216.4 270.0 0.80 OK

20.1 -27.541 0.0133 0.0554 2337.9 321.5 220.2 179.3 270.0 0.66 OK

22.1 -29.541 0.0133 0.0554 2776.2 134.2 209.4 211.9 270.0 0.78 OK

22.1 -29.541 0.0133 0.0554 2282.0 134.2 191.4 174.6 270.0 0.65 OK

24.1 -31.541 0.0133 0.0554 2433.6 27.1 180.6 185.7 270.0 0.69 OK

24.1 -31.541 0.0133 0.0554 1939.4 27.1 163.5 148.4 270.0 0.55 OK

26.1 -33.541 0.0133 0.0554 1919.9 -43.7 152.7 146.7 270.0 0.54 OK

26.1 -33.541 0.0133 0.0554 1660.4 -43.7 144.1 127.1 270.0 0.47 OK

28.1 -35.541 0.0133 0.0554 1655.9 -47.0 143.6 126.8 270.0 0.47 OK

28.1 -35.541 0.0133 0.0554 1589.2 -47.0 140.0 121.7 270.0 0.45 OK

28.2 -35.641 0.0133 0.0554 1563.1 -70.7 137.6 119.7 270.0 0.44 OK

28.2 -35.641 0.0133 0.0554 1261.7 -70.7 119.9 96.8 270.0 0.36 OK

30.2 -37.641 0.0098 0.0402 1046.4 -134.7 109.1 109.7 270.0 0.41 OK

30.2 -37.641 0.0098 0.0402 730.2 -134.7 91.8 77.0 270.0 0.29 OK

31.2 -38.641 0.0098 0.0402 651.9 -144.4 88.8 68.9 270.0 0.26 OK

31.2 -38.641 0.0098 0.0402 404.8 -144.4 28.2 42.1 270.0 0.16 OK

32.6 -40.041 0.0098 0.0402 172.7 -162.9 20.4 18.2 270.0 0.07 OK

t22

t19

t14

頂版下端
からの
深度

標高
現場溶接位置

板厚

（mm）

部材の断面力 判定

TYPE Ⅰ σ/σsa < 1.0

杭構成

7,500
（t22）

2,000
（t19）

12,500

10,500
（t19）

4,000
（t14）

14,500

13,000
（t19）
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表 3-58 鋼管矢板（TYPEⅡ）の現場継手位置における応力度照査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断面係数 断面積 発生応力 許容応力度

Z A M S N σ σsa

（m） （m） m3 m2 （kN・m） （kN） （kN） （N/mm2） （N/mm2）

0.0 -7.441 0.0154 0.0645 -6012.9 1120.4 362.0 395.6 270.0 1.47 NG

1.0 -8.441 0.0154 0.0645 -4903.9 1097.9 356.6 323.6 270.0 1.20 NG

1.0 -8.441 0.0154 0.0645 -5269.9 1097.9 355.7 347.3 270.0 1.29 NG

2.0 -9.441 0.0154 0.0645 -4225.9 1077.3 350.5 279.5 270.0 1.04 NG

2.0 -9.441 0.0154 0.0645 -4468.2 1077.3 350.2 295.2 270.0 1.09 NG

3.0 -10.441 0.0154 0.0645 -3421.5 1015.4 344.8 227.2 270.0 0.84 OK

3.0 -10.441 0.0154 0.0645 -3562.4 1015.4 344.5 236.4 270.0 0.88 OK

4.0 -11.441 0.0133 0.0554 -3420.9 1006.4 343.8 262.7 270.0 0.97 OK

4.0 -11.441 0.0133 0.0554 -3685.4 1006.4 343.3 282.5 270.0 1.05 NG

5.0 -12.441 0.0133 0.0554 -1808.4 867.7 332.5 141.6 270.0 0.52 OK

5.0 -12.441 0.0133 0.0554 -2302.8 867.7 331.7 178.6 270.0 0.66 OK

6.0 -13.441 0.0133 0.0554 -715.6 723.5 320.9 59.4 270.0 0.22 OK

6.0 -13.441 0.0133 0.0554 -1069.0 723.5 320.4 85.9 270.0 0.32 OK

6.1 -13.541 ※現場溶接継手位置

7.0 -14.441 0.0133 0.0554 -469.1 673.0 315.7 40.9 270.0 0.15 OK

7.0 -14.441 0.0133 0.0554 -822.5 673.0 315.1 67.4 270.0 0.25 OK

8.0 -15.441 0.0133 0.0554 413.4 570.7 304.3 36.5 270.0 0.14 OK

8.0 -15.441 0.0133 0.0554 -80.9 570.7 303.5 11.5 270.0 0.04 OK

10.0 -17.441 0.0133 0.0554 993.5 509.6 292.7 79.8 270.0 0.30 OK

10.0 -17.441 0.0133 0.0554 499.2 509.6 292.0 42.7 270.0 0.16 OK

12.0 -19.441 0.0133 0.0554 1485.1 478.4 281.2 116.4 270.0 0.43 OK

12.0 -19.441 0.0133 0.0554 990.8 478.4 280.5 79.4 270.0 0.29 OK

14.0 -21.441 0.0133 0.0554 1922.4 453.2 269.7 149.0 270.0 0.55 OK

14.0 -21.441 0.0133 0.0554 1551.7 453.2 269.3 121.2 270.0 0.45 OK

16.0 -23.441 0.0133 0.0554 1998.1 439.3 263.9 154.6 270.0 0.57 OK

16.0 -23.441 0.0133 0.0554 1627.4 439.3 263.4 126.8 270.0 0.47 OK

17.0 -24.441 0.0133 0.0554 2467.2 400.7 252.6 189.5 270.0 0.70 OK

17.0 -24.441 0.0133 0.0554 2082.2 400.7 252.0 160.7 270.0 0.60 OK

19.0 -26.441 0.0133 0.0554 2516.5 377.1 246.0 193.1 270.0 0.72 OK

19.0 -26.441 0.0133 0.0554 2133.5 377.1 243.0 164.4 270.0 0.61 OK

19.1 -26.541 ※現場溶接継手位置

20.1 -27.541 0.0133 0.0554 2830.1 321.5 232.3 216.4 270.0 0.80 OK

20.1 -27.541 0.0133 0.0554 2337.9 321.5 220.2 179.3 270.0 0.66 OK

22.1 -29.541 0.0133 0.0554 2776.2 134.2 209.4 211.9 270.0 0.78 OK

22.1 -29.541 0.0133 0.0554 2282.0 134.2 191.4 174.6 270.0 0.65 OK

24.1 -31.541 0.0133 0.0554 2433.6 27.1 180.6 185.7 270.0 0.69 OK

24.1 -31.541 0.0133 0.0554 1939.4 27.1 163.5 148.4 270.0 0.55 OK

26.1 -33.541 0.0133 0.0554 1919.9 -43.7 152.7 146.7 270.0 0.54 OK

26.1 -33.541 0.0133 0.0554 1660.4 -43.7 144.1 127.1 270.0 0.47 OK

28.1 -35.541 0.0133 0.0554 1655.9 -47.0 143.6 126.8 270.0 0.47 OK

28.1 -35.541 0.0133 0.0554 1589.2 -47.0 140.0 121.7 270.0 0.45 OK

28.2 -35.641 0.0133 0.0554 1563.1 -70.7 137.6 119.7 270.0 0.44 OK

28.2 -35.641 0.0133 0.0554 1261.7 -70.7 119.9 96.8 270.0 0.36 OK

30.2 -37.641 0.0098 0.0402 1046.4 -134.7 109.1 109.7 270.0 0.41 OK

30.2 -37.641 0.0098 0.0402 730.2 -134.7 91.8 77.0 270.0 0.29 OK

31.2 -38.641 0.0098 0.0402 651.9 -144.4 88.8 68.9 270.0 0.26 OK

31.2 -38.641 0.0098 0.0402 404.8 -144.4 28.2 42.1 270.0 0.16 OK

32.6 -40.041 0.0098 0.0402 172.7 -162.9 20.4 18.2 270.0 0.07 OK

t22

t19

t14

頂版下端
からの
深度

標高
現場溶接位置

板厚

（mm）

部材の断面力 判定

TYPE Ⅱ σ/σsa < 1.0

杭構成

7,500
（t22）

3,000
（t19）

12,500

9,500
（t19）

4,000
（t14）

13,500

13,000
（t19）
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